
令和　　年度８

新潟県病院局業務課

県立新発田病院　コージェネレーション設備他更新工事 



３　警戒方式

２　受信機

２　機器収容箱等

１　工事範囲

１　工事範囲

７　低圧用ＳＰＤ

・　カテゴリC2

・　局線中継台方式

・　デジタルPBX

・　ボタン電話装置　

・　分散中継台方式 ・　ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ方式

・　デジタル ・　アナログ

局線 ・　電話回線 （　　　回線以上）

内線 ・　電話回線 （　　　回線以上） ・　データ端末等

・　専用回線

・　ボタン電話機（　　台）

・　IP電話機（　　　台）

（　　　　　　回線）

・　本工事 ・　別途工事

・　可変短縮ダイヤル

・　停電補償時間　　　　時間以上

・　不在転送

・　ﾀﾞｲﾚｸﾄｲﾝﾀﾞｲﾔﾙ方式 ・　ﾀﾞｲﾚｸﾄｲﾝﾗｲﾝ方式

・　IP-PBX ・　VoIPサーバ

・　標準電波 ・　公衆回線 ・　ラジオ放送 ・　ＧＰＳ

・　地上デジタル放送 ・　ＮＴＰサーバー

・　一般電話機（　　台）
・　ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺｰﾄﾞﾚｽ（　　台）

・　カテゴリD1
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構
内
交
換
装
置
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　　※　電気工事士　※　認定電気工事従事者　※　消防設備士　※　電気通信工事担任者

２　標仕及び改修標仕に用いられている用語を、次のとおり読み替える。

　　工　事　場　所

　　建　物　概　要

建　　物　　名　　称 構　造 階　数 延べ面積（㎡） 消防令別表第一 備　考

　　仕　様　書

  1.1.2 [1.1.2]

　用語の定義

(1)

章 項目 特記事項 根拠項目

章 項目 特記事項 根拠項目

(1-1.1.4)

[1-1.1.4]

(1-1.2.1)

[1-1.2.1]

１　

一　

般　

事　

項

章 項目 特記事項 根拠項目 章 項目 特記事項 根拠項目

(6-1.7.1)

新築及び増築に係る電気設備工事においては、「国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）

　改修に係る電気設備工事においては、「国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）

(2)　「監督職員」を「監督員」に読み替える。

３　次の各号に該当する標仕及び改修標仕の項目について、標仕及び改修標仕の規定を別表に置き換えて適用する。（以下[ ]は、改修標仕

の項目を表示）

号 項　目

　第１編　一般共通事項

　第１章　一般事項

１　本共通仕様及び特記仕様に記載されていない事項は、次による。

　Ⅰ．　共　通　仕　様

　Ⅱ．　特　記　仕　様

　　　凡　　例

（１）　章と項目は、番号に○印のついたものを適用する。特記事項は、・に○印のついたものを適用する。

（２）　特記事項で○印のない場合は、※印のあるものを適用する。○印と※印のある場合は、○印のあるものを適用する。

○印と ※ 印のある場合は、両方を適用する。

（３）　根拠項目の(a-b.c.d)は、標仕の第a編b章c節d項を表す。

根拠項目の[a-b.c.d]は、改修標仕の第a編b章c節d項を表す。

請負工事費５００万円以上の場合登録する。　１　工事実績情報の登録

　２　概成工期

　３　内部の工事期間等

　　※　無

置き換え後の標仕及び改修標仕の規定

　　　　　〃  　　　1.6.2 [1.10.2] 技術検査
　　別　表

１　

一　

般　

事　

項

(3-1.1.1)

～

(3-2.3.3)

[3-1.1.1]

～

[3-2.4.3]

※　地中線式（※　管路式　　・　直埋式）　　　・　架空式

※　設ける。

ＧＬ－　　　　ｍ

(6-1.5.1)12

構
内
情
報
通
信
設
備

・　有　　　（工期　　　　　令和　　　　　年　　　　月　　　　日）

着手　令和　　年　　月　　日　～　終了　令和　　年　　月　　日　までとする。

17 (6-1.11.1)

テ
レ
ビ
共
同

受
信
装
置

19

監
視
カ
メ
ラ
装
置

(6-1.13.1)

情
報
表
示
設
備

１　工事範囲 ・　配管工事

・　（　　　　　回線）

・　マグネット式 ・　赤外線式

(6-1.15.1)
防
犯設

備

22

・　本工事　　　　・　別途

・　（　　　形　　　　回線　　※　火報盤と一体形　　・　単独）

・　都市ガス用 ・　ＬＰガス用

・　（　　　　回線）

(6-1.19.1)

ガ
ス
漏
れ

火
災
警
報
設
備
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火
災
報
知
・
自
動
閉
鎖
・
非
常
警
報
設
備

・　（・　単独　　　・　複合）

・　（・　自立形　　　・　壁掛形）

・　（　　型　　　　級　　　回線）

・　（　　　回線） ・　（・　単独　　・　複合）

・　（・　自立形　　・　壁掛形）

・　専用総合盤（※　埋込形　・　露出形）に組込

・　消火栓箱組込 ・　単独設置

・　機器一体形 ・　各機器単独設置 ・　緊急地震放送対応

・　防火ダンパー用　（・　本工事　※　別途）

・　防火シャッター用（・　本工事　※　別途） ・　（※　磁石式　・　レリーズ式）

・　防火戸用（※　本工事　　　・　別途）

・　（　　　　回線） ・　（・　単独　　・　受信機と一体）

※　作動確認灯付とする

・　発信機と連動 ・　単独押しボタンを設置

※　ＡＣ２４Ｖ ・　ＤＣ２４Ｖ ・　ＡＣ１００Ｖ

(6-1.16.1)

(6-1.17.1)

(6-1.18.1)
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・　カテゴリＣ２ ・　カテゴリＤ１

４　標仕及び改修標仕の次の項目の規定は適用しない。

⑤　　必要があると認めたときの臨時検査（約款第50条）

④　　契約の解除時における出来形部分（約款第48条）

③　　部分引渡しの指定部分に係る工事の完成（約款第39条）

②　　部分払の請求に係る出来形部分又は部分払指定工事材料等（約款第38条）

①　　工事の完成（約款第32条）

る検査を除く。）

をいい、工事の施工体制、施工状況、出来形、品質及び出来ばえの検査を含む。（ただし、②に係

・　あり　　　　　・　なし

(1)　「契約書」を「新潟県財務規則（昭和57年3月1日新潟県規則第10号）別記（第78条関係）建設工事請負基準約款」

（以下「約款」という。）に読み替える。

(1)　第１編 第１章　1.1.2 [1.1.2] 用語の定義の(ｱ),(ｽ),(ﾂ)

第１編  第１章  　　1.1.2 [1.1.2] 用語の定義の(ﾃ)

(ｽ)　「書面」とは発行年月日及び氏名が記載された文書又は新潟県CALSシステム上で電子

決裁処理された電磁的記録をいう。

　部分使用に係る条件に変更がある場合は、部分使用承諾書により、施設内部の使用を開始
する。
　次の作業は内部工事着手前に行える。ただし、着手日、作業箇所は施設及び監督員と協議
のうえ決定する。

※　現場調査　　　・  
　４　施工従事者 　資格が必要な工種の施工にあたっては、関係法令に基づき、次の資格を有する者により

施工をおこなうこと。

　　　　契約電力５００　Ｗ以上の電気工作物においても、次の者により施工をおこなうこと。　また、　　　　　　　ｋ

（　　　回線以上）

（　　　回線以上）

・　多機能電話機（　　台）

(6-1.6.1)・　VoIPゲートウェイ

・IPｺｰﾄﾞﾚｽ（　　台）

 1.6.1 [1.10.1]

　工事検査 員の指示を受けるものとする。

発注者から通知された検査日に検査を受ける。

 1.4.4 [1.4.5]

　機材の検査等

を証明するマーク等を確認できる場合

  1.4.2 [1.4.2]

　機材の品質等
名簿に記載されている材料又は製造所の製品とするほか、設計図書に定める品質及び性能を有する

新品とする。ただし、仮設に使用する機材は、新品に限らない。

(1)  使用する機材は、「建築材料・設備機材等品質性能評価事業　設備機材等評価名簿

(ｱ)  建築基準法その他の認定品で、マーク等の確認ができる機材

(ｲ)  建築材料・設備機材等品質性能評価事業 設備機材等評価名簿に記載されている機材又は製造所

(ｳ)  特記により指定された材料又は製造者の製品

　　の製品（特記で標仕及び改修標仕の規定に基づく品質及び性能以外を規定した場合を除く。）

なお、「新品」とは、品質及び性能が製造所から出荷された状態であるものを指し、製造者による
使用期限等の定めがある場合を除き、製造後一定期間内であることを条件とするものではない。

(2)  使用する機材が、設計図書に定める品質及び性能を有することの証明となる資料（試験成績書等）

を監督員に提出する。

　ただし、設計図書においてＪＩＳによると指定された機材でＪＩＳマーク表示のある機材を使用

する場合及びあらかじめ監督員の承諾を受けた場合（次の(ｱ)から(ｳ)までのいずれかに該当する場

合は、あらかじめ監督員の承諾を受けたと見なすことができる。）は、資料の提出を省略すること
ができる。

該当する場合及びあらかじめ監督員の承諾を受けた場合は、この限りでない。

(2)  約款に基づく部分払を請求する場合は、当該請求に係る出来形部分等の算出方法について監督

(3)　(1)の通知又は(2)の請求に基づく検査並びに約款第48条及び第50条に規定する検査は、

（契約時の最新版）」に記載されている品目については、当該

・　標準電波 ・　公衆回線 ・　ラジオ放送 ・　ＧＰＳ

・　ＮＴＰサーバー・　地上デジタル放送

・　カテゴリＣ２ ・　カテゴリＤ１

・　解像度（　　　　　）

・　電源供給方式（　　　　　　　　）

・　レンズ（・　標準レンズ　　・　広角レンズ　　・　望遠レンズ　　・　　　　　）

・　デジタル記憶媒体容量（　　　　　　　）

・　時刻補正機能（　　　　　方式　）

(2)　　 　〃 　　　 1.4.2 [1.4.2] 機材の品質等の(1)及び(2)

(3)　　 　〃 　　　 1.4.4 [1.4.5] 機材の検査等の(1)
(4)　　 　〃 　　　 1.6.1 [1.10.1] 工事検査の(2)及び(3)

(ｱ)　「監督員」とは、約款第10条に基づき受注者に通知された者をいう。

(ﾂ) 「工事検査」とは、約款に基づく次の各事項の確認をするために発注者又は検査職員が行う検査

(1)　工事現場に搬入した機材は、種別ごとに監督員の検査を受ける。ただし、次の(ｱ)若しくは(ｲ)に

(ｱ)  工事完成検査時または工事写真で、ＪＩＳマークを確認できる場合

(4)

(2)

 (3)

　　※　特種電気工事資格者（非常用予備発電装置）

・机及び椅子（　　台）

[6-2.14.1]

[6-2.15.1]

[6-2.16.1]

[6-2.20.1]

[6-2.21.1]

[6-2.24.1]

[6-2.25.1]

[6-2.26.1]

[6-2.27.1]

[6-2.23.1]

・　入力映像信号

・　ネットワーク伝送方式
・　同軸伝送方式（・　アナログＨＤ方式　・　ＳＤＩ方式）

・　ネットワーク伝送方式・　同軸伝送方式（・　アナログＨＤ方式　・　ＳＤＩ方式）

※　第２種亜鉛メッキ鋼撚線　　　　　　　ｍｍ ２

(2-2.17.1)

(2-2.17.4)

[2-2.18.1]

７ 

雷
保
護
設
備

(2-2.15.1)

(2-2.14.1)

(2-2.11.1)

～
～

(2-2.13.14)

３　

構　

内　

配　

電　

線　

路

[2-2.12.1]

[2-2.13.6]

[2-2.14.14]

[2-2.15.1]

[2-2.16.1]

※　別途工事　 ・　本工事

※　設けない

・　既設建物内の一部を使用する

・　仮設事務所内に監督員空間を　　㎡程度確保する

監督員が使用できる備品として、次のものを工事期間中現場に用意し、貸与する。

・　保安帽　　ヶ ・　雨具　　　着 ・　長靴　　　足

・　安全帯　　　組

４　工事用水 構内既存の施設 ※　利用できる（※　有償　・　無償）　・　利用できない

５　工事用電力 構内既存の施設 ※　利用できる（※　有償　・　無償）　・　利用できない

　　・　既設設備に電力量計を設ける　　　・　発電機を使用する

６　仮設建物等 現場事務所、倉庫、下小屋等の仮設建物の位置はあらかじめ監督員の承諾を受ける。

すべて受注者の負担とする。

７　残土処理 ※　構内指示の場所に敷き均し ・　構外搬出適切処理

８　耐震施工

（１）　設計用水平地震力

（２）　設計用鉛直地震力

機器の重量［ｋｇｆ］に、＜表－１＞設計用標準水平震度を乗じたものとする。

設計用水平地震力の１／２とし、水平地震力と同時に働くものとする。

９　塗装工事 プルボックス錆止塗装箇所

上記以外のプルボックス ※　焼付塗装 ・　調合ペイント２回塗

※　天井いんぺい部 ※　シャフト内

金属製露出電線管塗装箇所 ※　屋外 ・　電気機械室 ・　シャフト

図面に特記のあるもの及び特殊なものを除き ※新金属製 ・　樹脂製

電力設備　ジョイントボックス用 ・　丸形 ※　角形

通信設備　ジョイントボックス用 ※　丸形 ・　角形

11　プレートの用途表示

10　フラッシュプレート

ジョイントボックス並びに器具を実装しないプレートには略称等を用いて用途を表示する。

12　盤類の仕上色 分電盤

制御盤、配電盤 ※　指定色

・　ＪＥＭ１１３５※　指定色

・　ＪＥＭ１１３５

長さ１ｍ以上の入線しない管路には１．２ｍｍ以上の導入線を挿入する。

（室名）は直天井を示し、（　）なしの室名は二重天井を示す。

改修工事においては極力隠蔽に心がけ、やむを得ず露出となる部分は予め施工図を作成し

　監督員の承諾を受けること。

取外し再取付機器は、原則として清掃、調整、絶縁抵抗測定等を行った後取付ける。

ただし、絶縁劣化等により再使用に耐えない場合は、監督員に報告する。

仮設備期間（　・　図示 　・　　　　　　　　　 　　　）　

13　呼び線

14　天井仕上区分

15　露出配管配線

16　再使用機器等

17　仮設備

仮設備項目（・　受変電 　・　自家発 　・　火災報知 　・　防犯 　・　電話 　・　LAN）

１　足場・さん橋等

３　監督員事務所等

２　仮設間仕切り

[1-2.2.7]

[1-2.2.3]

[1-2.2.2]

(1-2.1.1)

(1-2.1.1)

[1-2.2.7]

[1-2.2.4]

[1-2.2.4]

[1-2.2.8]

(2-2.1.13)

[2-2.1.14]

(1-2.7.1)

[1-2.8.1]

(2-2.2.9)

[2-2.2.9]

[1-1.4.3]

[1-2.14.1]

[1-2.12.3]

２　

共　

通　

工　

事　

等

18　あと施工アンカー

共通仕様の用語の定義によるほか＜表－４＞用語の説明による。

19　機器取付高

20　用語の説明

＜表－２＞　あと施工アンカーによる。

＜表－６＞　機器取付高による。

機器の固定は、次に示す事項を除き、すべて「建築設備耐震設計・施工指針２０１４年版」

　による。

・　本工事で設置する。

※　関連工事の関係者が定置した物は、無償で使用できる。

提出部数　　　部

＜表－５＞　工事区分表による。

印刷物若しくは電子データ（DVD等のメディア）で提出する。

11　他工事との取合い

５ 工事の記録等 　　契約書に基づく履行報告に当たり報告に用いる書式等は「工事運行マニュアル（新潟県土
　木部都市局営繕課）」による。

＜表－４＞「発生材の処理等」のとおり。
次のものを作成し提出する。なお、作成方法・部数等は監督員の指示による。

(1-1.2.4)

製本（完成図・施工図）、　ＣＡＤデータ、　

保全に関する資料

８　施工図等の取扱い

６　発生材の処理等
７　完成図等

施工図等の著作権に係わる当該建物に限る使用権は、発注者に委譲するものとする。

９　工事完成写真 工事完成後、整理のうえ監督員に提出する。　提出部数　　　部

完成写真は、以下による。

・受変電設備、弱電設備等の主要機器、主要各室の照明器具、ｺﾝｾﾝﾄ等、及び屋外施設等。

・改修工事については、主要な部分の改修前と改修後が、比較できるものとする。

・その他特に監督員が必要と認め指示した箇所とする。

10　工事施工状況写真

　監督員に提出する。ただし、あらかじめ監督員の承諾を受けた場合は、撮影計画書の作成を

　省略できる。

(1-1.3.9)

[1-1.9.1]

(1-1.7.2)

[1-1.11.2]

(1-1.7.3)

[1-1.11.3]
工事施工状況写真の撮影は、工事に係る材料、施工及び品質管理の状況が確認できるように

　行うものとし、「国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 営繕工事写真撮影要領（令和５年度版）　
　による、工事写真撮影ガイドブック（令和５年度版）」を参考に、撮影計画書を作成して

※　第１種電気工事士　※　認定電気工事従事者　※　特種電気工事資格者（非常用予備発電装置）

１　電気方式 ・　低圧　３相３線式（　　　Ｖ）

・　低圧　単相　線式（　　　Ｖ） ・　低圧　単相　線式（　　　Ｖ）

２　配線方式 ※　地中線式（※　管路式　　・　直埋式） ・　架空式

３　ケーブル埋設シート ※　設ける。

４　埋設深 ・　高圧ＧＬ－　　　　ｍ ・　低圧ＧＬ－　　　　ｍ

５　メッセンジャー線

６　装柱機材 ・　一般形 ・　耐塩形

７　外灯接地

８　MH,HH 内支持材接地

・　単独 ・　共用

・　単独 ※　共用

※　以下の箇所について省略する（・　電柱　　※　外灯　　※ＭＨ、ＨＨ）

※　第２種亜鉛メッキ鋼撚線　　　　　　ｍｍ２

９　接地極埋設標の省略

・　高圧　３相３線式６ｋＶ

(2-2.13.1)

[2-2.14.1]
３　接地極

２　施工方法

１　種別４ 
 

接　

地

・　一括　　　・　単独　　　・　メッシュ
・　Ａ種　　・　Ｂ種　　・　Ｃ種　　・　Ｄ種　　・　避雷器用　　・　ＥＬＣＢ

・　接地極埋設　　　　・　構造体利用　　　・補助接地極

10　電柱名札 ※　設ける
・　省略しない

５　

電
灯
設
備

・　収納形 ・　上下動形

・　電池内蔵形 ・　電源別置形

定格遮断電流は、最小のもので対称値（　　　　Ａ）以上とする。

分岐 ・　単相２線式（・　１００Ｖ　・　２００Ｖ） ・　直流２線式　１００Ｖ

・　直流２線式　１００Ｖ・　単相３線式　２００Ｖ／１００Ｖ幹線

・　無検定 ・　検定付

予備ﾌﾞﾚｰｶｰ（　※　20％　　・　　　　） ｽﾍﾟｰｽ（　※　なし　　・　　　　）

・クラスⅡ・クラスⅠ（ｲﾝﾊﾟﾙｽ放電電流　　ｋＡ以上、電圧防護ﾚﾍﾞﾙ　　Ｖ以下）

６ 

動
力
設
備

幹線 ・　３相　３線式

電圧 ・　２００Ｖ ・４００Ｖ

・　

・　単独接地 ・　共同接地　（・　共通母線式　　・　金属管接地式）

定格遮断電流は、最小のもので対称値（　　　　Ａ）以上とする。

・　検定付

予備ﾌﾞﾚｰｶｰ（　※　20％　　・　　　　） ｽﾍﾟｰｽ（　※　なし　　・　　　　）

・　無検定

・クラスⅡ

・架台

・クラスⅠ（ｲﾝﾊﾟﾙｽ放電電流　　ｋＡ以上、電圧防護ﾚﾍﾞﾙ　　Ｖ以下）

１　工事範囲 ・　新設（更新を含む）　　・　取外し再取付　　・　撤去

・　レベルⅠ　　・　レベルⅡ　　・　レベルⅢ　　・レベルⅣ

・　突針 ・　水平導体又はメッシュ導体

・　引下げ導線 ・　構造体利用

・　環状接地極　　　・　板状接地極　　・　基礎接地極

・　構造体利用

・　網状接地極　　　・　垂直接地極　　・　放射状水平接地極　

・　新設（更新を含む）　　・　取外し再取付　　・　撤去

・　新設（更新を含む）　　・　取外し再取付　　・　撤去１　工事範囲
構
内
通
信
線
路

11 (6-2.10.1)

～

(6-2.11.4)

～

.[6-2.12.1]

[6-2.12.4]

１　工事範囲 ・　新設（更新を含む）　　・　取外し再取付　　・　撤去

・　標準電波 ・　公衆回線 ・　ラジオ放送 ・　ＧＰＳ

・　地上デジタル放送 ・　ＮＴＰサーバー

・　（　　　　　）　

※TCP/IP　・（　　　　　）

電力供給機器（・　　　　　・　　　　　）

通信方式　・１：１　　・Ｎ：Ｎ　　・１：Ｎ

・　2.5GBASE-T

・　10BASE-（ T , F ） ・　100BASE-（ TX , FX ） ・　1000BASE-（ T , SX ,LX ）

・　5GBASE-T ・　10GBASE-（ SR , LR , ER , LX4 , T ）

・カテゴリC2 ・カテゴリD1

１　工事範囲 ・　新設（更新を含む）　　・　取外し再取付　　・　撤去

・　発光ﾀﾞｲｵｰﾄﾞ式情報表示盤 ・　液晶式情報表示盤 ・　

表示方法 ・　液晶式

表示盤 ・　卓上形

親時計形式 ・　壁掛形 ・　自立形

回線数 　　　　　　回線

時報子時計

チャイム

親時計に ※　内蔵 ・　別置壁掛形

親時計に ※　内蔵 ・　別置壁掛形 ・　時報子時計に組込

時刻補正 （　　　　　　）

・　発光ﾀﾞｲｵｰﾄﾞ式

・　壁掛形

・　ラック形

１　工事範囲 ・　新設（更新を含む）　　・　取外し再取付　　・　撤去

・　カテゴリＣ２ ・　カテゴリＤ１

・　ＵＨＦ（・全帯域用　　　・帯域（　　　　　　））

(6-1.10.1)
・　インターホン ・　テレビインターホン

・　親子式 ・　複合式・　相互式

・　交互通話式 ・　同時通話式

・　撮像範囲固定式 ・　撮像範囲調整式

誘
導
支
援
装
置

・　音声誘導装置

・　障害者用インターホン ・　外部受付用インターホン ・　ﾄｲﾚ等呼出装置

・受付呼出装置

16

[6-2.19.1]

拡
声
設
備

15 (6-1.9.1)

・　床上形 ・　卓上形 （・　高さ調整式 ・　固定式）

（　　　　　Ｗ）

・　卓上形 ・　キャビネットラック形 デスク形

・　一般放送用 ・　非常放送用 ・　併用

・ワイヤレスマイク用
・　電波式デジタル方式

・　ＦＭ（材質　　　　　）
・　電波式アナログ方式

・　ホイップ
ワイヤレスマイク

・　カテゴリＣ２
・　赤外線方式
・　カテゴリＤ１

[6-2.18.1]

・　新設（更新を含む）　　・　取外し再取付　　・　撤去１　工事範囲

・　新設（更新を含む）　　・　取外し再取付　　・　撤去１　工事範囲

・　新設（更新を含む）　　・　取外し再取付　　・　撤去

18

テ
レ
ビ
電
波
障
害

防
除
装
置

１　ヘッドエンド ・　鋼板製 ・　アルミ製

・　合成樹脂製 ・　アルミダイキャスト製 ・　鋳鉄製 ・　鋼板製

(6-1.12.1)

・　新設（更新を含む）　　・　取外し再取付　　・　撤去１　工事範囲

・　新設（更新を含む）　　・　取外し再取付　　・　撤去１　工事範囲

・　新設（更新を含む）　　・　取外し再取付　　・　撤去１　工事範囲

・　撤去

８　

受　

変　

電　

設　

備

・　３相３線式

種類 ・　気中

・　６ｋＶ
・　新設（更新を含む）　　・　内部改修１　工事範囲

１　工事範囲 ・　新設（更新を含む）　　・　取外し再取付　　・　撤去

２　電気方式

３　配線用遮断器

４　非常用照明電源

５　フロアコンセント

６　予備ﾌﾞﾚｰｶｰ・ｽﾍﾟｰｽ

７　積算計器

８　低圧用ＳＰＤ

２　電気方式

３　電動機の接地

４　配線用遮断器

５　予備ﾌﾞﾚｰｶｰ・ｽﾍﾟｰｽ

６　積算計器

２　受雷部

３　避雷導線

４　接地極

５　外部雷保護
６　内部雷保護システム

２　電気方式

３　区分開閉器

２　配線方式

３　ケーブル埋設シート

４　埋設深

５　メッセンジャー線

２　ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ

３　ポート数

４　通信プロトコル

５　PoE

６　無線LAN

７　時刻同期装置

８　通信用ＳＰＤ

２　交換装置

３　局線応答方式

４　局線種別

５　回線数

６　電話機取付台数

７　局線表示盤

８　保安器接地

９　付加サービス機能

10　電源装置

11　時刻同期装置

12　通信用ＳＰＤ

13　局線中継台

２　ﾏﾙﾁｻｲﾝ装置 

３　出退表示装置

４　時刻表示装置

２　用途

３　増幅器

４　出力

５　マイクスタンド

６　アンテナ
７　マイクロホン

８　通信用ＳＰＤ

２　種別

３　接続方式

４　通話方式

５　テレビインターホン

２　通信用ＳＰＤ

３　アンテナ

２　伝送方式

３　通信用ＳＰＤ

４　カメラ

５　モニタ装置

６　録画装置

７　時刻同期装置

２　受信機

３　副受信機

４　発信機

５　表示灯

６　消火栓ポンプ始動

７　感知器

８　連動制御器

９　自動閉鎖装置

10　非常警報装置

11　通信用ＳＰＤ

２　受信機

３　検知器

４　中継器

・　取外し再取付・　機器実装

令和７年版」（以下「標仕」という。）及び「国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修　公共建築設備工事標準図（電気

設備工事編）令和７年版」（以下「標準図」という。）による。

令和７年版」（以下「改修標仕」という。）及び標準図による。ただし、改修標仕に記載されていない事項は、標仕による。

(2-2.12.7)

最大伝送速度　・11Mbps　・54Mbps　・600Mbps　・6.9Gbps　・9.6Gbps

１　直流電源装置 用途

蓄電池 ・　ＨＳ形鉛蓄電池

・　非常用照明器具電源及び受変電設備制御電源共用

・　受変電設備制御電源専用

・　

・　ＭＳＥ形鉛蓄電池

整流器容量　（　　　　　Ａ）　　　　負荷補償装置　（　　　　Ａ）

２　ＵＰＳ装置 用途 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

出力電気方式

出力電圧 ・　１００Ｖ ・　２００Ｖ

・　単相２線式 ・　３相３線式・　単相３線式

・　１００Ｖ／２００Ｖ

定格出力

補償時間 （　　　　　　　　分以上）

給電方式 ・　常時ｲﾝﾊﾞｰﾀ　　・　ﾗｲﾝｲﾝﾀﾗｸﾃｨﾌﾞ　　・　常時商用給電

・　長寿命ＭＳＥ形鉛蓄電池 ・　リチウム二次電池

（　　　　　　　　ｋＶＡ）

９　

静　

止　

形　

電　

源　

設　

備

(4-1.1.1)

～

[4-1.1.1]

～

[4-2.4.2]

(4-2.3.2)

・　キュービクル形 ・　高圧ｽｲｯﾁｷﾞｱ

・　ＣＢ形（・　真空　　　・　ガス）

・　開放形

・　ＰＦーＳ形

・　電動ばね ・　手動ばね ・　電磁

・　油入 ・　高効率形

・　

・　油入 ・　ガス絶縁 ・　モールド

・　油入 ・　モールド

・　2.5kA ・　5kA ・　10kA ・　SPDｸﾗｽⅠ

・　防振ゴム
・　モールド

・　ダイヤル温度計付属品

内蔵

４　盤形式

５　主遮断装置

６　操作方式

７　変圧器

８　高圧コンデンサ

９　リアクトル

10　避雷器

・　無検定 ※　検定付
・　あり12　絶縁監視装置

13　積算計器

11　断路器 ｲﾝﾀｰﾛｯｸ

・　なし

※　あり　　　　・なし

材質
地絡継電器

・　ＶＴ

※　ステンレス製
・　ガス
・　鋼製
・　無方向性
・  避雷器

※　方向性

図面番号

区分

図面内容

縮尺

特記

県立新発田病院 コージェネレーション設備他更新工事
電気設備図

電気設備特記仕様書(1)

N.S

001

県立新発田病院

コージェネレーション設備および自家発電機設備の更新工事

県立新発田病院 SRC造 11階 49,555㎡ 6項(イ) 1

1

更新工事期間中(撤去も本工事に含む）

（受電部CT更新、停復電シーケンス・リレー調整）

・　空気式・　電気方式始動方式

・　あり　（仮設発電機　図示による）　　　・　なし

・　軽油

排気管の断熱材（　※　ﾛｯｸｳｰﾙ　　・　　　　　　）　

（　 1,500　Ｌ 既設利用）

（　30,000　Ｌ 既設利用）

冷却方式

始動用蓄電池

始動時間

12　その他発電設備

９　排気系統配管

８　主燃料槽

７　燃料小出槽

５　燃料

厚さ　　　　mm

・　共用・　専用

・　灯油・　Ａ重油

・　ラジエータ式

※　４０秒以内

・　長寿命MSE (　　Ah)　　・　

・　１０秒以内

・　水循環式（冷却塔）

・　キュービクル式

・　防災電源

電気方式

定格出力

始動用蓄電池

定格出力

始動方式

冷却方式

始動時間

・　軽油

排気管の断熱材（　※　ﾛｯｸｳｰﾙ　　・　　　　　　）　

・　あり　　　・なし

・　自動式

定格出力

・　防災電源

電気方式

・　キュービクル式

定格出力

６　制御方式

10　ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ装置

５　燃料

９　排気系統配管

３　発電機

２　用途

１　形式

４　原動機

自家発電設備

種類

回転数

電圧

周波数

１　形式

２　用途

３　発電機

４　原動機

コージェネレーション
10

発　

電　

設　

備

電圧

回転数

周波数

種類

・　単相３線式

・　100V　　・　200V　　・　200V/100V　　・　6600V

・ガスエンジン

厚さ　　　　mm

・ガスエンジン

・　単相３線式

・　100V　　・　200V　　・　200V/100V　　・　6600V

※　４０秒以内 ・　１０秒以内

・　長寿命MSE (　　Ah)　　・　

・　灯油

・　簡易式

・　50Hz　　・60Hz

・　1500min　　　・　3000min　　　・　

（　1,000 ｋＷ以上　　1,250ｋＶＡ以上）

（　1,076 ｋＷ以上）

・　手動式

・　Ａ重油

・　３相３線式

-1

・ ディーゼル機関

・　常用

・　都市ガス

・ガスタービン

・　単相２線式

-1

・　オープン式

・　簡易式

・　50Hz　　・60Hz

（　420 ｋＷ以上　　429ｋＶＡ以上）

・　1500min　　　・　3000min　　　・　

・　３相３線式

・　水循環式

・ディーゼル機関

・　電気方式

-1

（　433 ｋＷ以上）

・　常用

・　単相２線式

・　オープン式

・　ラジエータ式

-1

・ガスタービン

・　空気式

(5-1.7.1)

(5-1.6.1)

[5-2.4.1]

[5-2.6.1]

(5-1.5.1)

(5-1.9.1)

[5-2.3.1]

(5-1.8.1)

[5-2.7.1]

[5-2.5.1]

[5-2.2.10]

(5-1.1.1)

[5-1.1.1]

(5-1.4.13)

～
～



章 項目 特記事項 根拠項目

１　公共事業労務費調査

２　工事監理方式 共同監理　　・　あり　　※　なし

※　協力する。

３　適用基準等 ・営繕工事電子納品要領(案)　(国土交通省大臣官房官庁営繕部営繕計画課監修)

※　工事運行ﾏﾆｭｱﾙ（新潟県土木部都市局営繕課作成）

４　総合図 ※　作成する　　　・　作成しない

５　工事成績評定 受注者は、工事成績評定の対象となる工事施工において、自ら立案し実施した創意工夫や

技術力に関する項目、または地域社会への貢献として評価できる項目に関する事項について、

工事完了までに所定の様式により提出することができる。(様式等は工事運行ﾏﾆｭｱﾙによる。)

６　アスベスト含有の建材 アスベスト含有の建材は使用しない。

７　中間技術検査

検査時期については、工事現場着手前に監督員と協議すること。

低入札価格調査基準価格を下回った額で契約となった場合は、中間技術検査を１回実施する。

追
加
特
記
事
項

ただし、やむを得ずアスベスト含有建材を使用する場合は事前に監督員と協議を行うこと。

＜表－１＞　設計用標準水平震度

 ・ 特定の施設（ ・ 甲類 　・ 乙類 ）

　重要機器　 一般機器

 ・ 一般の施設（ ・ 乙類 ）

　重要機器　 一般機器

設置場所 機器種別

上層階
屋上及び塔屋

機　　　器

防振支持の機器

機　　　器

防振支持の機器

機　　　器

防振支持の機器

中間階

地下・１階

２．０

２．０

１．５

１．５

１．０

１．０

１．５

２．０

１．０

１．５

０．６

１．０

１．５

２．０

１．０

１．５

１．０

０．６

１．０

１．５

０．６

１．０

０．４

０．６

・　交換機　　・　火災報知受信機　　・　中央監視装置　　・　　

重要機器　： ・　配電盤　　・　発電装置　　・　直流電源装置　　・　交流無停電電源装置

上層階の定義　：　２～６階建の場合は最上階、７～９階建の場合は上層２階、１０～１２階建の場合は上層３階、

１３階建以上の場合は上層４階とする。

＜表－２＞　あと施工アンカー

 １ 共通事項

２ 重要機器用の

あと施工ｱﾝｶｰ

ﾎﾞﾙﾄを再利用する場合は、状態及び強度をよく確認し、十分に清掃してから使用する。

また、引張強度の確認試験については次による。

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

(2)　あと施工ｱﾝｶｰについては機械設備工事標準図（施工19）による。

(1)  既設のｲﾝｻｰﾄ及びｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄは原則として使用しない。やむを得ず既設のｲﾝｻｰﾄ及びｱﾝｶｰ

(3)　穿孔作業には、専用ﾄﾞﾘﾙ、振動ﾄﾞﾘﾙやﾊﾝﾏｰﾄﾞﾘﾙ等を使用し、必要埋設深さを確保する

ため、穿孔深さのﾄﾞﾘﾙへの表示やｽﾄｯﾊﾟｰ付きﾄﾞﾘﾙの使用等を行う。

(1)　重要機器の耐震固定等に使用するあと施工ｱﾝｶｰは金属拡張ｱﾝｶｰ又は接着系ｱﾝｶｰとし、

耐震計算にて選定を行う。

(2)　金属拡張ｱﾝｶｰの仕様は、次による。

(ｱ)　金属拡張ｱﾝｶｰは、(社)日本建築あと施工ｱﾝｶｰ協会の金属系あと施工ｱﾝｶｰ品質性能判

定表の性能を満足する製品とする。

(ｲ)　金属拡張ｱﾝｶｰのｾｯﾄ方式は、図示による。図示がなければ、本体打込み式とする。

(ｳ)  金属拡張ｱﾝｶｰ本体の径及び埋め込み深さは、図示による。

(ｴ)　ﾀﾞﾎﾞ筋の種類、径及び長さは図示による。

(3)　接着系ｱﾝｶｰの仕様は、次による。なお、次により施工が困難な場合は、監督員と

相談すること。

(ｱ)　接着系ｱﾝｶｰは、(社)日本建築あと施工ｱﾝｶｰ協会の接着系あと施工ｱﾝｶｰ品質性能判定

表の性能を満足する製品とする。

(ｲ)　接着系ｱﾝｶｰは、ｶﾌﾟｾﾙ型とし、接着剤の材質及びｶﾌﾟｾﾙの種類は図示による。

(ｳ)　接着系ｱﾝｶｰの埋込深さ及び許容引抜荷重については、機械設備工事標準図（施工19）

による。

(4)　あと施工ｱﾝｶｰの施工には、工事内容に相応した施工の指導を行うあと施工ｱﾝｶｰ技術管

理士又は主任技士を置く。

(5)　あと施工ｱﾝｶｰ作業における技能者は、あと施工ｱﾝｶｰ工事の施工に関する十分な経験と

技能を有する主任技士又は第１・２種あと施工ｱﾝｶｰ施工士とする。

(6)　あと施工ｱﾝｶｰの撤去は、専用の工具を使用し、構造物に影響を与えないようにするこ

と。

＜表－３＞　用語の説明

（１）「撤去」とは、既存物を壊し取ること。

（２）「取外し」とは、再使用を考慮して、丁寧に外すこと。

（３）「撤去･新設」とは、既存物を撤去し、新たな物を設置すること。

（５）「備品移動」とは、工事の施工に支障となる備品を一時別の場所に保管し、

工事終了後に元の場所に戻すこと。

１．再生資材の利用

　　下表資材の使用に際し、再生資材を利用すること。

再 生 資 材 名 規     格 使 用 箇 所 再資源化施設名・所在地 備      考

２．建設発生土の利用

盛土等に使用する発生土は、下表の工事からの建設発生土を利用すること。

発 注 機 関 工   事   名 発 生 場 所 施工会社名・連絡先 備      考

３．建設発生土の搬出

工事の施工により発生する建設発生土は、下表の場所に搬出すること。

備                考

４．建設廃棄物の搬出

工事の施工により発生する廃棄物は、下表の場所に搬出するものとし積算している。

備            考

６．自ら産業廃棄物を運搬・処分する以外は、委託契約書の写しを提出すること。

７．協議について

上表は積算上の条件であり、処理施設を指定するものではない。なお、受注者の提示する施設と異なる場合においても設計変更の対象

としない。

５．建設リサイクル法の対象建設工事において、特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了したときは、　　同法第１８条に基づき再資源化

建設工事発注後に明らかになったやむを得ない事情により、上記の指定や条件によりがたい場合は、速やかに監督員に報告し、協議す

ただし、現場条件や数量の変更等、受注者の責によるものでない事項についてはこの限りではない。

等完了報告書を提出すること。

ること。

注）　原則○印を適用する。

ただし、複数記載してある項目についての区分はその項目を必要とする施工者に適用する。

項　　　目 建 電 空 衛 昇 備　　考

躯　体　関　係

1.RC造（梁・壁

　・床）の貫通

　孔・開口部

貫通ｽﾘｰﾌﾞ材及び取付け

補強を要する型枠材及び取付け

補強を要しない型枠材及び取付け

貫通孔・開口部の墨出し

貫通孔・開口部の補強

ｽﾘｰﾌﾞ・型枠の穴埋め

2.S・SRC造

　・はり貫通口

S・SRC造貫通鋼管鋼管ｽﾘｰﾌﾞ・補強

使用されたｽﾘｰﾌﾞの穴埋め

予備ｽﾘｰﾌﾞの穴埋め

防火区画、防煙区画

防火区画、防煙区画

　基礎

3.設備機器の 建築設計図に記入のあるもの

室内の基礎（建築設計図に記入のないもの）

屋外・屋上の基礎

屋上基礎で押さえｺﾝにｱﾝｶｰしない軽微なもの

機器取付け用ｱﾝｶｰ・架台

屋内受水ﾀﾝｸ用の基礎

仕　上　げ　関　係

軽鉄天井

　・壁下地

補強を用するﾎﾞｰﾄﾞの切り込み及び下地の補強

補強を用しないﾎﾞｰﾄﾞの切り込み

開口部の墨出し

電　気　関　係

電気配管配線 機器付属の制御盤以降の配管配線（接地線共）

機器付属の制御盤への電源供給配管配線

機器と付属操作ｽｲｯﾁの取付け及び渡り配管配線

そ　の　他（工事区分を特に間違えやすい項目）

二次側

一次側

衛生陶器は衛生設備

天井材の
取外し再取付

床はつり補修

各種配管配線作業用

各種配管配線作業用

流し台、ガス台
便所手洗い

カウンター

洗面化粧台

誘導標識

ガス漏れ警報器
24H換気扇 機器納入

取付

連動スイッチ

連動スイッチ

湯沸器 機器納入

取付
上記以外

換気扇スイッチ 機器納入、取付

誘導灯は電気設備
ガス漏れ火災警報設備
は電気設備

名称 取付高（ｍｍ）

取引用計器

引込開閉器

電
力
共
通

※

※

分電盤

タンブラスイッチ （一般）

〃 （身障者用）

コンセント （一般）

〃 （和室）

〃 （台上）

ブラケット （一般）

〃

〃

〃

（踊場）

（鏡上）

（浴室）

非常照明器具用遮断器

避難口誘導灯

廊下通路誘導灯

電　
　

灯

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

1,500（上端1,900以下）

1,300

2,000

1,800

900～1,000

300

200

150

2,100

2,500

150

天井高×0.9

1,200

1,500以上

1,000以下

動　
　

力

壁掛型制御盤

手元開閉器

操作スイッチ・押ボタン

※

※

※

1,500

1,500(上端1,900以下)

1,300

室内端子盤

中間端子盤

保安器箱

壁掛位置ボックス

〃

（一般）

（和室）

※

※

※

※

300

1,500

天井高×0.9

※

300

200

電　
　

話

壁掛形親時計

子時計

※

※

1,500(上端1,900以下)

天井高×0.9

壁掛形スピーカー

壁付音量調整器 ※

天井高×0.9

1,300
拡　

声

時　

計

表
示
・
電
鈴

表示盤

壁付発信器

ブザー・ベル

押ボタン

〃

（一般）

（身障者用）

※

※

※

※

※

天井高×0.9

1,300

天井高×0.9

1,300

900～1,000

壁付インターホン

身体障害者用

壁付位置ボックス

〃

（一般）

（和室）

※

※

※

1,300

1,000

300

200

イ
ン
タ
ー
ホ
ン

機器収容箱

テレビアウトレット

〃

（一般）

（和室）

※

※

※

※

1,500

300

200

テ　

レ　

ビ

火　

災　

報　

知　

器

受信機・副受信機

専用総合盤

発信器

ベル

消火栓・表示灯

試験器

※

※

※

800～1,500

2,300

2,100

1,500

ＬＰガス用

都市ガス用

※

※

300以内

300以内

ガ
ス
警
報
器

機器取付高は、下表を標準とする。ただし、監督員の指示により変更することがある。

測点

地上‐上端

〃

床上‐中心

〃

〃

〃

〃

台上‐中心

床上‐中心

〃

鏡端‐中心

床上‐中心

‐

床上‐下端

床上‐上端

床上‐中心

〃

〃

床上‐下端

床上‐中心

〃

床上‐中心

〃

床上‐中心

〃

床上‐中心

〃

床上‐中心

〃

〃

〃

〃

床上‐中心

〃

〃

〃

床上‐中心

〃

〃

床上‐操作部

床上‐中心

〃

〃

〃

〃

床上‐上端

天井面‐下端

＜表－４＞　 発生材の処理等

＜表－５＞工事区分表

＜表－６＞機器取付高
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（４）「取外し･再取付」とは、既存物を取外し、同じ物を取付けること。　［1-1.4.3］

「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準及び同解説　令和３年版」建築設備の耐震設計による

仮 置 場 所 の 有 無

工事場所／施設所在地

受入工事名／施設名称

施 設 所 在 地

処 理 施 設 名 称

搬出する廃棄物名

△：小規模は監督員と協議

△：小規模は監督員と協議

図面番号

区分

図面内容

縮尺

特記

県立新発田病院 コージェネレーション設備他更新工事
電気設備図

電気設備特記仕様書(2)

N.S

002

臨
時検
査

試　
　

験

本工事にて次の機器を工場で行う臨時検査対象とする。

測定方法　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　）

測定対象室及び測定箇所数（　　　　　　　　　　　　　　）

測定する化学物質の種類（　　　　　　　　　　　　　　　）

標準仕様書によるほか、次のものを追加する。

・　一般照明照度測定（改修は工事前後の測定を行うこと）

標準仕様書によるほか，次のものを追加する。

１　対象機器
24

２　施工の試験

23
１　機材の試験

・　

・　総合動作試験

・　化学物質の濃度測定

※　文部科学省学校環境衛生基準

・　

・　ＪＩＳ照度基準

[1-1.6.9]
(1-1.5.8)

[2-2.19.2]

新潟県
楕円

新潟県
楕円

新潟県
楕円



　機器に応じて各編に規定された電動機の項目を適用し、当該電動機の始動方法は、標仕第２

工事設計図

仕　様　書
Ⅰ．共通仕様

工事場所
建物概要

　１．本共通仕様及び特記仕様に記載されていない事項は、次による。
　　　新築及び増築に係る機械設備工事においては、「国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　公共建築工事標準仕様書

Ⅱ．特記仕様
　　凡　例

　（２）特記事項で、 ・ 印のない場合は、 ※  印を適用する。 ・ 印と ※ 印のある場合は ・ 印のみ適用する。
　　　　・ 印と ※ 印のある場合は両方適用する。
　（３）根拠項目の｢ a-b.c.d ｣は標仕並びに改修標仕の第 a編 b章 c節 d項を表す。

　（１）章と項目は番号に○のついたものを適用する。特記事項は・に○のついたものを適用する。

建　　物　　名　　称 構　造 階　数 延べ面積（㎡） 消防令別表第一 備   考

　　　改修に係る機械設備工事においては、「国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　公共建築改修工事標準仕様書（機

　　事項は標仕による。
　２～４及び別表は省略。
　　（「新潟県土木部建築工事仕様書作成要領別記３『機械設備工事共通仕様』」のとおり。新潟県ホームページを参照）

項        目 特          記          事          項章
標　仕

[改修標仕]

　請負工事費 500万円以上の場合登録する。　

　※ 無　　　・ 有（工期    令和　　　年　　　月　　　日）
[1-1.2.1]
1-1.2.1

[1-1.1.4]
1-1.1.4

１

一
般
事
項

 1. 工事実績情報

 2. 概成工期
　　への登録

根拠項目

２

共 

通 

工 

事 

（ 

配 

管 

工 

事 

等 

）

 1. 監督員事務所
　・ 設ける（仮設事務所の中に監督員用ｽﾍﾟｰｽを     ㎡程度確保する。）
　※ 設けない

 2. 工事用水
 3. 工事用電力
 4. 仮設建物等

 5. 残土処理

　構内既存の施設     ※ 利用できる（ ※ 有償 ・ 無償）     ・ 利用できない 
　構内既存の施設     ※ 利用できる（ ※ 有償 ・ 無償）     ・ 利用できない
　現場事務所、倉庫、下小屋等の仮設建物の位置は、あらかじめ監督員の承諾を受け、すべて
　受注者の負担とする。
　※ 構内指示の場所に敷均し   ・ 構内指示の場所に堆積   ・ 構外搬出適切処理

共 

通 

工 

事 

（ 

関 

連 

工 

事 

等 

）

３

 7. 鉄筋工事

 8. ｺﾝｸﾘｰﾄ工事

　※ 異形鉄筋（ ※ Ａ種     ・ Ｂ種）  （ ※ ＳＤ２９５Ａ     ・ ＳＤ３４５）
　・ 丸鋼　　（ ※ Ａ種     ・ Ｂ種）
　粗骨材   　　　※ 砂利    ・ 砕石     ・ 砂利と砕石の混合（        /Wt以下）
　細骨材   　　　※ 洗砂
　普通ｺﾝｸﾘｰﾄ     ※ レディーミクスコンクリート（ ※ Ⅰ類     ・ Ⅱ類）
　設計基準強度（N/mm2）     スランプ１５cm又は１８㎝
　　１８   施工箇所（                                   　  　                     ）
　　２１   施工箇所（                               　　                           ）
　　２４   施工箇所（                              　　                            ）
　　２７   施工箇所（                             　　                             ）
　強度試験　　　※ 省略する ・ 実施する（                           　   　        ）

 6. 地業工事 　砂利地業   砂利種別（ ※ 再生クラッシャラン       ・ 砂利       ・ 砕石 ）

2-4.4.1

2-4.4.1

2-4.3.1

2-4.1.1

2-4.2.1

追
加
特
記
事
項

空
気
調
和
設
備

 1. 空気調和方式

 3. 煙道等

 2. 設計温湿度条
　　件

 4. ﾀﾞｸﾄ

 5. 吹出口及び吸
    込口
 6. 風量測定口

 7. 風量調節
    ﾀﾞﾝﾊﾟｰ

 8. 防煙ﾀﾞﾝﾊﾟｰ

 9. ﾋﾟｽﾄﾝﾀﾞﾝﾊﾟｰ
10. 配管材料

12. 消火器の設置

 1. 公共事業労務
    費調査
 2. 工事監理方式
 3. 適用基準等

 4. 総合図
 5. 工事成績評定

 6. 負担金の支払
    区分
 7．中間技術検査

　検査時期については、工事現場着手前に監督員と協議すること。

　・ 本工事に含む。（                                                          ）
　※ 本工事に含まない。
　定の様式により提出することができる。（様式は工事運行マニュアルによる。）
　性に関する項目、又は地域社会への貢献として評価できる項目について、工事完了までに所
  受注者は、工事成績評定の対象となる工事施工において、自ら立案した創意工夫や工事特
　※ 作成する     ・作成しない
　・ 営繕工事電子納品要領（案）（国土交通省大臣官房官庁営繕部営繕計画課監修）
　工事運行マニュアル（新潟県土木部都市局営繕課作成）
　共同監理     ・ あり     ※ なし

　※ 協力する。

　下記の箇所に消火器を設置する。
　・ボイラー室         能力単位         ×      個   格納箱（※ SS     ・ SUS）
　・地下タンク貯蔵所   能力単位         ×      個   格納箱（・ SS     ※ SUS）

　　　・ 20A～  40A用    個   ・ 50A～100A用    個   ・ 125A～250A用    個
　なお、着脱型の支持部は下記を標準とする。
　瞬間流量計はピトー管方式によるもので止水コック付とする。
　圧力計は標仕第2編2.3.1による。(目盛板外径は100mm、コック・赤針(設置針)付とする。)
　（ボイラー、貯湯タンクを除く）
　温度計はバイメタル式温度計とし、目盛板外径は100mmとする。

機器名 部位
温
度
計

圧
力
計

瞬
間
流
量
計

計器

備考

※ ※
※

※※
※

※
※

※
※※

※
※※

※
※

※

※温風暖房機

空気調和機
（ﾊﾟｯｹｰｼﾞ形を含む）

冷温水ヘッダ

熱交換器

空気調和機

温水発生機

ボイラー

吸収冷温水器

冷 凍 機
 冷水管及び冷却水管（出入口側）
 冷水管及び冷却水管（出口側）
 冷温水管及び冷却水管（出入口側）
 冷温水管及び冷却水管（出口側）
 温水管（入口側）
 温水管（出入口側）
 温水管（入口側）
 冷温水管（出入口側）
 冷温水管（出口又は入口側）
 冷温水管（出入口側）
 （往ヘッダー）及び各返り管
 （ ・ 各送り管     ・ 各返り管 ）

 サプライチャンバー、ダクト
 外気取入れダクト及びレタンチャンバー

 吐出ダクト、レタンダクト
 外気取入れダクト及びレタンチャンバー

 ・固定型 ※着脱型

 ・固定型 ※着脱型

 ・固定型 ※着脱型

 ・固定型 ※着脱型

 ・固定型 ※着脱型

　＜計器類取付け一覧表＞
　取付け部は下表による。
　＜表 - 1＞「使用配管材料一覧表」のとおり。
　※ 遠隔復帰式               ・ 手動復帰式

11. 計器類

　※ 遠隔復帰式（電気式）     ・　　
　煙感知器、連動制御機器及びこれに係る配線類は（・ 本工事     ※ 別途工事）とする。
　定格入力はDC24V、0.7A以下とする。
　自動閉鎖機構はソレノイド（瞬時通電式）又は電動式とし、自動復帰機構は電動式とする。
　耐塩仕様  ダンパー軸（ステンレス棒鋼）  軸受（テフロン製）
　使用区分（ ※ OAダクト   ・ SAダクト   ・ RAダクト   ・                  ）
　下記の使用区分のダンパーは耐塩仕様とする。
　・ 送風機吐出ダクト又は吸込ダクト　・ 空調機出口チャンバーの分岐ダクト
　・ 図示の位置     　　　　 　　　　・ 外気取入れダクト      
　取付位置は下記による。

　※ アルミニウム製     ・ 鋼板製
       　 ・ アングルフランジ工法（長辺の長さ1,500mm超）

　工法　　※ コーナーボルト工法（長辺の長さ1,500mm以下）
　区分　　※ 低圧ダクト     ・ 高圧１ダクト    ・ 高圧２ダクト
　煙突　　・ 本工事     ※ 別途工事
　　※ 設ける　(80φ、煙道直線部。）　　　・設けない
　ばいじん量測定口
　　   　配管配線は（※ 本工事     ・ 別途工事）とする。
　　　 　電源はバーナー電源（2次側）から取り出すものとし、

　ばい煙濃度計
　　※ 設ける （位置は図示による。）・設けない

　　鋼板厚　※ 3.2mm     ・ 4.5mm

　・ 空気調和     ・ ダクト方式（・ 定風量     ・ 変風量 ）
         　       ・ ファンコイルユニット ＋ ダクト併用方式
             　   ・ 輻射方式 ＋ ダクト併用方式
　・ 冷暖房設備   ・ ファンコイルユニット ＋ 全熱交換器
             　   ・ ヒートポンプエアコン（EHP）＋ 全熱交換器
           　     ・ ガスエンジンヒートポンプエアコン（GHP）＋全熱交換器
　・ 暖房設備     ・ ファンコンベクタ-方式   ・ FF温風暖房方式（・ガス・灯油）
              　  ・ 温水床暖房方式          ・ 電気床暖房方式

　　 ％　　 ℃
　　 ℃ 　　 ％

　　 ℃
　　 ℃

　　 ％
　　 ％

　　 ℃
　　 ℃ 　　 ％

　　 ％

乾球温度相対温度乾球温度

外気
区分

夏　期
冬　期

室　　内
　　　　　系統 　　　　　系統 　　　　　系統

相対温度乾球温度相対温度乾球温度相対温度

　　 ％
　　 ％

　　 ℃
　　 ℃

　・ 冷媒の種類   ※HFC-R32　　　    ※ HFC-R410A       ・ HFC-R407C     

　煙道　　※ 本工事     ・ 別途工事

　　　　　・ 共板フランジ工法     ・ スライドオンフランジ工法

3-1.1.2

3-1.1.3

3-1.1.2

3-2.2.1
3-2.2.3

3-2.2.2
3-1.15.1
     ～4

3-1.15.6

3-1.15.8

3-1.15.10

2-2.3.2

2-2.3.1
2-2.3.8

[1-2.2.2]
[1-2.2.2]

[1-2.3.1]

   気金物

排
水
設
備

　建物内汚水と雑排水（ ※ 分流     ・ 合流 ）
　建物外放流先　　汚水    ・ 直放流下水道   ・ 浄化槽　・ 既存し尿浄化槽
　　　　　　　　　雑排水  ・ 直放流下水道   ・ 浄化槽  ・ 排水管     　　　・側溝
　＜表 - 1＞「使用配管材料一覧表」のとおり。
　洗面器及び手洗器に直結する排水管寸法は器具トラップより１サイズアップとする。
　既製流し台などの床上露出部の配管は硬質塩化ビニル管（ＶＰ）とする。
　排水管の接続は下記による。
　　（１）大便器     　　　　　　　塩ビ製フレキシブル継手
　　（２）小便器、洗面、手洗器  　 ＶＰ
　エルボ返しに通気金物を下方から取付けてはならない。

　※ 小口径塩ビ桝     ・ 下水道事業者指定品　　・　
　※ 塩ビ桝蓋の場合は鎖付とする。（ただし、適合品がない場合は除く。）
　・ 図示の箇所に取付ける。 ・ 排水管が3階以上にわたる場合は各階ごとに取付ける。

　＜表 - 1＞「使用配管材料一覧表」のとおり。
　給湯ボイラー    煙突（ ・ 本工事   ※ 別途工事 ） 煙道（ ・ 本工事   ※ 別途工事 ）
　鋼板の厚さ　　　　  （ ※ ３．２mm ・       mm ）
　ガス湯沸器    排気筒（ ※ 本工事   ・ 別途工事 ）
　　材質、厚さ（ ※ ＳＵＳ３０４、０．３mm以上　　  ・ 図示による ）
　　頂部の形状（ ※ ステンレス製防鳥網付排気トップ　・ 図示による ）

　・屋内消火栓設備    （※易操作性１号 　・１号 　　・広範囲形２号 　・２号）
  ・スプリンクラー設備　　　・不活性ガス消火設備（消火剤：　　　　　　　　　　）
  ・泡消火設備　　　・粉末消火設備　　　・屋外消火栓設備　　　・連結送水管

 1. 排水方式

 2. 配管材料
 3. 衛生器具等の
    排水管

 4. 塩ビ立管の通

 5. ｲﾝﾊﾞｰﾄ桝、た
 　 め桝
 6. 満水試験継手

８

消
火
設
備

    種類
 1. 消防設備等の

 2. 煙突煙道等
 1. 配管材料

 2. 配管材料
  ・連結散水設備        ・フード等用簡易自動消火設備
　＜表 - 1＞「使用配管材料一覧表」のとおり。

６

衛
生
器
具
設
備

 1. 大便器洗浄方
 　 式

 2. 小便器
 3. 水栓

 4. 自動水栓

 5. 大便器用便座

　※ ＦＶ洗浄タンク併用式
　・ ロータンク方式
　・ ＦＶ(洗浄弁)方式　（※ 押しボタン式　・ ハンドル式）
　水圧の不足する場所は低圧型とする。
　※　自動洗浄小便器（洗浄装置一体型）　　・　
　水抜栓を使用する場合の水栓は（ ※ 吸気こま     ・ 固定こま ）とする。
　水栓の接続には、器具接続用異種金属接触防止継手(水栓接続側青銅製)を使用する。
　電源供給（ ※ ＡＣ１００Ｖ     ・ 乾電池　　　・自己発電）
　手動スイッチ（ ※ なし     ・ あり ）
　※　温水洗浄便座　（　加温方式　　※　貯湯式　　・　瞬間式　）
　　　　（　付加機能　　・　温風乾燥機能　　・　擬音装置　　・　リモコン　）
　　　　（　リモコン　　・　AC電源　　　　　・　乾電池　　　・　自己発電　）

5-1.1.7

5-1.1.2

5-1.1.8

　・　普通便座（暖房便座、ソフト閉止付き）

４

保
温

５

塗
装
・
防
錆

給
水
設
備

７

 1. 給水方式
 2. タンク

 3. 量水器

 4. 量水器桝
 5. 弁

 6. 弁桝
 7. 配管材料
 8. 飲料水の水質
    の測定

    の測定

5-1.4.1　・ 水道直結方式     ・ 高置タンク方式     ・ 加圧給水方式     ・ 増圧直結方式
　（１）受水タンク     材質（※下記による。　・任意　）
　　・ ＦＲＰ製（・ パネル形    ・ 一体形）（※ 複合板     ・ 単板）
　　・ 鋼板製　（・ パネル形    ・ 一体形）
　　・ ステンレス鋼板製パネル（・ ボルト組立形 ・ 溶接組立形）保温（・ あり ・ なし）
       形状及び寸法　　　　　（・ 標準図による ・ 図示による）
     　タンクに給水栓用配管の接続口   （・ 設ける   ※ 設けない ）
     　タンクに緊急遮断弁   　　　　　（・ 設ける   ※ 設けない ）
     　水位センサ　　　　　　　　　　 （※ 電極棒   ・ 電極帯）
　（２）高置タンク     材質（※下記による。　・任意　）
　　・ ＦＲＰ製 （・ パネル形     ・ 一体形）（※ 複合板     ・ 単板）
　　・ 鋼板製   （・ パネル形     ・ 一体形）
　　・ ステンレス鋼板製パネル（・ ボルト組立形 ・ 溶接組立形）保温（・ あり ・ なし）
     　形状及び寸法          （・ 標準図による ・ 図示による）
    　 水位センサ（ ※ 電極棒　　・ 電極帯）
　親メーター  （ ※ 貸与     ・ 買取 ）
　子メーター  （ ・ 貸与     ※ 買取 ）  
　※ 現地表示式（直読式）　　 ･ 遠隔表示式
　※ 標準図による。     ・ 水道事業者の仕様による。
　水道直結部分は水道事業者の規定による他、JIS又はJV（ ※ 0.98MPa  ・       ）とする。
　その他の部分はJIS又はJV（ ※ 0.49MPa  ・ 0.98MPa）とする。
　※ 標準図による。     ・ 水道事業者の仕様による。
　＜表 - 1＞「使用配管材料一覧表」のとおり。
　※ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行規則第4条による水質検査(１６項目
　　 ＋残留塩素)の成績表を提出する。
　・ 水道法施行規則第１０条による水質検査(５１項目＋残留塩素)の成績表を提出する。
　・ 省略する。
　・ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行令第２条の「建築物環境衛生管理
　　 基準」による成績表を提出する。

 9. 雑用水の水質

９

給
湯
設
備

 
 

ガ
ス
設
備

 1. 種別

 2. 配管材料
 3. 土中埋設管の
 　 電気防食
 4. 集合装置

 5. ｶﾞｽﾒｰﾀｰ

 7. ｶﾞｽ漏警報機
　・ 取付けない
　・ 取付ける  （ ※ 本工事  ・ 別途工事）     外部端子（・ あり  ・ なし）

 6. ｶﾞｽ漏警報 　※ あり      ・ なし
  計量方式（・ 実測式 ・ パルス式）
　※ 貸与品    ・ 買取   ※ マイコンメータ 　ガス漏警報器と連動（・ あり ・ なし）　
　ガスボンベ　　　※ 別途  　（※ 50kg     ・     　kg）
　転倒防止用鎖    ※ 本工事    ・ 別途工事

　＜表 - 1＞「使用配管材料一覧表」のとおり。
　※ 行わない     ・ 行う

　・ 液化石油ガス   （発熱量                             MJ/kg）
　・ 都市ガス       （発熱量                             MJ/m3）

厨
房
機
器
設
備

 1. 機器の寸法
 2. 機器の固定等

 3. 制御・操作盤　製造者の標準形とする。
　・ 作業台の下部に設けるもの（ ※  なし　・すのこ　・戸棚）
　・ 流しの下部に設けるもの  （ ※  なし　・すのこ　・戸棚）
   （ ・ 流しの槽及び水切り　・ 作業台の甲板　 ・                            ）
　下記の機器はステンレス鋼板の厚さを1.2mm以上とする。
   （                                                                        ）
　下記の機器は標仕第5編1.6.1(b)を適用する。
　図示の寸法は参考とする。

浄
化
槽
（
小
規
模
合
併
処
理
）

 1. 処理対象人員
 2. 処理水量
 3. 放流水水質

 4. 処理種別

 5. 型式
 6. 施工範囲

 7. 消泡装置
 8. 管理備品

　・　ノズル式　　・　消泡剤式
　一括故障表示用無電圧接点及び端子（※ 設ける     ・ 設けない）
　水替工事（ ※ 本工事     ・ 別途工事 ）制御盤（ ※ 本工事     ・ 別途工事 ）
　土留工事（ ※ 本工事     ・ 別途工事 ）杭工事（ ※ 本工事     ・ 別途工事 ）
　送風機室（ ※ 本工事     ・ 別途工事 ）防護柵（ ※ 本工事     ・ 別途工事 ）
　ユニット型の底板及び上スラブ工事は（ ※ 本工事     ・ 別途工事 ）
　※ ユニット型（国土交通大臣型式適合認定品）　　・その他（　　　　　）
　・ 脱窒ろ床接触ばっ気方式　　 ・ その他（　　　　　　　　　　）
　・ 嫌気ろ床接触ばっ気方式     ・ 分離接触ばっ気方式
　COD濃度      ppm以下                T-N濃度        ppm以下
　BOD濃度      ppm以下                BOD除去率      ％以上
　・       m3/日
　・       人 JIS A 3302-2000類似用途別番号（   ）建築用途（   ）

　掻き揚げ用具、ビニールホース、デッキブラシ、ゴム手袋を備える。

10

11

12

13

18

14

排
煙
設
備

換
気
設
備

 1. ﾀﾞｸﾄ

 2. 多湿箇所の排
　　気ﾀﾞｸﾄ

 1. ﾀﾞｸﾄ
 2. 排煙口の形式
 3. 排煙口手動開
    放装置
 4. 排煙風量測定

 1. 中央監視制御
 2. 総合調整 　・ 総合試運転完了後、制御計測調整報告書を監督員に提出する。

　・ あり（詳細は      図参照）     ・ なし

　建築設備定期検査業務指導書（日本建築設備安全センター）の排煙風量の検査方法に準ずる。

　・ワイヤー式  ・電気式（遠隔操作 ・ 要 ・ 不要 ）
　・天井取付け（・スリット形 ・スイング形） ・壁取付け（・スリット形 ・            ）
　※ 亜鉛鉄板製   ・ 普通鋼板製

　水抜き管　　・　要　　・　不要
　制気口およびダンパーは14.空気調和設備による。
　（　・　厨房用排気ダクト　　・　　　　　　）

　材質
　　※ 亜鉛鉄板

　下記のダクトは標準仕様書第３編表３.２.２よりも１番手厚いものを使用する。

　区分

　使用ダクト
　　※ スパイラルダクト　　　　　（長方形ダクトとの使い分けは図示による）
　　・ コーナーボルト工法ダクト  （長辺の長さ1,500mm以下）
　　※ 共板フランジ工法　　　　・スライドオンフランジ工法
　 　・ アングルフランジ工法ダクト（長辺の長さ1,500mm超）

　　※ 低圧ダクト　　・ 高圧１ダクト　　・ 高圧２ダクト

　　・ ステンレス鋼板
　　・ 硬質塩化ビニル板
　　・ 塩ビ被覆鋼板      （膜厚　※0.2mm　・     mm）

3-2.2.1

3-2.2.3
3-2.2.2

3-2.2.1

3-2.2.4
3-1.15.5

17

16

15

自
動
制
御

2-2.2.22

2-2.2.16

5-1.8.4
2-2.2.1

2-1.3.3
[2-1.3.3]

5-1.8.5
5-1.8.6
2-2.4.8

3-1.1.2

5-1.3.10

6-2.1.7

5-1.6.1

5-1.6.4

5-1.6.4
5-1.6.4

8-1.1.1

8-1.1.1

8-1.1.1

[3-2.1.3]

[5-2.2.6]

　着手　令和　　年　　月　　日　～　終了　令和　　年　　月　　日　とする。
　ただし、次の作業は内部工事着手前に行える。（着手日、作業箇所は施設及び監督員と協議

　　　※ 工場製作のための現場寸法調査
　のうえ決定する。）

　部分使用に係る条件に変更がある場合は、部分使用承諾書により施設内部の使用を開始する。

 3. 内部の工事期
　　間等

    等

　・ 熱絶縁施工　　　　　　　（保温、保冷、防湿）
　・ 冷凍・空気調和機器施工　（機器据付及び整備）    
　・ 建築板金施工　　　　　　（ﾀﾞｸﾄ製作及び取付）    

　　伴う試験 　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　＜表－２＞　「発生材の処理等」による。

　・ 配管施工　　　　　　　　（建築配管作業）    

　※ 実施しない
　・ 実施する（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   ）
　下記のものを作成し提出する。なお、作成方法及び部数等は監督員の指示による。
　　製本（完成図、施工図）、ＣＡＤデータ、保全に関する資料
　施工図等の著作権に係わる当該建物に限る使用権は、発注者に委譲するものとする。

　　扱い

　工事完成写真は機械室機器、主要各室の冷暖房衛生機器及び屋外施設等とし、改修工事につ
　いては、主要な部分の改修前と改修後が、比較できるものとする。このほか特に監督員が必
　要と認め指示した個所とする。
　工事施工状況写真の撮影は、工事に係る材料、施工及び品質管理の状況が確認できるように

　　写真

　書を作成して監督員に提出する。ただし、あらかじめ監督員の承諾を受けた場合は、撮影計
　画書の作成を省略できる。
　　提出部数　　１　部　印刷物若しくは電子データ（DVD等のメディア）で提出する。
　スリーブ、箱入れなど他工事との取合いは＜表 - 3＞「工事区分表」によるものとし、施工
　に支障をきたさない時期までに必要な大きさ、位置などを関係者と調整する。　　合い

[1-1.8.2]
1-1.7.1

[1-1.6.5]
1-1.5.4

[1-1.6.2]
1-1.5.2

[1-5.1.1]

 1. 溶接部の非破　　※ 適用しない　　・ 適用する（・ ＲＴ　・ ＰＴ　・ ＭＴ）
　（ ・ 油管　・ 低圧蒸気管　・ 冷却水管　・ 冷温水管　・ 高圧蒸気管 　・ 高温水管）　　壊検査

 2. 吊り及び支持　機械室内等配管で振動の伝播を防ぐ必要のある場合の吊金物は下記による。

 ・給水管 ・消火管 ・ダクト ・冷却水管 ・冷温水管 ・温水管

機械室名
シングル
ダブル

施工範囲

※ ※ ※
防振吊金物

　重要機器・重要水槽については、下表に適合する設計用水平震度から算出したアンカーボル
　ト等を選定して固定する。

設置場所

上層階・屋上及び塔屋

中   間   階

地 下 階 ・ 1 階
＜1.5＞
（1.0）
1.0 0.6

（1.0）
＜1.0＞ ＜1.0＞

（1.0）
0.6

（0.6）
＜0.6＞

0.4
＜0.6＞
（1.0）

0.6
＜1.0＞
（1.5）

1.0
（2.0）
1.5

＜1.5＞
1.0

（1.5）
＜1.0＞

（1.5）
1.0

＜1.0＞

＜1.5＞
（2.0）
1.52.0

（2.0）
＜2.0＞
1.5

（1.5）
＜1.5＞

重要機器・水槽 一般機器・水槽 重要機器・水槽 一般機器・水槽

耐     震     安     全     性     の     分     類
・特定施設（ ・ 甲類 ・ 乙類） ・ 一般の施設（乙類）

　設計用標準水平震度

（注）１．（   ）内の数値は防振支持の機器の場合に適用する。
　　　２． ＜  ＞内の数値は水槽類に適用する。
　　　３．上層階の定義は、２～６階建の場合は最上階、７～９階建の場合は上層２階、
　　　　　１０～１２階建の場合は上層３階、１３階建以上の場合は上層４階。
　　　　（１）設計用水平地震力・・機器の重量(N)に設計用水平震度を乗じたものとする。
　　　　（２）設計用鉛直地震力・・設計用水平地震力の１／２とし、水平地震力と同時に働
　　　　　　　　　　　　　　　　　くものとする。

　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　追加する接点及び端子は機器表による。

 9. 建物導入部の
    点検桝

　　（  　　　                                                                　    ）
2-2.5.10

2-1.2.2

2-1.2.2

　床下地中埋設配管は、床配筋から吊金物で支持する。（県共通図参照）
　地中埋設標　　　（※ 要（ 図示の箇所）     ・ 不要）
　埋設表示テープ　（※ 要     ・ 不要）

 3. 管の埋設
 4. 地中配管の
    表示
 5. 埋め戻し土・ 
    盛土
 6. 耐震措置

　※ 掘削土の良質土（ただし、管の周囲は山砂の類とする。）
　・ すべて山砂の類で行う
  設備機器の固定は下記に示す事項を除き、全て「建築設備耐震設計・施工指針 独立行政法人
　建築研究所監修 2014年版」による。また、100kg未満の機器については製造者の指定する方

2-4.2.1

2-2.7.1

　法で確実に支持・固定する。
　重要機器
　重要水槽

1-1.3.9

1-1.2.4 4. 工事の記録等

 5. 発生材の処理

 6. 機材の検査に

 7. 技能士

 8. 見本施工

 9. 完成図等

10. 施工図等の取

11. 工事完成写真

12. 工事施工状況

13. 他工事との取

　契約書に基づく履行報告に当たり、報告に用いる書式等は「工事運行マニュアル（新潟県土
　木部都市局営繕課）」による。

　行うものとし、「国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　営繕工事写真撮影要領（令和５年
　版）による工事写真撮影ガイドブック機械設備工事編（令和５年版）」を参考に、撮影計画

　工事完了後整理のうえ監督員に提出する。提出部数　A4：１部（電子ﾃﾞｰﾀ（PDF等）も提出）   

新潟県土木部都市局営繕課

　　（械設備工事編）令和７年版」（以下「標仕」という。）及び「国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修
　　公共建築設備工事標準図(機械設備工事編)令和７年版」（以下「標準図」という。）による。

　　械設備工事編）令和７年版」(以下｢改修標仕｣という。)及び標準図による。ただし、改修標仕に記載されていない

　　ｼｽﾃﾑ(ｺﾘﾝｽﾞ)

1-1.4.5
[1-1.4.5]

　下記の機材は、標仕あるいは改修標仕 第1編1.4.5(1)(ｱ)を適用する。

2-2.5.15.12
[2-2.5.15.12]

2-2.6.2
[2-2.6.2]

[2-2.7.1]

[2-4.2.1]

 7. 機器附属盤 　下記の機器は標仕の第２編 １.２.２項を適用する。

 8. ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御
　　装置

　下記の機器は標仕第2編 １.２.２（５）を適用する。

　図示の建物導入部において、ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管と異種管の接合部に点検用桝を設置する。
[2-2.5.10]

4-2.4.1
5-2.2.1

3-2.1.1

[3-2.1.1]
[4-2.4.1]
[5-2.2.1]

[2-4.2.1]

[2-4.3.1]

[2-4.4.1]

[2-4.4.1]

 9. 電動機

2-3.1.5

編1.2.2(6)項を適用する。ただし、下記の機器は製造者の標準仕様としてよい。 2-1.2.2

　　（※ 換気扇     ※ 圧力扇     ・　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　）
　（１）機器類の能力、容量は表示された数値以上とする。
　（２）電動機出力、燃料消費量、圧力損失は原則として表示された数値以下とする。
　（３）参考図の寸法は概略寸法とする。
　※ 50 Hz     ・ 60 Hz
　既存コンクリート床、壁等の配管貫通の穴あけは原則としてダイヤモンドカッターによる。
　・ 水量調整（・ 空調設備　　・ 衛生設備）
　・ 風量調整        　　　　　・ 室内外空気の温湿度測定
　・ 室内気流及び塵埃の測定　　・ 騒音測定     ・ 初期運転状態の記録
　・ 図示による　　・（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）14. 絶縁継手

　　調整等
13. 総合試運転
12. はつり
11. 電源周波数

10. 容量等の表示

 1. 衛生
（１）屋外露出配管の保温仕様

材料及び施工順序 保温厚さ（ mm ） 施工範囲

　ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ
   1. 保温筒
   2. 粘着ﾃｰﾌﾟ
   3. ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾌｨﾙﾑ
   4. ｽﾃﾝﾚｽ鋼板

　　15A ～ 25A

　　32A ～ 200A

　50 mm

　40 mm

　・ 給水管
　・ 排水管
　・ 消火管

区分

　標仕第２編３.１.４項によるほか下記による。
　屋外露出配管の保温仕様

　屋内露出管の保温で合成樹脂製カバー２（ジャケットタイプ）の使用箇所
　　・ 図示による　　・（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　・ 膨張タンクよりボイラー等への補給水の保温は、標準仕様書第２編３.１.４の温水管
　　　 の項による。
　　・ 建物内の空気抜き管の保温は標準仕様書第２編３.１.４の温水管の項による。
　　・ 空気調和機及びファンコイルユニットの排水管の保温は標準仕様書第２編３.１.５の
　 　　排水及び通気管の項による。
　　・ 共同溝の保温（                                                               ）
　下記の施工箇所の保温の仕様は、それぞれの項を適用する。

   4. ｽﾃﾝﾚｽ鋼板
   3. ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾌｨﾙﾑ
   2. 鉄線

　ﾛｯｸｳｰﾙ・ｸﾞﾗｽｳｰﾙ
   1. 保温筒 　　15A ～ 25A　　　　　　50 mm

　　32A ～ 200A           40 mm

　・ 温水管
　・ 冷水管
　・ 冷温水管
　・ 膨張管

材料及び施工順序 保温厚さ（ mm ） 施工範囲

区分

配管

ダクト

施工箇所（室名） 保温種別 外装

　・ 保温化粧ケース
　　　・ 使用する（※ 塩ビ製     ・　　　　）　・ 使用しない
　・ 高圧蒸気管の保温厚は冷温水管による。
　・ 高圧蒸気ヘッダーの保温厚は７５mmとする。
　下記のﾀﾞｸﾄは標仕第２編表２.３.２により保温を行う。

 3. 消音 　標仕第２編表２.３.２による。

 排気（ＥＡ）

 外気（ＯＡ）
　ダクト 施工範囲 保温厚

　２５mm
　標仕第２編表２.３.７ XI（５０㎜、２５mm）
　２５mm　外壁から１ｍ

 給気（ＳＡ）　全て
　全て

　サプライチャンバー
  消音チャンバー・消音エルボ
　レタンチャンバー
  吹出口ボックス

摘要
※ する   ・ しない

・ する   ※ しない
※ する   ・ しない

・ する   ※ しない

　Ｍ,（イ）or（ロ）,Ⅸ
　Ｌ,（イ）or（ロ）,Ⅷ
　Ｌ,（イ）or（ロ）,Ⅷ
　Ｌ,（イ）or（ロ）,Ⅷ

保温種別

 2. 空調

　　電源ランプ・通電ランプ付きサーモスタット付属）を設置する。

　　　・ 図示による
　　　※ 定水位弁の二次側パイロット配管（副給水管）
　　　※ 定水位弁

 ・ 以下の屋外露出配管等は凍結防止ヒータ（12.5W/m程度、自己温度制御型、

（５）給排水弁の保温主材はポリスチレンフォームカバーとする。（６５Ａ以上）

（２）床下、暗渠内配管の保温仕様（外気の流入する部分）

（６）屋内露出管の保温で合成樹脂製カバー２（ジャケットタイプ）の使用箇所
　　　・ 図示による　　・（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

      （ ・ 要（外装材は ・ アルミニウム板  ・ ステンレス鋼板 ）    ※ 不要 ）

　ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ
   1. 保温筒
   2. 粘着ﾃｰﾌﾟ
   3. ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾌｨﾙﾑ
   4. 着色ｱﾙﾐｶﾞﾗｽｸﾛｽ

　材料及び施工順序 保温厚さ（ mm ） 施工範囲

　　15A ～ 150A 　30 mm

（３）鋼板製タンクの保温     （ ・ 要     ※ 不要 ）
（４）ステンレス鋼板製パネルタンクの保温

　・ 給水管
　・ 消火管

 1. 塗装の箇所

 2. 鋼材工事の防
    錆

　標仕第２編３.２.１項によるほか下記による。
　　・下記の亜鉛めっきされた金属電線管は塗装を行う。
   　　（　・屋外露出　　・               　　　　　　       　　　　　　　　　   ）
　　・下記の亜鉛めっきされた配管、ダクトは塗装を行わない。
　 　　（  ・ 機械室  　 ・ 電気室    ・自家発電機室    ・EV機械室　　・　　　　　）　

　きを行う。
　コンクリート内埋設部、貫通部、支持部の金属管にはプラスチックテープ１／２重ね1回巻

　屋外露出部分は、溶融亜鉛めっき(※HDZT49(2種35)　・HDZT70(2種50))又はｽﾃﾝﾚｽ(SUS304)

　とする。

[2-5.1.3]
1-1.5.6

2-2.2.12

[2-3.1.1]
2-3.1.1　下記によるほか、標仕第２編３.１.１項による。

2-3.1.3

[2-3.1.4]

2-3.1.5.2

2-3.1.4
[2-3.1.3]

2-3.1.4

2-3.2.1
[2-3.2.1]

2-4.6.2

 3. 防食処置 2-2.7.3
[2-2.7.3]

5-1.1.12

[2-2.2.1]

1-1.5.6
[1-1.5.6]

[2-2.4.8]

    遮断装置

6-3.1.3.5

6-3.1.3.6

3-2.2.2.5

4-2.6.2
[4-2.6.2]

図面番号

区分

図面内容

縮尺

特記

県立新発田病院 コージェネレーション設備他更新工事
電気設備図

機械設備特記仕様書(1)

N.S

003

県立新発田病院　コージェネレーション設備他更新

県立新発田病院 SRC造 11階 49,555㎡ 6項(イ)

新潟県新発田市本町1丁目2-8
常用発電機1基、非常用発電機1機への更新工事



　ト及びアンカーボルトを再使用する場合は、状態及び強度をよく確認し、十分に清掃して

冷 

媒 

管

規　　格

地
中
埋
設

給
湯
管

屋
内
屋
外

通
気
管一
般
埋
設

ガ
ス
系

一
般
地
中
埋
設

一
般
暗
渠
内

地
中
埋
設

一
般

再 生 資 材 名 使 用 箇 所 再 資 源 化 施 設 名 ・ 所 在 地 備　　考規 　　格

発 注 機 関 工 事 名 発 生 場 所 施 工 会 社 名 ・ 連 絡 先 備　　考

受入工事名/施設名称
工事場所/施設所在地

連　絡　先
仮置場所の有無

備　　考

搬出する廃棄物名
処理施設名称
施設所在地
連　絡　先
備　　考

＜表 - 1＞使用配管材料一覧表

【消火管】

○

○
○

○

○

○

○ ○

○ ○

○○

○ ○

○
○

○ ○

○
○

○ ○

○ ○

○ ○

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○

○

○

○

○ ○

○ ○ ○

○

○

○

○

○

○
○ ○

○
○

○
○ ○ ○

○

○

冷
温
水
管

冷
却
水
管

給
気
管

還
管
一
般
暗
渠
内

地
中
埋
設

補
給
水
管

空
気
抜
管

膨 

張 

管

（注）● 印及び■ 印を適用する。

【給水及び給湯管】

【ｶﾞｽ管及び油管】

PLP

白管
PLS
PLP

黒管
PLS

SGP-RNP
SGP-FNP

JIS G 3469
JIS G 3469
JIS G 3452
JIS K 6774
JIS G 3469
JIS G 3469
JIS G 3452

水道用硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ
ﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管

〃
〃 〃

水道用耐熱性硬質塩
化ﾋﾞﾆﾙﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管
水道用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ粉体

ﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管

〃
一般配管用ｽﾃﾝﾚｽ鋼

鋼管
銅及び銅合金継目

無管
外面被覆銅管

水道用硬質ﾎﾟﾘ塩化
 ﾋﾞﾆﾙ管

水道用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ二層管
水道配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管

【排水及び通気管】
配管用炭素鋼鋼管
配管用炭素鋼鋼管

排水用硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ
ﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管

排水用ﾉﾝﾀｰﾙｴﾎﾟｷｼ
塗装鋼管

排水用塩化ﾋﾞﾆﾙ
ｺｰﾃｲﾝｸﾞ鋼管

硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管

〃
〃

排水用ﾘｻｲｸﾙ
硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管
ﾘｻｲｸﾙ硬質ﾎﾟﾘ塩化
ﾋﾞﾆﾙ発泡三層管

ﾘｻｲｸﾙ硬質ﾎﾟﾘ塩化
ﾋﾞﾆﾙ三層管

ｺﾝｸﾘｰﾄ管

配管用炭素鋼鋼管

消火用硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ
外面被覆鋼管

一般配管用ｽﾃﾝﾚｽ鋼
鋼管

配管用炭素鋼鋼管
ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ被覆鋼管

〃
ｶﾞｽ用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管

配管用炭素鋼鋼管
ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ被覆鋼管

〃

JIS G 3452

Sch40

外圧管1種のB形JIS A 5372

VU
ｶﾗｰVP
VPJIS K 6741

〃
〃

白管JIS G 3452
JIS G 3452 白管

SGP-RNP
SGP-FNP

JIS K 6778
JWWA K 144
JIS K 6762

JIS H3330

〃 SGP-PD

〃 SGP-VB
SGP-VD

SGP-VAJWWA K 116

JWWA K 132

JWWA K 140 SGP-HVA

SGP-PB

JIS G 3448

JIS H 3300

VP又はHIVP

JCDA 0008

JIS K 6742

WSP067

WSP 042

WSP 032

REP-VUAS - 58

JIS K 9798 RF-VP

RS-VUJIS K 9797

JIS G 3454

WSP 041

JIS G 3448

SGP-VS

WSP067ﾅｲﾛﾝｺｰﾃｨﾝｸﾞ鋼管

圧力配管用炭素鋼鋼管
STPG 370白管

耐火二層管

ﾅｲﾛﾝｺｰﾃｨﾝｸﾞ鋼管

保温付被覆銅管

硬質(M)

名　　称 番　号 備　考

保温材ﾒｰｶｰ推奨品とする。)
（給湯管にｽﾃﾝﾚｽ鋼管を使用する場合の保温材は、

 □ねじ　　□ﾌﾗﾝｼﾞ　　
 □ねじ　　□ﾌﾗﾝｼﾞ

 □ねじ　　□ﾌﾗﾝｼﾞ
 □ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ　

 □ねじ

 □ねじ　　□ﾌﾗﾝｼﾞ

 □ねじ　　□ﾌﾗﾝｼﾞ
 □圧縮・ﾌﾟﾚｽ  □ 拡管式  □ ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ　

 □ﾒｶﾆｶﾙ
 □熱溶着　　□電気融着

 JIS H 3300の外面に発泡断熱材
 （厚さ14mm以上）で被覆したもの

 □接着（TS）　　 □ｺﾞﾑ輪(RR）

 □軟質管・ﾒｶﾆｶﾙ　□硬質管・ﾒｶﾆｶﾙ
 □電気融着　     □ﾒｶﾆｶﾙ

 □ねじ　
 □ねじ　　□ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ　　□溶接　
 □ねじ　　□ＭＤ　

 □ねじ　　□ＭＤ　

 □ねじ　　□ＭＤ　

 □接着（DV）　   □ｺﾞﾑ輪（RR）

 □接着（DV）　   □ｺﾞﾑ輪（RR）
 □接着（VU）　   □ｺﾞﾑ輪（RR）

 □接着（VU）　   □ｺﾞﾑ輪（RR）

 □接着（DV）　   □ｺﾞﾑ輪（RR）

 □接着（VU）　   □ｺﾞﾑ輪（RR）

 □接着（DV）  　 □ｺﾞﾑ輪（RR）
 国土交通省認定品
 □ｿｹｯﾄ接合（B形）　

 □ねじ　　□ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ　　□溶接　

 □ねじ　　□ﾌﾗﾝｼﾞ　　□ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ　

 □ねじ　

 □ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ　
 □圧縮・ﾌﾟﾚｽ　   □拡管式

 □ﾌﾗﾝｼﾞ　　□ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ

 □ねじ　         □溶接　
 □ねじ　         □溶接
 □溶接　

 □熱溶着　□電気融着　□ﾒｶﾆｶﾙ
 □溶接　
 □ねじ　         □溶接

 □ﾌﾗﾝｼﾞ　　□ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ

○ ○

○

○

○ ○

○ ○

○

○ ○ ○
○

○

○
○

○

○

○

○
（注）● 印及び■ 印を適用する。

　　　　（記載例）給水管一般：SGP-VA（　PS内　）、ポリブデン管（　住戸内　）
　　　各項目で縦に２つ以上●がある場合、管種と使用部位は下記による。

【冷温水及び冷却水管】

【蒸気管及び油管】

【冷媒管】

【空調ﾄﾞﾚﾝ排水管】

【補給水管】

【空気抜き管】

【膨張管】
配管用炭素鋼鋼管

配管用炭素鋼鋼管

ﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管
水道用硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ

〃

硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管
配管用炭素鋼鋼管

〃

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ被覆鋼管
鋼管

鋼管
一般配管用ｽﾃﾝﾚｽ鋼

白管

白管

ｶﾗｰVP
VP
白管

PLP
PLS

黒管Sch40
STPG 370

黒管

配管用炭素鋼鋼管
水道用硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ

ﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管

鋼管
一般配管用ｽﾃﾝﾚｽ鋼

配管用炭素鋼鋼管
圧力配管用炭素鋼

JIS G 3452

JIS G 3452

〃

JIS K 6741
JIS G 3452

JIS G 3469
JIS G 3469

JIS G 3452

JIS G 3452 白管

SGP-VAJWWA K 116

JIS G 3448 SUS 304

JIS G 3454

SUS 304JIS G 3448

JWWA K 116 SGP-VA

断熱材被覆銅管 原管はJIS H 3300による

 □圧縮・ﾌﾟﾚｽ　□拡管式　□ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ　

保温材ﾒｰｶｰ推奨品とする。)
(温水管にｽﾃﾝﾚｽ鋼管を使用する場合の保温材は、

 □ねじ　         □溶接　

 □溶接           □フランジ

 □ねじ　　
 □溶接　

 □ねじ　         □ＭＤ

 □ねじ　　□ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ　　□溶接　

 □ねじ　　□ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ　　□溶接　

 □ねじ　　□ﾌﾗﾝｼﾞ　　□ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ　

名　　称 番 号 備 考

ド
レ
ン
排
水
管

油 管
用 途 ・ 種 別 ・ 施 工 部 位

蒸気管

備考（接合工法等）

規　　格

備考（接合工法等）

用 途 ・ 種 別 ・ 施 工 部 位
油管ガス管給水管 排水管 消火管

水系
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　※敷地内     　・敷地外（受注者の手配とする）

＜表 - 2＞「発生材の処理等」
    １. 再生資材の利用

下記資材の使用に際し、再生資材を利用すること。

    ２. 建設発生土の利用
盛土等に使用する発生土は、下記の工事からの建設発生土を利用すること。

工事の施工により発生する建設発生土は、下記の場所に搬出すること。
    ３. 建設発生土の搬出

工事の施工により発生する廃棄物は、下記の場所に搬出するものとし積算している。
    ４. 建設廃棄物の搬出

　　６. 自ら産業廃棄物を運搬・処分する以外は、委託契約書の写しを提出すること。
　　７. 協議について

  　　　上表は積算上の条件であり、処理施設を指定するものではない。なお、請負者の提示する施設と異なる場合に
　　　　おいても設計変更の対象としない。ただし、現場条件や数量の変更等、請負者の責によるものでない事項につ
　　　　いてはこの限りではない。
    ５. 建設リサイクル法の対象建設工事において、特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了したときは、同法第18条
　　　　に基づき再資源化等完了報告書を提出すること。

　　　　建設工事発注後に明らかになったやむを得ない事情により、上記の指定や条件によりがたい場合は、速やかに
　　　　監督員に報告し、協議すること。

注）　原則○印を適用する。
＜表ー3＞工事区分表 

■躯体関係

　1. RC造（梁・壁・床）
   　の貫通孔・開口部

　3. 設備機器の基礎

■仕上げ関係

　軽鉄天井・壁下地

■電気関係

　電気配管配線

■その他（工事区分を特に間違えやすい項目）

　床はつり補修
　流し台、ガス台
　便所手洗い・カウンター
　洗面化粧台
　ガス漏れ警報器

　2. S・SRC造・梁貫通口

　24H換気扇連動スイッチ

　湯沸器連動スイッチ

　天井材の取外し再取付

項　　　　　目

 取付
 機器納入
 取付
 機器納入

 衛生陶器は衛生設備

 各種配管配線作業用

 機器と付属操作リモコン等の取付け及び渡り配管配線
 機器付属の制御盤への電源供給配管配線
 機器付属の制御盤以降の配管配線（接地線共）

 開口部の墨出し

 補強を要するボードの切り込み及び下地の補強
 補強を要しないボードの切り込み

 屋内受水タンク用の基礎

 機器取付け用アンカー・架台
 屋上基礎で押えコンにアンカーしない軽微なもの
 屋外・屋上の基礎
 室内の基礎（建築設計図に記入のないもの）
 建築設計図に記入のあるもの
 予備スリーブの穴埋め

 S・SRC造貫通鋼管スリーブ・補強
 使用されたスリーブの穴埋め

 スリーブ・型枠の穴埋め
 貫通孔・開口部の補強
 貫通孔・開口部の墨出し
 補強を要しない型枠材及び取付け
 補強を要する型枠材及び取付け
 貫通スリーブ材及び取付け

 各種配管配線作業用

本工事 建築工事 電気工事

○
○

○
○

○
○

○
○
○

○
○

○
○
○

○

○
○
○

○
○

○

○

○
○
○

○
○

○

○
○

○

　Ⅲ．改修特記仕様

 1. 施工条件

 2. 再使用品

 3．固定された備
　  品、机・ﾛｯｶｰ
    等の移動
 4. 本工事で設置
    する仮設

 5. 養生
 6. 内容物の回収

    全対策
 7. 撤去作業の安

 8. 撤去跡の補修

 1. 既設配管の撤

 2. 既設配管の搬
    去

    出
 3. 既設配管の再
    生
 4. 地中配管

　施工場所の設備機能停止に伴う非施工場所の代替え設備。
　　※設けない     ・設ける（図示による）
　天井解体の条件に従い、天井内の機器、配管及びダクト等を施工する。
　　天井解体の条件    ※ 建築工事     ・本工事（図示による）

　状態、性能及び機能等、取外し前に行う確認項目は、監督員と協議する。
　取外した機器は、清掃又は洗浄等を行う。
　※別途工事       ・本工事（図示による）

　・ 足場
   内部足場の種別     ※ A ～ D 種     ・ E 種     ・ F 種     ・ G 種
   外部足場の種別     ※ A ,  C 種     ・ B 種     ・ D 種     ・ E 種
   外部足場は枠組足場とする。

　・ 仮設間仕切り       ※ A 種          ・ B 種     ・ C 種

　撤去前に内容物の回収を要する機器及び配管は図示による。
   ※別途工事　       ・本工事（図示による）

　 ・冷媒             ・吸収液         ・廃油
　アスベスト含有材については次による。
　・アスベスト含有材使用箇所（　　　　　　　　　　　               　　　　）
　・本工事により含有について分析を実施する（箇所：　　     　          　　）
　・撤去箇所は図示による。
　上記の他、撤去部にアスベスト含有の懸念がある場合は監督員と協議する。

　 ※建築工事         ・本工事（図示による）
　床、壁及び天井等の撤去後の開口部について、補修の方法及び仕上げの仕様は、次による。
   ※建築工事         ・本工事（図示による）

　壁付け機器、床置き機器及び天井付け機器撤去跡の取付けボルト孔、壁面、天井面の変色等
　の補修及び床補修等は、次による。

　工事車両の駐車場及び資機材置場については、次による。

　下記の撤去材の集積場所は、監督員と協議する。
　   　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　工法 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    ）
  　調査箇所及びサンプリング個数は、図示による。
　・ 埋設する部分の舗装等のはつり及び復旧工事の施工範囲及び舗装仕様は、図示による。
　・ 地盤対策は、図示による。

　既設配管の撤去範囲は図示による。ただし、その位置で不具合と判断される場合は監督員と
　協議する。
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 5. 試験

 6. はつり及び穴
　　開け

 7. 既設基礎の解
　　体はつり

　システム全体の試験　　      ※行わない　   ・行う（　　　　　　　 　 　　）
　既設配管を含む部分の試験方法は監督員と協議する。
　はつり作業を行う場合は、埋設物の調査を行い、埋設配管等に損傷を与えないように行う。
　・ 埋設配管等の確認方法でＸ線法を指定する場合は、図示による。
　・ 既存のコンクリート床及び壁等の配管貫通場所及び貫通口径は、図示による。
　・ 解体基礎の仕様（有筋・無筋、防水・非防水、寸法等）は、図示による。
　・ 防水層等の補修は、図示による。
　・ 基礎解体、撤去後の床面仕上げ及び補修は、図示による。

＜用語の説明＞
 （１）「撤去」とは、既存物を壊し取ること。
 （２）「取外し」とは、再利用を考慮して、丁寧に外すこと。
 （３）「撤去・新設」とは、既存物を撤去し、新たな物を設置すること。
 （４）「取外し・再取付け」とは、既存物を取外し、同じ物を取付けること。
 （５）「備品移動」とは、工事の施工に支障となる備品を一時別の場所に保管し、工事終了後に元の場所に戻すこと。
 （６）「移動」とは、既存物を取外し、取付場所を変更して再取付すること。

 1. 給水設備

 2. 給油設備

　下記の機器に使用するアンカーは耐震計算を行い選定する。
　  （　　　　　　　　　　　　　                               　　　　）
　あと施工アンカーの試験は次による。
　　　性能確認試験        ※ 行わない     ・ 行う（　　　　　　　　　　　）
　　　施工後確認試験      ※ 行わない     ・ 行う（　　　　　　　　　　　）

３ 

追 

加 

特 

記 

事 

項

　下記の露出配管の保温は、ワンタッチ保温材（硬質ウレタンフォーム２０ｍｍ）を使用する。
     ・ シャワー室
　配管材料は、＜表－１＞「使用配管材料一覧表」のとおり。
　弁は、マレアブル玉形弁とする。

　・ 植栽、芝生、舗装、石貼、タイル等の移植及び撤去、復旧並びに再利用品等は、図示に
　　 よる。

    ｱﾝｶｰ
 8. ｲﾝｻｰﾄ及び 　既存のインサート及びアンカーボルトは原則として使用しない。やむを得ず既存のインサー

　から使用する。
　　　引張強度の確認試験      ※行わない     　　　・行う（　　　　　　　　　　）

　試験は、空気圧縮試験とし、最大常用圧力の1.5倍の圧力とする。試験結果のチャートを
　提出する。

[1-1.3.3]

[1-1.4.3]

[1-2.2.1]

[1-2.2.3]
[1-3.1.1]
[1-4.1.1]

[1-4.1.2]

[1-4.2.1]

 □接着（TS）　 □ｺﾞﾑ輪（RR）
 □接着（TS）　 □ｺﾞﾑ輪（RR）

   ６第２号令和５年１２月２６日）」の「手すり先行工法等に関するガイドライン」により、
   「働きやすい安心感のある足場に関する基準」に適合する手すり、中さん及び幅木の機能を
   有する足場とし、足場の組立て、解体又は変更の作業は、「手すり先行工法による足場の組

   方式により行うこと。

   足場を設置する場合は、「手すり先行工法に関するガイドライン（厚生労働省　基発１２２

   立て等の作業に関する基準」の２の（１）手すり据置き方式又は（２）手すり先行専用足場

 □熱融着　□電気融着   □ﾒｶﾆｶﾙﾎﾟﾘﾌﾞﾃﾝ管

 液管： □保温厚10mm以上
 ｶﾞｽ管：□保温厚20mm以上

[1-4.2.5]

[2-2.10.2]

[2-2.10.3]

[2-2.4.11]

[2-2.7.1]

[2-2.9.1]

[2-5.1.1]

[2-5.1.5]
[2-5.1.3]

[2-6.1.1]

図面番号

区分

図面内容

縮尺

特記

県立新発田病院 コージェネレーション設備他更新工事
電気設備図

機械設備特記仕様書(2)

N.S

004

●  ■ねじ　

●

●

●

 ■ねじ　□ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ　□溶接

 □ねじ　■ﾌﾗﾝｼﾞ　□ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ　

 ■ねじ           □溶接

○

○



事1.3.7(4)､電気設備工事1.3.5(4)、機械設備工事1.3.5(5)）による。事1.3.7(4)､電気設備工事1.3.5(4)、機械設備工事1.3.5(5)）による。事1.3.7(4)､電気設備工事1.3.5(4)、機械設備工事1.3.5(5)）による。事1.3.7(4)､電気設備工事1.3.5(4)、機械設備工事1.3.5(5)）による。事1.3.7(4)､電気設備工事1.3.5(4)、機械設備工事1.3.5(5)）による。事1.3.7(4)､電気設備工事1.3.5(4)、機械設備工事1.3.5(5)）による。事1.3.7(4)､電気設備工事1.3.5(4)、機械設備工事1.3.5(5)）による。

　(2) 快適トイレの手配が困難である場合は、監督員と協議の上、本特記仕様書　(2) 快適トイレの手配が困難である場合は、監督員と協議の上、本特記仕様書　(2) 快適トイレの手配が困難である場合は、監督員と協議の上、本特記仕様書　(2) 快適トイレの手配が困難である場合は、監督員と協議の上、本特記仕様書　(2) 快適トイレの手配が困難である場合は、監督員と協議の上、本特記仕様書　(2) 快適トイレの手配が困難である場合は、監督員と協議の上、本特記仕様書　(2) 快適トイレの手配が困難である場合は、監督員と協議の上、本特記仕様書

現場代理人の兼任現場代理人の兼任現場代理人の兼任現場代理人の兼任現場代理人の兼任現場代理人の兼任現場代理人の兼任

の管内として扱う。の管内として扱う。の管内として扱う。の管内として扱う。の管内として扱う。の管内として扱う。の管内として扱う。

※現場代理人の常駐義務緩和に関する特記仕様書※現場代理人の常駐義務緩和に関する特記仕様書※現場代理人の常駐義務緩和に関する特記仕様書※現場代理人の常駐義務緩和に関する特記仕様書※現場代理人の常駐義務緩和に関する特記仕様書※現場代理人の常駐義務緩和に関する特記仕様書※現場代理人の常駐義務緩和に関する特記仕様書 ※請負工事における電子納品に関する特記仕様書※請負工事における電子納品に関する特記仕様書※請負工事における電子納品に関する特記仕様書※請負工事における電子納品に関する特記仕様書※請負工事における電子納品に関する特記仕様書※請負工事における電子納品に関する特記仕様書※請負工事における電子納品に関する特記仕様書 ※地域保全型工事（建築一式工事、電気工事及び管工事）に係る特記仕様書※地域保全型工事（建築一式工事、電気工事及び管工事）に係る特記仕様書※地域保全型工事（建築一式工事、電気工事及び管工事）に係る特記仕様書※地域保全型工事（建築一式工事、電気工事及び管工事）に係る特記仕様書※地域保全型工事（建築一式工事、電気工事及び管工事）に係る特記仕様書※地域保全型工事（建築一式工事、電気工事及び管工事）に係る特記仕様書※地域保全型工事（建築一式工事、電気工事及び管工事）に係る特記仕様書 ※建設現場の「快適トイレ」設置の特記仕様書※建設現場の「快適トイレ」設置の特記仕様書※建設現場の「快適トイレ」設置の特記仕様書※建設現場の「快適トイレ」設置の特記仕様書※建設現場の「快適トイレ」設置の特記仕様書※建設現場の「快適トイレ」設置の特記仕様書※建設現場の「快適トイレ」設置の特記仕様書

１１１１１１１

・　本工事は、建設現場に設置する「快適トイレ」(希望型)の試行案件である。・　本工事は、建設現場に設置する「快適トイレ」(希望型)の試行案件である。・　本工事は、建設現場に設置する「快適トイレ」(希望型)の試行案件である。・　本工事は、建設現場に設置する「快適トイレ」(希望型)の試行案件である。・　本工事は、建設現場に設置する「快適トイレ」(希望型)の試行案件である。・　本工事は、建設現場に設置する「快適トイレ」(希望型)の試行案件である。・　本工事は、建設現場に設置する「快適トイレ」(希望型)の試行案件である。

※施工時期選択可能工事制度に係る特記仕様書※施工時期選択可能工事制度に係る特記仕様書※施工時期選択可能工事制度に係る特記仕様書※施工時期選択可能工事制度に係る特記仕様書※施工時期選択可能工事制度に係る特記仕様書※施工時期選択可能工事制度に係る特記仕様書※施工時期選択可能工事制度に係る特記仕様書

１１１１１１１

２２２２２２２

　　者が任意に選択できる「施工時期選択可能工事制度」の対象工事である。　　者が任意に選択できる「施工時期選択可能工事制度」の対象工事である。　　者が任意に選択できる「施工時期選択可能工事制度」の対象工事である。　　者が任意に選択できる「施工時期選択可能工事制度」の対象工事である。　　者が任意に選択できる「施工時期選択可能工事制度」の対象工事である。　　者が任意に選択できる「施工時期選択可能工事制度」の対象工事である。　　者が任意に選択できる「施工時期選択可能工事制度」の対象工事である。

※　対象工事でない※　対象工事でない※　対象工事でない※　対象工事でない※　対象工事でない※　対象工事でない※　対象工事でない

３３３３３３３

４４４４４４４

建 設 現 場 の建 設 現 場 の建 設 現 場 の建 設 現 場 の建 設 現 場 の建 設 現 場 の建 設 現 場 の

｢快適トイレ｣設置｢快適トイレ｣設置｢快適トイレ｣設置｢快適トイレ｣設置｢快適トイレ｣設置｢快適トイレ｣設置｢快適トイレ｣設置

の 適 用の 適 用の 適 用の 適 用の 適 用の 適 用の 適 用

可 能 工 事 制 度可 能 工 事 制 度可 能 工 事 制 度可 能 工 事 制 度可 能 工 事 制 度可 能 工 事 制 度可 能 工 事 制 度

の 適 用の 適 用の 適 用の 適 用の 適 用の 適 用の 適 用

施 工 時 期 選 択施 工 時 期 選 択施 工 時 期 選 択施 工 時 期 選 択施 工 時 期 選 択施 工 時 期 選 択施 工 時 期 選 択

工事開始期限日工事開始期限日工事開始期限日工事開始期限日工事開始期限日工事開始期限日工事開始期限日

留 意 事 項留 意 事 項留 意 事 項留 意 事 項留 意 事 項留 意 事 項留 意 事 項

そ の 他そ の 他そ の 他そ の 他そ の 他そ の 他そ の 他

※週休２日促進工事の特記仕様書※週休２日促進工事の特記仕様書※週休２日促進工事の特記仕様書※週休２日促進工事の特記仕様書※週休２日促進工事の特記仕様書※週休２日促進工事の特記仕様書※週休２日促進工事の特記仕様書

１１１１１１１ 「週休２日促進「週休２日促進「週休２日促進「週休２日促進「週休２日促進「週休２日促進「週休２日促進

工 事 」 の 適 用工 事 」 の 適 用工 事 」 の 適 用工 事 」 の 適 用工 事 」 の 適 用工 事 」 の 適 用工 事 」 の 適 用

　　工事開始期限日は、令和　年　月　日（契約締結予定日から　日以内）　　工事開始期限日は、令和　年　月　日（契約締結予定日から　日以内）　　工事開始期限日は、令和　年　月　日（契約締結予定日から　日以内）　　工事開始期限日は、令和　年　月　日（契約締結予定日から　日以内）　　工事開始期限日は、令和　年　月　日（契約締結予定日から　日以内）　　工事開始期限日は、令和　年　月　日（契約締結予定日から　日以内）　　工事開始期限日は、令和　年　月　日（契約締結予定日から　日以内）
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・　本工事は、建設現場に設置する「快適トイレ」の試行案件である。・　本工事は、建設現場に設置する「快適トイレ」の試行案件である。・　本工事は、建設現場に設置する「快適トイレ」の試行案件である。・　本工事は、建設現場に設置する「快適トイレ」の試行案件である。・　本工事は、建設現場に設置する「快適トイレ」の試行案件である。・　本工事は、建設現場に設置する「快適トイレ」の試行案件である。・　本工事は、建設現場に設置する「快適トイレ」の試行案件である。

・　本工事は、建設現場に設置する「快適トイレ」の試行案件でない。・　本工事は、建設現場に設置する「快適トイレ」の試行案件でない。・　本工事は、建設現場に設置する「快適トイレ」の試行案件でない。・　本工事は、建設現場に設置する「快適トイレ」の試行案件でない。・　本工事は、建設現場に設置する「快適トイレ」の試行案件でない。・　本工事は、建設現場に設置する「快適トイレ」の試行案件でない。・　本工事は、建設現場に設置する「快適トイレ」の試行案件でない。

・　対象工事である・　対象工事である・　対象工事である・　対象工事である・　対象工事である・　対象工事である・　対象工事である

１１１１１１１

※埋設配管・配線切断事故防止措置等に関する特記仕様書※埋設配管・配線切断事故防止措置等に関する特記仕様書※埋設配管・配線切断事故防止措置等に関する特記仕様書※埋設配管・配線切断事故防止措置等に関する特記仕様書※埋設配管・配線切断事故防止措置等に関する特記仕様書※埋設配管・配線切断事故防止措置等に関する特記仕様書※埋設配管・配線切断事故防止措置等に関する特記仕様書

事故防止措置等事故防止措置等事故防止措置等事故防止措置等事故防止措置等事故防止措置等事故防止措置等２２２２２２２ １　事前調査１　事前調査１　事前調査１　事前調査１　事前調査１　事前調査１　事前調査

　　既存図面及び施設管理者からの聞き取りにより、埋設配管・配線の位置を事　　既存図面及び施設管理者からの聞き取りにより、埋設配管・配線の位置を事　　既存図面及び施設管理者からの聞き取りにより、埋設配管・配線の位置を事　　既存図面及び施設管理者からの聞き取りにより、埋設配管・配線の位置を事　　既存図面及び施設管理者からの聞き取りにより、埋設配管・配線の位置を事　　既存図面及び施設管理者からの聞き取りにより、埋設配管・配線の位置を事　　既存図面及び施設管理者からの聞き取りにより、埋設配管・配線の位置を事

　　前に確認すること。　　前に確認すること。　　前に確認すること。　　前に確認すること。　　前に確認すること。　　前に確認すること。　　前に確認すること。

２　作業前調査２　作業前調査２　作業前調査２　作業前調査２　作業前調査２　作業前調査２　作業前調査

　　非破壊検査(電磁波レーダー法、電磁誘導法、Ｘ線法)により、埋設配管・配 　　非破壊検査(電磁波レーダー法、電磁誘導法、Ｘ線法)により、埋設配管・配 　　非破壊検査(電磁波レーダー法、電磁誘導法、Ｘ線法)により、埋設配管・配 　　非破壊検査(電磁波レーダー法、電磁誘導法、Ｘ線法)により、埋設配管・配 　　非破壊検査(電磁波レーダー法、電磁誘導法、Ｘ線法)により、埋設配管・配 　　非破壊検査(電磁波レーダー法、電磁誘導法、Ｘ線法)により、埋設配管・配 　　非破壊検査(電磁波レーダー法、電磁誘導法、Ｘ線法)により、埋設配管・配 

　　線の位置出しを行うこと。　　線の位置出しを行うこと。　　線の位置出しを行うこと。　　線の位置出しを行うこと。　　線の位置出しを行うこと。　　線の位置出しを行うこと。　　線の位置出しを行うこと。

３　迂回措置３　迂回措置３　迂回措置３　迂回措置３　迂回措置３　迂回措置３　迂回措置

　　上記１・２によっても埋設配管・配線の位置が確認出来ない場合は、切り回　　上記１・２によっても埋設配管・配線の位置が確認出来ない場合は、切り回　　上記１・２によっても埋設配管・配線の位置が確認出来ない場合は、切り回　　上記１・２によっても埋設配管・配線の位置が確認出来ない場合は、切り回　　上記１・２によっても埋設配管・配線の位置が確認出来ない場合は、切り回　　上記１・２によっても埋設配管・配線の位置が確認出来ない場合は、切り回　　上記１・２によっても埋設配管・配線の位置が確認出来ない場合は、切り回

　　し等の迂回措置を検討すること。　　し等の迂回措置を検討すること。　　し等の迂回措置を検討すること。　　し等の迂回措置を検討すること。　　し等の迂回措置を検討すること。　　し等の迂回措置を検討すること。　　し等の迂回措置を検討すること。

４　被害防止措置４　被害防止措置４　被害防止措置４　被害防止措置４　被害防止措置４　被害防止措置４　被害防止措置

　　　すること。　　　すること。　　　すること。　　　すること。　　　すること。　　　すること。　　　すること。

　　　続し使用すること。　　　続し使用すること。　　　続し使用すること。　　　続し使用すること。　　　続し使用すること。　　　続し使用すること。　　　続し使用すること。

　　　回や発電機設置等による措置を行うこと。　　　回や発電機設置等による措置を行うこと。　　　回や発電機設置等による措置を行うこと。　　　回や発電機設置等による措置を行うこと。　　　回や発電機設置等による措置を行うこと。　　　回や発電機設置等による措置を行うこと。　　　回や発電機設置等による措置を行うこと。

５　その他５　その他５　その他５　その他５　その他５　その他５　その他

　　配管工事のコア抜きに代えて、既存スリーブ廻りを手ハツリするなど、現地　　配管工事のコア抜きに代えて、既存スリーブ廻りを手ハツリするなど、現地　　配管工事のコア抜きに代えて、既存スリーブ廻りを手ハツリするなど、現地　　配管工事のコア抜きに代えて、既存スリーブ廻りを手ハツリするなど、現地　　配管工事のコア抜きに代えて、既存スリーブ廻りを手ハツリするなど、現地　　配管工事のコア抜きに代えて、既存スリーブ廻りを手ハツリするなど、現地　　配管工事のコア抜きに代えて、既存スリーブ廻りを手ハツリするなど、現地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　の状況を確認した上でリスクを回避する工法があれば、採用を検討すること。　　の状況を確認した上でリスクを回避する工法があれば、採用を検討すること。　　の状況を確認した上でリスクを回避する工法があれば、採用を検討すること。　　の状況を確認した上でリスクを回避する工法があれば、採用を検討すること。　　の状況を確認した上でリスクを回避する工法があれば、採用を検討すること。　　の状況を確認した上でリスクを回避する工法があれば、採用を検討すること。　　の状況を確認した上でリスクを回避する工法があれば、採用を検討すること。

　　　　　　　

監 督 員 の 承 諾監 督 員 の 承 諾監 督 員 の 承 諾監 督 員 の 承 諾監 督 員 の 承 諾監 督 員 の 承 諾監 督 員 の 承 諾３３３３３３３

４４４４４４４ 事故発生時の措置事故発生時の措置事故発生時の措置事故発生時の措置事故発生時の措置事故発生時の措置事故発生時の措置 　埋設配管・配線を誤って切断した場合は、直ちに作業を中止し、監督員に報告　埋設配管・配線を誤って切断した場合は、直ちに作業を中止し、監督員に報告　埋設配管・配線を誤って切断した場合は、直ちに作業を中止し、監督員に報告　埋設配管・配線を誤って切断した場合は、直ちに作業を中止し、監督員に報告　埋設配管・配線を誤って切断した場合は、直ちに作業を中止し、監督員に報告　埋設配管・配線を誤って切断した場合は、直ちに作業を中止し、監督員に報告　埋設配管・配線を誤って切断した場合は、直ちに作業を中止し、監督員に報告

　(1) 原則、工事範囲内の各種設備の供給は、既存ブレーカー、バルブ等で停止　(1) 原則、工事範囲内の各種設備の供給は、既存ブレーカー、バルブ等で停止　(1) 原則、工事範囲内の各種設備の供給は、既存ブレーカー、バルブ等で停止　(1) 原則、工事範囲内の各種設備の供給は、既存ブレーカー、バルブ等で停止　(1) 原則、工事範囲内の各種設備の供給は、既存ブレーカー、バルブ等で停止　(1) 原則、工事範囲内の各種設備の供給は、既存ブレーカー、バルブ等で停止　(1) 原則、工事範囲内の各種設備の供給は、既存ブレーカー、バルブ等で停止

　(2) 工具は、メタルセンサー付き、またはメタルセンサー付き電工ドラムに接　(2) 工具は、メタルセンサー付き、またはメタルセンサー付き電工ドラムに接　(2) 工具は、メタルセンサー付き、またはメタルセンサー付き電工ドラムに接　(2) 工具は、メタルセンサー付き、またはメタルセンサー付き電工ドラムに接　(2) 工具は、メタルセンサー付き、またはメタルセンサー付き電工ドラムに接　(2) 工具は、メタルセンサー付き、またはメタルセンサー付き電工ドラムに接　(2) 工具は、メタルセンサー付き、またはメタルセンサー付き電工ドラムに接

　(3) 重要機器の配管・配線を切断する危険がある場合は、使用配管・配線の迂　(3) 重要機器の配管・配線を切断する危険がある場合は、使用配管・配線の迂　(3) 重要機器の配管・配線を切断する危険がある場合は、使用配管・配線の迂　(3) 重要機器の配管・配線を切断する危険がある場合は、使用配管・配線の迂　(3) 重要機器の配管・配線を切断する危険がある場合は、使用配管・配線の迂　(3) 重要機器の配管・配線を切断する危険がある場合は、使用配管・配線の迂　(3) 重要機器の配管・配線を切断する危険がある場合は、使用配管・配線の迂

（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/dobokukanri/1356909107317.html）（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/dobokukanri/1356909107317.html）（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/dobokukanri/1356909107317.html）（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/dobokukanri/1356909107317.html）（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/dobokukanri/1356909107317.html）（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/dobokukanri/1356909107317.html）（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/dobokukanri/1356909107317.html）

    　７日以内に工事開始日選択承認申請書により、発注者の承認を受けなけれ    　７日以内に工事開始日選択承認申請書により、発注者の承認を受けなけれ    　７日以内に工事開始日選択承認申請書により、発注者の承認を受けなけれ    　７日以内に工事開始日選択承認申請書により、発注者の承認を受けなけれ    　７日以内に工事開始日選択承認申請書により、発注者の承認を受けなけれ    　７日以内に工事開始日選択承認申請書により、発注者の承認を受けなけれ    　７日以内に工事開始日選択承認申請書により、発注者の承認を受けなけれ

　(2) 契約締結日から工事開始日の前日までの間は、主任技術者又は監理技術者　(2) 契約締結日から工事開始日の前日までの間は、主任技術者又は監理技術者　(2) 契約締結日から工事開始日の前日までの間は、主任技術者又は監理技術者　(2) 契約締結日から工事開始日の前日までの間は、主任技術者又は監理技術者　(2) 契約締結日から工事開始日の前日までの間は、主任技術者又は監理技術者　(2) 契約締結日から工事開始日の前日までの間は、主任技術者又は監理技術者　(2) 契約締結日から工事開始日の前日までの間は、主任技術者又は監理技術者

　(3) コリンズの登録は、工事着手後に監督員の確認を受け、着手後、速やかに　(3) コリンズの登録は、工事着手後に監督員の確認を受け、着手後、速やかに　(3) コリンズの登録は、工事着手後に監督員の確認を受け、着手後、速やかに　(3) コリンズの登録は、工事着手後に監督員の確認を受け、着手後、速やかに　(3) コリンズの登録は、工事着手後に監督員の確認を受け、着手後、速やかに　(3) コリンズの登録は、工事着手後に監督員の確認を受け、着手後、速やかに　(3) コリンズの登録は、工事着手後に監督員の確認を受け、着手後、速やかに

　　　ばならない。　　　ばならない。　　　ばならない。　　　ばならない。　　　ばならない。　　　ばならない。　　　ばならない。

      及び現場代理人の配置を要しない。      及び現場代理人の配置を要しない。      及び現場代理人の配置を要しない。      及び現場代理人の配置を要しない。      及び現場代理人の配置を要しない。      及び現場代理人の配置を要しない。      及び現場代理人の配置を要しない。

      行うこと。      行うこと。      行うこと。      行うこと。      行うこと。      行うこと。      行うこと。

　(4) 工事開始日の前日までの間は、工事の施工（現場事務所等の設置、工場製　(4) 工事開始日の前日までの間は、工事の施工（現場事務所等の設置、工場製　(4) 工事開始日の前日までの間は、工事の施工（現場事務所等の設置、工場製　(4) 工事開始日の前日までの間は、工事の施工（現場事務所等の設置、工場製　(4) 工事開始日の前日までの間は、工事の施工（現場事務所等の設置、工場製　(4) 工事開始日の前日までの間は、工事の施工（現場事務所等の設置、工場製　(4) 工事開始日の前日までの間は、工事の施工（現場事務所等の設置、工場製

      作等）を行ってはならない。ただし、現場に搬入しない資機材の準備は可      作等）を行ってはならない。ただし、現場に搬入しない資機材の準備は可      作等）を行ってはならない。ただし、現場に搬入しない資機材の準備は可      作等）を行ってはならない。ただし、現場に搬入しない資機材の準備は可      作等）を行ってはならない。ただし、現場に搬入しない資機材の準備は可      作等）を行ってはならない。ただし、現場に搬入しない資機材の準備は可      作等）を行ってはならない。ただし、現場に搬入しない資機材の準備は可

      とする。      とする。      とする。      とする。      とする。      とする。      とする。

　(5) 落札通知の日から起算して７日以内に契約を締結すること。　(5) 落札通知の日から起算して７日以内に契約を締結すること。　(5) 落札通知の日から起算して７日以内に契約を締結すること。　(5) 落札通知の日から起算して７日以内に契約を締結すること。　(5) 落札通知の日から起算して７日以内に契約を締結すること。　(5) 落札通知の日から起算して７日以内に契約を締結すること。　(5) 落札通知の日から起算して７日以内に契約を締結すること。

　(6) 積算にあたっては、契約締結予定日を起算日とした工期日数分を工事期間　(6) 積算にあたっては、契約締結予定日を起算日とした工期日数分を工事期間　(6) 積算にあたっては、契約締結予定日を起算日とした工期日数分を工事期間　(6) 積算にあたっては、契約締結予定日を起算日とした工期日数分を工事期間　(6) 積算にあたっては、契約締結予定日を起算日とした工期日数分を工事期間　(6) 積算にあたっては、契約締結予定日を起算日とした工期日数分を工事期間　(6) 積算にあたっては、契約締結予定日を起算日とした工期日数分を工事期間

      としており、施工時期を選択することにより生じる経費（積雪寒冷地にお      としており、施工時期を選択することにより生じる経費（積雪寒冷地にお      としており、施工時期を選択することにより生じる経費（積雪寒冷地にお      としており、施工時期を選択することにより生じる経費（積雪寒冷地にお      としており、施工時期を選択することにより生じる経費（積雪寒冷地にお      としており、施工時期を選択することにより生じる経費（積雪寒冷地にお      としており、施工時期を選択することにより生じる経費（積雪寒冷地にお

      ける冬期補正、除雪費等）については、受注者の負担とする。      ける冬期補正、除雪費等）については、受注者の負担とする。      ける冬期補正、除雪費等）については、受注者の負担とする。      ける冬期補正、除雪費等）については、受注者の負担とする。      ける冬期補正、除雪費等）については、受注者の負担とする。      ける冬期補正、除雪費等）については、受注者の負担とする。      ける冬期補正、除雪費等）については、受注者の負担とする。

　落札者が工事開始日の選択を希望し、発注者に承認された場合は、工事開始日　落札者が工事開始日の選択を希望し、発注者に承認された場合は、工事開始日　落札者が工事開始日の選択を希望し、発注者に承認された場合は、工事開始日　落札者が工事開始日の選択を希望し、発注者に承認された場合は、工事開始日　落札者が工事開始日の選択を希望し、発注者に承認された場合は、工事開始日　落札者が工事開始日の選択を希望し、発注者に承認された場合は、工事開始日　落札者が工事開始日の選択を希望し、発注者に承認された場合は、工事開始日

「工程表」を提出すること。「工程表」を提出すること。「工程表」を提出すること。「工程表」を提出すること。「工程表」を提出すること。「工程表」を提出すること。「工程表」を提出すること。

から７日以内に工事に着手し、工事に着手したときは、速やかに「着手届」及びから７日以内に工事に着手し、工事に着手したときは、速やかに「着手届」及びから７日以内に工事に着手し、工事に着手したときは、速やかに「着手届」及びから７日以内に工事に着手し、工事に着手したときは、速やかに「着手届」及びから７日以内に工事に着手し、工事に着手したときは、速やかに「着手届」及びから７日以内に工事に着手し、工事に着手したときは、速やかに「着手届」及びから７日以内に工事に着手し、工事に着手したときは、速やかに「着手届」及び

　(1) 受注者は、施工計画書作成前に、快適トイレの設置希望の有無について、　(1) 受注者は、施工計画書作成前に、快適トイレの設置希望の有無について、　(1) 受注者は、施工計画書作成前に、快適トイレの設置希望の有無について、　(1) 受注者は、施工計画書作成前に、快適トイレの設置希望の有無について、　(1) 受注者は、施工計画書作成前に、快適トイレの設置希望の有無について、　(1) 受注者は、施工計画書作成前に、快適トイレの設置希望の有無について、　(1) 受注者は、施工計画書作成前に、快適トイレの設置希望の有無について、

　対象作業のある工種は、工種別施工計画書に事故防止措置等を記載すること。　対象作業のある工種は、工種別施工計画書に事故防止措置等を記載すること。　対象作業のある工種は、工種別施工計画書に事故防止措置等を記載すること。　対象作業のある工種は、工種別施工計画書に事故防止措置等を記載すること。　対象作業のある工種は、工種別施工計画書に事故防止措置等を記載すること。　対象作業のある工種は、工種別施工計画書に事故防止措置等を記載すること。　対象作業のある工種は、工種別施工計画書に事故防止措置等を記載すること。

　対象工事は、既存建物の躯体内の埋設配管・配線を切断する恐れのある作業と　対象工事は、既存建物の躯体内の埋設配管・配線を切断する恐れのある作業と　対象工事は、既存建物の躯体内の埋設配管・配線を切断する恐れのある作業と　対象工事は、既存建物の躯体内の埋設配管・配線を切断する恐れのある作業と　対象工事は、既存建物の躯体内の埋設配管・配線を切断する恐れのある作業と　対象工事は、既存建物の躯体内の埋設配管・配線を切断する恐れのある作業と　対象工事は、既存建物の躯体内の埋設配管・配線を切断する恐れのある作業と

し、あと施工アンカー、カッター入れ、はつり、解体、コア抜き等とする。し、あと施工アンカー、カッター入れ、はつり、解体、コア抜き等とする。し、あと施工アンカー、カッター入れ、はつり、解体、コア抜き等とする。し、あと施工アンカー、カッター入れ、はつり、解体、コア抜き等とする。し、あと施工アンカー、カッター入れ、はつり、解体、コア抜き等とする。し、あと施工アンカー、カッター入れ、はつり、解体、コア抜き等とする。し、あと施工アンカー、カッター入れ、はつり、解体、コア抜き等とする。

　なお、地下の既設配管等の安全確保については、改修工事標準仕様書（建築工　なお、地下の既設配管等の安全確保については、改修工事標準仕様書（建築工　なお、地下の既設配管等の安全確保については、改修工事標準仕様書（建築工　なお、地下の既設配管等の安全確保については、改修工事標準仕様書（建築工　なお、地下の既設配管等の安全確保については、改修工事標準仕様書（建築工　なお、地下の既設配管等の安全確保については、改修工事標準仕様書（建築工　なお、地下の既設配管等の安全確保については、改修工事標準仕様書（建築工

　　　の一部について、電子納品　　を行わなければならない。　　　の一部について、電子納品　　を行わなければならない。　　　の一部について、電子納品　　を行わなければならない。　　　の一部について、電子納品　　を行わなければならない。　　　の一部について、電子納品　　を行わなければならない。　　　の一部について、電子納品　　を行わなければならない。　　　の一部について、電子納品　　を行わなければならない。

(注１)(注１)(注１)(注１)(注１)(注１)(注１)

 （3）工事完成図書の提出方法および提出部数については、電子納品の場合はCD （3）工事完成図書の提出方法および提出部数については、電子納品の場合はCD （3）工事完成図書の提出方法および提出部数については、電子納品の場合はCD （3）工事完成図書の提出方法および提出部数については、電子納品の場合はCD （3）工事完成図書の提出方法および提出部数については、電子納品の場合はCD （3）工事完成図書の提出方法および提出部数については、電子納品の場合はCD （3）工事完成図書の提出方法および提出部数については、電子納品の場合はCD

１１１１１１１ １１１１１１１ ・　実施しない（ただし、受注者からの申出により実施することができる。）・　実施しない（ただし、受注者からの申出により実施することができる。）・　実施しない（ただし、受注者からの申出により実施することができる。）・　実施しない（ただし、受注者からの申出により実施することができる。）・　実施しない（ただし、受注者からの申出により実施することができる。）・　実施しない（ただし、受注者からの申出により実施することができる。）・　実施しない（ただし、受注者からの申出により実施することができる。）

※　実施する（ただし、受注者からの申出により適用外とすることができる。）※　実施する（ただし、受注者からの申出により適用外とすることができる。）※　実施する（ただし、受注者からの申出により適用外とすることができる。）※　実施する（ただし、受注者からの申出により適用外とすることができる。）※　実施する（ただし、受注者からの申出により適用外とすることができる。）※　実施する（ただし、受注者からの申出により適用外とすることができる。）※　実施する（ただし、受注者からの申出により適用外とすることができる。）

　　新潟県CALS/EC整備行動計画（アクションプログラム）に基づく電子納品対　　新潟県CALS/EC整備行動計画（アクションプログラム）に基づく電子納品対　　新潟県CALS/EC整備行動計画（アクションプログラム）に基づく電子納品対　　新潟県CALS/EC整備行動計画（アクションプログラム）に基づく電子納品対　　新潟県CALS/EC整備行動計画（アクションプログラム）に基づく電子納品対　　新潟県CALS/EC整備行動計画（アクションプログラム）に基づく電子納品対　　新潟県CALS/EC整備行動計画（アクションプログラム）に基づく電子納品対

　象工事は、以下の各項により履行するものとする。　象工事は、以下の各項により履行するものとする。　象工事は、以下の各項により履行するものとする。　象工事は、以下の各項により履行するものとする。　象工事は、以下の各項により履行するものとする。　象工事は、以下の各項により履行するものとする。　象工事は、以下の各項により履行するものとする。

　(1) 受注者は、契約期間中に監督員と協議を行う場合、新潟県CALSシステム　(1) 受注者は、契約期間中に監督員と協議を行う場合、新潟県CALSシステム　(1) 受注者は、契約期間中に監督員と協議を行う場合、新潟県CALSシステム　(1) 受注者は、契約期間中に監督員と協議を行う場合、新潟県CALSシステム　(1) 受注者は、契約期間中に監督員と協議を行う場合、新潟県CALSシステム　(1) 受注者は、契約期間中に監督員と協議を行う場合、新潟県CALSシステム　(1) 受注者は、契約期間中に監督員と協議を行う場合、新潟県CALSシステム

　　　（以下「CALSシステム」という。　　　（以下「CALSシステム」という。　　　（以下「CALSシステム」という。　　　（以下「CALSシステム」という。　　　（以下「CALSシステム」という。　　　（以下「CALSシステム」という。　　　（以下「CALSシステム」という。

 　 　を利用して電子協議　　を行わなければならない。 　 　を利用して電子協議　　を行わなければならない。 　 　を利用して電子協議　　を行わなければならない。 　 　を利用して電子協議　　を行わなければならない。 　 　を利用して電子協議　　を行わなければならない。 　 　を利用して電子協議　　を行わなければならない。 　 　を利用して電子協議　　を行わなければならない。

 （2）受注者は、CALSシステムを利用して、監督員との協議に従い工事完成図書 （2）受注者は、CALSシステムを利用して、監督員との協議に従い工事完成図書 （2）受注者は、CALSシステムを利用して、監督員との協議に従い工事完成図書 （2）受注者は、CALSシステムを利用して、監督員との協議に従い工事完成図書 （2）受注者は、CALSシステムを利用して、監督員との協議に従い工事完成図書 （2）受注者は、CALSシステムを利用して、監督員との協議に従い工事完成図書 （2）受注者は、CALSシステムを利用して、監督員との協議に従い工事完成図書

　  　-R１部（枚）、紙による納品の場合は正本１部を納品するものとする。　  　-R１部（枚）、紙による納品の場合は正本１部を納品するものとする。　  　-R１部（枚）、紙による納品の場合は正本１部を納品するものとする。　  　-R１部（枚）、紙による納品の場合は正本１部を納品するものとする。　  　-R１部（枚）、紙による納品の場合は正本１部を納品するものとする。　  　-R１部（枚）、紙による納品の場合は正本１部を納品するものとする。　  　-R１部（枚）、紙による納品の場合は正本１部を納品するものとする。

 （4）受注者は、CALSシステムを利用して電子協議および電子納品を行うため、 （4）受注者は、CALSシステムを利用して電子協議および電子納品を行うため、 （4）受注者は、CALSシステムを利用して電子協議および電子納品を行うため、 （4）受注者は、CALSシステムを利用して電子協議および電子納品を行うため、 （4）受注者は、CALSシステムを利用して電子協議および電子納品を行うため、 （4）受注者は、CALSシステムを利用して電子協議および電子納品を行うため、 （4）受注者は、CALSシステムを利用して電子協議および電子納品を行うため、

 　 　インターネットが利用できる機器および電子納品のデータを作成するため 　 　インターネットが利用できる機器および電子納品のデータを作成するため 　 　インターネットが利用できる機器および電子納品のデータを作成するため 　 　インターネットが利用できる機器および電子納品のデータを作成するため 　 　インターネットが利用できる機器および電子納品のデータを作成するため 　 　インターネットが利用できる機器および電子納品のデータを作成するため 　 　インターネットが利用できる機器および電子納品のデータを作成するため

　　  の機器を用意しなければならない。　　  の機器を用意しなければならない。　　  の機器を用意しなければならない。　　  の機器を用意しなければならない。　　  の機器を用意しなければならない。　　  の機器を用意しなければならない。　　  の機器を用意しなければならない。

 （5）監督員が受注者に口頭・電話・電子メール等で指示等を行った場合、後日 （5）監督員が受注者に口頭・電話・電子メール等で指示等を行った場合、後日 （5）監督員が受注者に口頭・電話・電子メール等で指示等を行った場合、後日 （5）監督員が受注者に口頭・電話・電子メール等で指示等を行った場合、後日 （5）監督員が受注者に口頭・電話・電子メール等で指示等を行った場合、後日 （5）監督員が受注者に口頭・電話・電子メール等で指示等を行った場合、後日 （5）監督員が受注者に口頭・電話・電子メール等で指示等を行った場合、後日

　    CALSシステムにより監督員と受注者の両者が指示内容を確認するものとす　    CALSシステムにより監督員と受注者の両者が指示内容を確認するものとす　    CALSシステムにより監督員と受注者の両者が指示内容を確認するものとす　    CALSシステムにより監督員と受注者の両者が指示内容を確認するものとす　    CALSシステムにより監督員と受注者の両者が指示内容を確認するものとす　    CALSシステムにより監督員と受注者の両者が指示内容を確認するものとす　    CALSシステムにより監督員と受注者の両者が指示内容を確認するものとす

 （6）受注者は、CALSシステムの利用料を、新潟県よりCALSシステム運営業務を （6）受注者は、CALSシステムの利用料を、新潟県よりCALSシステム運営業務を （6）受注者は、CALSシステムの利用料を、新潟県よりCALSシステム運営業務を （6）受注者は、CALSシステムの利用料を、新潟県よりCALSシステム運営業務を （6）受注者は、CALSシステムの利用料を、新潟県よりCALSシステム運営業務を （6）受注者は、CALSシステムの利用料を、新潟県よりCALSシステム運営業務を （6）受注者は、CALSシステムの利用料を、新潟県よりCALSシステム運営業務を

　　　受託している者に支払うこと。なお、CALSシステム利用料として、新潟県　　　受託している者に支払うこと。なお、CALSシステム利用料として、新潟県　　　受託している者に支払うこと。なお、CALSシステム利用料として、新潟県　　　受託している者に支払うこと。なお、CALSシステム利用料として、新潟県　　　受託している者に支払うこと。なお、CALSシステム利用料として、新潟県　　　受託している者に支払うこと。なお、CALSシステム利用料として、新潟県　　　受託している者に支払うこと。なお、CALSシステム利用料として、新潟県

　　　CALSシステム利用登録料を別途積上げ計上している。　　　CALSシステム利用登録料を別途積上げ計上している。　　　CALSシステム利用登録料を別途積上げ計上している。　　　CALSシステム利用登録料を別途積上げ計上している。　　　CALSシステム利用登録料を別途積上げ計上している。　　　CALSシステム利用登録料を別途積上げ計上している。　　　CALSシステム利用登録料を別途積上げ計上している。

 （7）上記以外の電子協議および電子納品に関する詳細な事項については、受発 （7）上記以外の電子協議および電子納品に関する詳細な事項については、受発 （7）上記以外の電子協議および電子納品に関する詳細な事項については、受発 （7）上記以外の電子協議および電子納品に関する詳細な事項については、受発 （7）上記以外の電子協議および電子納品に関する詳細な事項については、受発 （7）上記以外の電子協議および電子納品に関する詳細な事項については、受発 （7）上記以外の電子協議および電子納品に関する詳細な事項については、受発

　　　注者協議にて定めるものとする。　　　注者協議にて定めるものとする。　　　注者協議にて定めるものとする。　　　注者協議にて定めるものとする。　　　注者協議にて定めるものとする。　　　注者協議にて定めるものとする。　　　注者協議にて定めるものとする。

電 子 検 査電 子 検 査電 子 検 査電 子 検 査電 子 検 査電 子 検 査電 子 検 査２２２２２２２

電 子 納 品電 子 納 品電 子 納 品電 子 納 品電 子 納 品電 子 納 品電 子 納 品１１１１１１１１１１１１１１

２２２２２２２ 電 子 検 査電 子 検 査電 子 検 査電 子 検 査電 子 検 査電 子 検 査電 子 検 査 　電子納品した場合、電子納品物にて検査を行う書類については契約後の受発注　電子納品した場合、電子納品物にて検査を行う書類については契約後の受発注　電子納品した場合、電子納品物にて検査を行う書類については契約後の受発注　電子納品した場合、電子納品物にて検査を行う書類については契約後の受発注　電子納品した場合、電子納品物にて検査を行う書類については契約後の受発注　電子納品した場合、電子納品物にて検査を行う書類については契約後の受発注　電子納品した場合、電子納品物にて検査を行う書類については契約後の受発注

者協議にて定めるものとする。者協議にて定めるものとする。者協議にて定めるものとする。者協議にて定めるものとする。者協議にて定めるものとする。者協議にて定めるものとする。者協議にて定めるものとする。

　電子検査　　に係わる詳細な事項については、別途県が公表する　　「新潟県　電子検査　　に係わる詳細な事項については、別途県が公表する　　「新潟県　電子検査　　に係わる詳細な事項については、別途県が公表する　　「新潟県　電子検査　　に係わる詳細な事項については、別途県が公表する　　「新潟県　電子検査　　に係わる詳細な事項については、別途県が公表する　　「新潟県　電子検査　　に係わる詳細な事項については、別途県が公表する　　「新潟県　電子検査　　に係わる詳細な事項については、別途県が公表する　　「新潟県(注３)(注３)(注３)(注３)(注３)(注３)(注３) (注４)(注４)(注４)(注４)(注４)(注４)(注４)

(注１)電子協議とは、指示・承諾・協議・提出・提示・報告・通知等を、電子化(注１)電子協議とは、指示・承諾・協議・提出・提示・報告・通知等を、電子化(注１)電子協議とは、指示・承諾・協議・提出・提示・報告・通知等を、電子化(注１)電子協議とは、指示・承諾・協議・提出・提示・報告・通知等を、電子化(注１)電子協議とは、指示・承諾・協議・提出・提示・報告・通知等を、電子化(注１)電子協議とは、指示・承諾・協議・提出・提示・報告・通知等を、電子化(注１)電子協議とは、指示・承諾・協議・提出・提示・報告・通知等を、電子化

　　　された書面及びその他資料（図書等）にて行うことをいう。　　　された書面及びその他資料（図書等）にて行うことをいう。　　　された書面及びその他資料（図書等）にて行うことをいう。　　　された書面及びその他資料（図書等）にて行うことをいう。　　　された書面及びその他資料（図書等）にて行うことをいう。　　　された書面及びその他資料（図書等）にて行うことをいう。　　　された書面及びその他資料（図書等）にて行うことをいう。

(注２)電子納品とは、工事完成図書等の最終成果を電子成果品として納品するこ(注２)電子納品とは、工事完成図書等の最終成果を電子成果品として納品するこ(注２)電子納品とは、工事完成図書等の最終成果を電子成果品として納品するこ(注２)電子納品とは、工事完成図書等の最終成果を電子成果品として納品するこ(注２)電子納品とは、工事完成図書等の最終成果を電子成果品として納品するこ(注２)電子納品とは、工事完成図書等の最終成果を電子成果品として納品するこ(注２)電子納品とは、工事完成図書等の最終成果を電子成果品として納品するこ

　　　とをいう。ここでいう電子成果品とは、別途県が公表する　　新潟県策定　　　とをいう。ここでいう電子成果品とは、別途県が公表する　　新潟県策定　　　とをいう。ここでいう電子成果品とは、別途県が公表する　　新潟県策定　　　とをいう。ここでいう電子成果品とは、別途県が公表する　　新潟県策定　　　とをいう。ここでいう電子成果品とは、別途県が公表する　　新潟県策定　　　とをいう。ここでいう電子成果品とは、別途県が公表する　　新潟県策定　　　とをいう。ここでいう電子成果品とは、別途県が公表する　　新潟県策定(注４)(注４)(注４)(注４)(注４)(注４)(注４)

　　を使用しない場合は「１．下請契約」を記入せずに空欄のままで提出するこ　　を使用しない場合は「１．下請契約」を記入せずに空欄のままで提出するこ　　を使用しない場合は「１．下請契約」を記入せずに空欄のままで提出するこ　　を使用しない場合は「１．下請契約」を記入せずに空欄のままで提出するこ　　を使用しない場合は「１．下請契約」を記入せずに空欄のままで提出するこ　　を使用しない場合は「１．下請契約」を記入せずに空欄のままで提出するこ　　を使用しない場合は「１．下請契約」を記入せずに空欄のままで提出するこ

※県内調達に関する特記仕様書※県内調達に関する特記仕様書※県内調達に関する特記仕様書※県内調達に関する特記仕様書※県内調達に関する特記仕様書※県内調達に関する特記仕様書※県内調達に関する特記仕様書

　　的に採用するよう努めるものとする。また、受注者は、技能労働者の労働条　　的に採用するよう努めるものとする。また、受注者は、技能労働者の労働条　　的に採用するよう努めるものとする。また、受注者は、技能労働者の労働条　　的に採用するよう努めるものとする。また、受注者は、技能労働者の労働条　　的に採用するよう努めるものとする。また、受注者は、技能労働者の労働条　　的に採用するよう努めるものとする。また、受注者は、技能労働者の労働条　　的に採用するよう努めるものとする。また、受注者は、技能労働者の労働条

　　件改善を図るため、労務単価の改善等に努めること。なお、県内企業とは県　　件改善を図るため、労務単価の改善等に努めること。なお、県内企業とは県　　件改善を図るため、労務単価の改善等に努めること。なお、県内企業とは県　　件改善を図るため、労務単価の改善等に努めること。なお、県内企業とは県　　件改善を図るため、労務単価の改善等に努めること。なお、県内企業とは県　　件改善を図るため、労務単価の改善等に努めること。なお、県内企業とは県　　件改善を図るため、労務単価の改善等に努めること。なお、県内企業とは県

　　内に本社・本店を置く建設企業者をいう。　　内に本社・本店を置く建設企業者をいう。　　内に本社・本店を置く建設企業者をいう。　　内に本社・本店を置く建設企業者をいう。　　内に本社・本店を置く建設企業者をいう。　　内に本社・本店を置く建設企業者をいう。　　内に本社・本店を置く建設企業者をいう。

　　その優先使用に努めるものとする。　　その優先使用に努めるものとする。　　その優先使用に努めるものとする。　　その優先使用に努めるものとする。　　その優先使用に努めるものとする。　　その優先使用に努めるものとする。　　その優先使用に努めるものとする。

　　なお、県内資材とは以下に該当するものをいう。　　なお、県内資材とは以下に該当するものをいう。　　なお、県内資材とは以下に該当するものをいう。　　なお、県内資材とは以下に該当するものをいう。　　なお、県内資材とは以下に該当するものをいう。　　なお、県内資材とは以下に該当するものをいう。　　なお、県内資材とは以下に該当するものをいう。

　　なお、県外資材とは県内資材以外をいう。　　なお、県外資材とは県内資材以外をいう。　　なお、県外資材とは県内資材以外をいう。　　なお、県外資材とは県内資材以外をいう。　　なお、県外資材とは県内資材以外をいう。　　なお、県外資材とは県内資材以外をいう。　　なお、県外資材とは県内資材以外をいう。

１　受注者は、下請契約を締結する場合には、当該契約先として県内企業を優先１　受注者は、下請契約を締結する場合には、当該契約先として県内企業を優先１　受注者は、下請契約を締結する場合には、当該契約先として県内企業を優先１　受注者は、下請契約を締結する場合には、当該契約先として県内企業を優先１　受注者は、下請契約を締結する場合には、当該契約先として県内企業を優先１　受注者は、下請契約を締結する場合には、当該契約先として県内企業を優先１　受注者は、下請契約を締結する場合には、当該契約先として県内企業を優先

２　受注者は、本工事の施工に関する下請契約において、一次、二次以降問わず２　受注者は、本工事の施工に関する下請契約において、一次、二次以降問わず２　受注者は、本工事の施工に関する下請契約において、一次、二次以降問わず２　受注者は、本工事の施工に関する下請契約において、一次、二次以降問わず２　受注者は、本工事の施工に関する下請契約において、一次、二次以降問わず２　受注者は、本工事の施工に関する下請契約において、一次、二次以降問わず２　受注者は、本工事の施工に関する下請契約において、一次、二次以降問わず

　　県外企業を採用する場合は、当初施工計画書の提出時、その下請契約先と採　　県外企業を採用する場合は、当初施工計画書の提出時、その下請契約先と採　　県外企業を採用する場合は、当初施工計画書の提出時、その下請契約先と採　　県外企業を採用する場合は、当初施工計画書の提出時、その下請契約先と採　　県外企業を採用する場合は、当初施工計画書の提出時、その下請契約先と採　　県外企業を採用する場合は、当初施工計画書の提出時、その下請契約先と採　　県外企業を採用する場合は、当初施工計画書の提出時、その下請契約先と採

　　用理由を「調達報告書」に記入し、監督員に提出すること。また、県外企業　　用理由を「調達報告書」に記入し、監督員に提出すること。また、県外企業　　用理由を「調達報告書」に記入し、監督員に提出すること。また、県外企業　　用理由を「調達報告書」に記入し、監督員に提出すること。また、県外企業　　用理由を「調達報告書」に記入し、監督員に提出すること。また、県外企業　　用理由を「調達報告書」に記入し、監督員に提出すること。また、県外企業　　用理由を「調達報告書」に記入し、監督員に提出すること。また、県外企業

　　と。なお、変更があった場合には履行時に修正し提出すること（県外企業と　　と。なお、変更があった場合には履行時に修正し提出すること（県外企業と　　と。なお、変更があった場合には履行時に修正し提出すること（県外企業と　　と。なお、変更があった場合には履行時に修正し提出すること（県外企業と　　と。なお、変更があった場合には履行時に修正し提出すること（県外企業と　　と。なお、変更があった場合には履行時に修正し提出すること（県外企業と　　と。なお、変更があった場合には履行時に修正し提出すること（県外企業と

　　は県内企業以外をいう）。　　は県内企業以外をいう）。　　は県内企業以外をいう）。　　は県内企業以外をいう）。　　は県内企業以外をいう）。　　は県内企業以外をいう）。　　は県内企業以外をいう）。

３　受注者は、本工事に使用する材料について、県内資材で確保できる場合は、３　受注者は、本工事に使用する材料について、県内資材で確保できる場合は、３　受注者は、本工事に使用する材料について、県内資材で確保できる場合は、３　受注者は、本工事に使用する材料について、県内資材で確保できる場合は、３　受注者は、本工事に使用する材料について、県内資材で確保できる場合は、３　受注者は、本工事に使用する材料について、県内資材で確保できる場合は、３　受注者は、本工事に使用する材料について、県内資材で確保できる場合は、

４　受注者は、県外資材の調達に当たっては、県内に本社・本店のある代理店か４　受注者は、県外資材の調達に当たっては、県内に本社・本店のある代理店か４　受注者は、県外資材の調達に当たっては、県内に本社・本店のある代理店か４　受注者は、県外資材の調達に当たっては、県内に本社・本店のある代理店か４　受注者は、県外資材の調達に当たっては、県内に本社・本店のある代理店か４　受注者は、県外資材の調達に当たっては、県内に本社・本店のある代理店か４　受注者は、県外資材の調達に当たっては、県内に本社・本店のある代理店か

５　受注者は、本工事に使用する材料について、県外資材を使用する場合は、当５　受注者は、本工事に使用する材料について、県外資材を使用する場合は、当５　受注者は、本工事に使用する材料について、県外資材を使用する場合は、当５　受注者は、本工事に使用する材料について、県外資材を使用する場合は、当５　受注者は、本工事に使用する材料について、県外資材を使用する場合は、当５　受注者は、本工事に使用する材料について、県外資材を使用する場合は、当５　受注者は、本工事に使用する材料について、県外資材を使用する場合は、当

　　初施工計画書の提出時、その資材名と県内資材を使用しない理由を「調達報　　初施工計画書の提出時、その資材名と県内資材を使用しない理由を「調達報　　初施工計画書の提出時、その資材名と県内資材を使用しない理由を「調達報　　初施工計画書の提出時、その資材名と県内資材を使用しない理由を「調達報　　初施工計画書の提出時、その資材名と県内資材を使用しない理由を「調達報　　初施工計画書の提出時、その資材名と県内資材を使用しない理由を「調達報　　初施工計画書の提出時、その資材名と県内資材を使用しない理由を「調達報

　　告書」に記入し、監督員に提出すること。また、県外資材を使用しない場合　　告書」に記入し、監督員に提出すること。また、県外資材を使用しない場合　　告書」に記入し、監督員に提出すること。また、県外資材を使用しない場合　　告書」に記入し、監督員に提出すること。また、県外資材を使用しない場合　　告書」に記入し、監督員に提出すること。また、県外資材を使用しない場合　　告書」に記入し、監督員に提出すること。また、県外資材を使用しない場合　　告書」に記入し、監督員に提出すること。また、県外資材を使用しない場合

　　は「２．県外資材の調達」を記入せずに空欄のままで提出すること。なお、　　は「２．県外資材の調達」を記入せずに空欄のままで提出すること。なお、　　は「２．県外資材の調達」を記入せずに空欄のままで提出すること。なお、　　は「２．県外資材の調達」を記入せずに空欄のままで提出すること。なお、　　は「２．県外資材の調達」を記入せずに空欄のままで提出すること。なお、　　は「２．県外資材の調達」を記入せずに空欄のままで提出すること。なお、　　は「２．県外資材の調達」を記入せずに空欄のままで提出すること。なお、

　　変更があった場合には履行時に修正し提出すること。　　変更があった場合には履行時に修正し提出すること。　　変更があった場合には履行時に修正し提出すること。　　変更があった場合には履行時に修正し提出すること。　　変更があった場合には履行時に修正し提出すること。　　変更があった場合には履行時に修正し提出すること。　　変更があった場合には履行時に修正し提出すること。

６　「調達報告書」は新潟県ホームページから最新のものをダウンロードし、電６　「調達報告書」は新潟県ホームページから最新のものをダウンロードし、電６　「調達報告書」は新潟県ホームページから最新のものをダウンロードし、電６　「調達報告書」は新潟県ホームページから最新のものをダウンロードし、電６　「調達報告書」は新潟県ホームページから最新のものをダウンロードし、電６　「調達報告書」は新潟県ホームページから最新のものをダウンロードし、電６　「調達報告書」は新潟県ホームページから最新のものをダウンロードし、電

　　らの優先調達に努めるものとする。　　らの優先調達に努めるものとする。　　らの優先調達に努めるものとする。　　らの優先調達に努めるものとする。　　らの優先調達に努めるものとする。　　らの優先調達に努めるものとする。　　らの優先調達に努めるものとする。

　(1) 製造した企業の本社･本店の所在を問わず､県内の工場で製造されたもの｡　(1) 製造した企業の本社･本店の所在を問わず､県内の工場で製造されたもの｡　(1) 製造した企業の本社･本店の所在を問わず､県内の工場で製造されたもの｡　(1) 製造した企業の本社･本店の所在を問わず､県内の工場で製造されたもの｡　(1) 製造した企業の本社･本店の所在を問わず､県内の工場で製造されたもの｡　(1) 製造した企業の本社･本店の所在を問わず､県内の工場で製造されたもの｡　(1) 製造した企業の本社･本店の所在を問わず､県内の工場で製造されたもの｡

　(2) 製造された場所を問わず､県内に本社･本店のある企業が製造したもの｡　(2) 製造された場所を問わず､県内に本社･本店のある企業が製造したもの｡　(2) 製造された場所を問わず､県内に本社･本店のある企業が製造したもの｡　(2) 製造された場所を問わず､県内に本社･本店のある企業が製造したもの｡　(2) 製造された場所を問わず､県内に本社･本店のある企業が製造したもの｡　(2) 製造された場所を問わず､県内に本社･本店のある企業が製造したもの｡　(2) 製造された場所を問わず､県内に本社･本店のある企業が製造したもの｡

　　子データ(EXCEL形式)で提出すること。なお、記入に当たっては、新潟県ホ　　子データ(EXCEL形式)で提出すること。なお、記入に当たっては、新潟県ホ　　子データ(EXCEL形式)で提出すること。なお、記入に当たっては、新潟県ホ　　子データ(EXCEL形式)で提出すること。なお、記入に当たっては、新潟県ホ　　子データ(EXCEL形式)で提出すること。なお、記入に当たっては、新潟県ホ　　子データ(EXCEL形式)で提出すること。なお、記入に当たっては、新潟県ホ　　子データ(EXCEL形式)で提出すること。なお、記入に当たっては、新潟県ホ

　　ームページに掲載されている記入例を参照すること。　　ームページに掲載されている記入例を参照すること。　　ームページに掲載されている記入例を参照すること。　　ームページに掲載されている記入例を参照すること。　　ームページに掲載されている記入例を参照すること。　　ームページに掲載されている記入例を参照すること。　　ームページに掲載されている記入例を参照すること。

　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1201539661625.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1201539661625.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1201539661625.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1201539661625.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1201539661625.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1201539661625.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1201539661625.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1201539661625.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1201539661625.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1201539661625.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1201539661625.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1201539661625.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1201539661625.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1201539661625.html）

　なお、事故防止措置等の費用は変更協議の対象とする。　なお、事故防止措置等の費用は変更協議の対象とする。　なお、事故防止措置等の費用は変更協議の対象とする。　なお、事故防止措置等の費用は変更協議の対象とする。　なお、事故防止措置等の費用は変更協議の対象とする。　なお、事故防止措置等の費用は変更協議の対象とする。　なお、事故防止措置等の費用は変更協議の対象とする。

し、指示を受けること。し、指示を受けること。し、指示を受けること。し、指示を受けること。し、指示を受けること。し、指示を受けること。し、指示を受けること。

　　　の対象外とすることができる。　　　の対象外とすることができる。　　　の対象外とすることができる。　　　の対象外とすることができる。　　　の対象外とすることができる。　　　の対象外とすることができる。　　　の対象外とすることができる。

　　　打合せ簿により監督員と協議を行うものとする。　　　打合せ簿により監督員と協議を行うものとする。　　　打合せ簿により監督員と協議を行うものとする。　　　打合せ簿により監督員と協議を行うものとする。　　　打合せ簿により監督員と協議を行うものとする。　　　打合せ簿により監督員と協議を行うものとする。　　　打合せ簿により監督員と協議を行うものとする。

 試行実施要領は新潟県ホームページから入手できる。 試行実施要領は新潟県ホームページから入手できる。 試行実施要領は新潟県ホームページから入手できる。 試行実施要領は新潟県ホームページから入手できる。 試行実施要領は新潟県ホームページから入手できる。 試行実施要領は新潟県ホームページから入手できる。 試行実施要領は新潟県ホームページから入手できる。

　(1) 落札者が工事開始日の選択を希望する場合は、落札通知の日から起算して　(1) 落札者が工事開始日の選択を希望する場合は、落札通知の日から起算して　(1) 落札者が工事開始日の選択を希望する場合は、落札通知の日から起算して　(1) 落札者が工事開始日の選択を希望する場合は、落札通知の日から起算して　(1) 落札者が工事開始日の選択を希望する場合は、落札通知の日から起算して　(1) 落札者が工事開始日の選択を希望する場合は、落札通知の日から起算して　(1) 落札者が工事開始日の選択を希望する場合は、落札通知の日から起算して

　(1) 試行にあたっては『建設現場に設置する「快適トイレ」の試行実施要領』　(1) 試行にあたっては『建設現場に設置する「快適トイレ」の試行実施要領』　(1) 試行にあたっては『建設現場に設置する「快適トイレ」の試行実施要領』　(1) 試行にあたっては『建設現場に設置する「快適トイレ」の試行実施要領』　(1) 試行にあたっては『建設現場に設置する「快適トイレ」の試行実施要領』　(1) 試行にあたっては『建設現場に設置する「快適トイレ」の試行実施要領』　(1) 試行にあたっては『建設現場に設置する「快適トイレ」の試行実施要領』

　　　に基づき行うものとする。　　　に基づき行うものとする。　　　に基づき行うものとする。　　　に基づき行うものとする。　　　に基づき行うものとする。　　　に基づき行うものとする。　　　に基づき行うものとする。

  (2) 協議により適用する場合は、『建設現場に設置する「快適トイレ」の試行  (2) 協議により適用する場合は、『建設現場に設置する「快適トイレ」の試行  (2) 協議により適用する場合は、『建設現場に設置する「快適トイレ」の試行  (2) 協議により適用する場合は、『建設現場に設置する「快適トイレ」の試行  (2) 協議により適用する場合は、『建設現場に設置する「快適トイレ」の試行  (2) 協議により適用する場合は、『建設現場に設置する「快適トイレ」の試行  (2) 協議により適用する場合は、『建設現場に設置する「快適トイレ」の試行

　 　 実施要領』に基づき行うものとする。　 　 実施要領』に基づき行うものとする。　 　 実施要領』に基づき行うものとする。　 　 実施要領』に基づき行うものとする。　 　 実施要領』に基づき行うものとする。　 　 実施要領』に基づき行うものとする。　 　 実施要領』に基づき行うものとする。

・　本工事は、工事開始日を、発注者が指定する工事開始期限日の範囲内で受注・　本工事は、工事開始日を、発注者が指定する工事開始期限日の範囲内で受注・　本工事は、工事開始日を、発注者が指定する工事開始期限日の範囲内で受注・　本工事は、工事開始日を、発注者が指定する工事開始期限日の範囲内で受注・　本工事は、工事開始日を、発注者が指定する工事開始期限日の範囲内で受注・　本工事は、工事開始日を、発注者が指定する工事開始期限日の範囲内で受注・　本工事は、工事開始日を、発注者が指定する工事開始期限日の範囲内で受注

試行要領、様式等は新潟県ホームページから入手できる。試行要領、様式等は新潟県ホームページから入手できる。試行要領、様式等は新潟県ホームページから入手できる。試行要領、様式等は新潟県ホームページから入手できる。試行要領、様式等は新潟県ホームページから入手できる。試行要領、様式等は新潟県ホームページから入手できる。試行要領、様式等は新潟県ホームページから入手できる。

　(6) 直接元請負人は、下請負人に対して建設業退職金共済証紙又は退職金ポイ　(6) 直接元請負人は、下請負人に対して建設業退職金共済証紙又は退職金ポイ　(6) 直接元請負人は、下請負人に対して建設業退職金共済証紙又は退職金ポイ　(6) 直接元請負人は、下請負人に対して建設業退職金共済証紙又は退職金ポイ　(6) 直接元請負人は、下請負人に対して建設業退職金共済証紙又は退職金ポイ　(6) 直接元請負人は、下請負人に対して建設業退職金共済証紙又は退職金ポイ　(6) 直接元請負人は、下請負人に対して建設業退職金共済証紙又は退職金ポイ

　　　て指導すること。また、賃金については、公共工事設計労務単価と比べて　　　て指導すること。また、賃金については、公共工事設計労務単価と比べて　　　て指導すること。また、賃金については、公共工事設計労務単価と比べて　　　て指導すること。また、賃金については、公共工事設計労務単価と比べて　　　て指導すること。また、賃金については、公共工事設計労務単価と比べて　　　て指導すること。また、賃金については、公共工事設計労務単価と比べて　　　て指導すること。また、賃金については、公共工事設計労務単価と比べて

　　　合理的理由なしに著しく下回ることのないよう指導すること。　　　合理的理由なしに著しく下回ることのないよう指導すること。　　　合理的理由なしに著しく下回ることのないよう指導すること。　　　合理的理由なしに著しく下回ることのないよう指導すること。　　　合理的理由なしに著しく下回ることのないよう指導すること。　　　合理的理由なしに著しく下回ることのないよう指導すること。　　　合理的理由なしに著しく下回ることのないよう指導すること。

　　　ントを適正に交付若しくは充当するとともに、工事請負契約締結後原則１　　　ントを適正に交付若しくは充当するとともに、工事請負契約締結後原則１　　　ントを適正に交付若しくは充当するとともに、工事請負契約締結後原則１　　　ントを適正に交付若しくは充当するとともに、工事請負契約締結後原則１　　　ントを適正に交付若しくは充当するとともに、工事請負契約締結後原則１　　　ントを適正に交付若しくは充当するとともに、工事請負契約締結後原則１　　　ントを適正に交付若しくは充当するとともに、工事請負契約締結後原則１

(注２)(注２)(注２)(注２)(注２)(注２)(注２)

１１１１１１１ 地域保全型工事地域保全型工事地域保全型工事地域保全型工事地域保全型工事地域保全型工事地域保全型工事

の 適 用の 適 用の 適 用の 適 用の 適 用の 適 用の 適 用

・　対象工事である・　対象工事である・　対象工事である・　対象工事である・　対象工事である・　対象工事である・　対象工事である

　　本工事は、　　本工事は、　　本工事は、　　本工事は、　　本工事は、　　本工事は、　　本工事は、

　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※　対象工事でない※　対象工事でない※　対象工事でない※　対象工事でない※　対象工事でない※　対象工事でない※　対象工事でない

１　下請負する場合１　下請負する場合１　下請負する場合１　下請負する場合１　下請負する場合１　下請負する場合１　下請負する場合

　(1) 工事の品質確保、安全性の確保、公正な契約締結の促進及び適切な労働条　(1) 工事の品質確保、安全性の確保、公正な契約締結の促進及び適切な労働条　(1) 工事の品質確保、安全性の確保、公正な契約締結の促進及び適切な労働条　(1) 工事の品質確保、安全性の確保、公正な契約締結の促進及び適切な労働条　(1) 工事の品質確保、安全性の確保、公正な契約締結の促進及び適切な労働条　(1) 工事の品質確保、安全性の確保、公正な契約締結の促進及び適切な労働条　(1) 工事の品質確保、安全性の確保、公正な契約締結の促進及び適切な労働条

地域保全型工事地域保全型工事地域保全型工事地域保全型工事地域保全型工事地域保全型工事地域保全型工事２２２２２２２

の 実 施の 実 施の 実 施の 実 施の 実 施の 実 施の 実 施

　　　件の確保を図るため、下請けは二次までとする。　　　件の確保を図るため、下請けは二次までとする。　　　件の確保を図るため、下請けは二次までとする。　　　件の確保を図るため、下請けは二次までとする。　　　件の確保を図るため、下請けは二次までとする。　　　件の確保を図るため、下請けは二次までとする。　　　件の確保を図るため、下請けは二次までとする。

　(2) 工事を落札した建設業者（以下「直接元請負人」という。）は、原則とし　(2) 工事を落札した建設業者（以下「直接元請負人」という。）は、原則とし　(2) 工事を落札した建設業者（以下「直接元請負人」という。）は、原則とし　(2) 工事を落札した建設業者（以下「直接元請負人」という。）は、原則とし　(2) 工事を落札した建設業者（以下「直接元請負人」という。）は、原則とし　(2) 工事を落札した建設業者（以下「直接元請負人」という。）は、原則とし　(2) 工事を落札した建設業者（以下「直接元請負人」という。）は、原則とし

　　　て、管内に本店又は支店を有する下請負人へ下請負すること。また、再下　　　て、管内に本店又は支店を有する下請負人へ下請負すること。また、再下　　　て、管内に本店又は支店を有する下請負人へ下請負すること。また、再下　　　て、管内に本店又は支店を有する下請負人へ下請負すること。また、再下　　　て、管内に本店又は支店を有する下請負人へ下請負すること。また、再下　　　て、管内に本店又は支店を有する下請負人へ下請負すること。また、再下　　　て、管内に本店又は支店を有する下請負人へ下請負すること。また、再下

　　　請負する場合も同様とする。ただし、これによりがたい場合は、発注者と　　　請負する場合も同様とする。ただし、これによりがたい場合は、発注者と　　　請負する場合も同様とする。ただし、これによりがたい場合は、発注者と　　　請負する場合も同様とする。ただし、これによりがたい場合は、発注者と　　　請負する場合も同様とする。ただし、これによりがたい場合は、発注者と　　　請負する場合も同様とする。ただし、これによりがたい場合は、発注者と　　　請負する場合も同様とする。ただし、これによりがたい場合は、発注者と

　　　協議の上、決定するものとする。　　　協議の上、決定するものとする。　　　協議の上、決定するものとする。　　　協議の上、決定するものとする。　　　協議の上、決定するものとする。　　　協議の上、決定するものとする。　　　協議の上、決定するものとする。

　(3) 直接元請負人は、(4)及び(5)の条件の履行の確保を図るため、工事現場毎　(3) 直接元請負人は、(4)及び(5)の条件の履行の確保を図るため、工事現場毎　(3) 直接元請負人は、(4)及び(5)の条件の履行の確保を図るため、工事現場毎　(3) 直接元請負人は、(4)及び(5)の条件の履行の確保を図るため、工事現場毎　(3) 直接元請負人は、(4)及び(5)の条件の履行の確保を図るため、工事現場毎　(3) 直接元請負人は、(4)及び(5)の条件の履行の確保を図るため、工事現場毎　(3) 直接元請負人は、(4)及び(5)の条件の履行の確保を図るため、工事現場毎

　　　に、一次下請負人及び二次下請負人を指導する責任者（以下「下請負人指　　　に、一次下請負人及び二次下請負人を指導する責任者（以下「下請負人指　　　に、一次下請負人及び二次下請負人を指導する責任者（以下「下請負人指　　　に、一次下請負人及び二次下請負人を指導する責任者（以下「下請負人指　　　に、一次下請負人及び二次下請負人を指導する責任者（以下「下請負人指　　　に、一次下請負人及び二次下請負人を指導する責任者（以下「下請負人指　　　に、一次下請負人及び二次下請負人を指導する責任者（以下「下請負人指

　　　導責任者」という。）を配置し、下請負人指導責任者配置届（様式１）　　　導責任者」という。）を配置し、下請負人指導責任者配置届（様式１）　　　導責任者」という。）を配置し、下請負人指導責任者配置届（様式１）　　　導責任者」という。）を配置し、下請負人指導責任者配置届（様式１）　　　導責任者」という。）を配置し、下請負人指導責任者配置届（様式１）　　　導責任者」という。）を配置し、下請負人指導責任者配置届（様式１）　　　導責任者」という。）を配置し、下請負人指導責任者配置届（様式１）

　　　を着手届に併せて監督員へ提出すること。　　　を着手届に併せて監督員へ提出すること。　　　を着手届に併せて監督員へ提出すること。　　　を着手届に併せて監督員へ提出すること。　　　を着手届に併せて監督員へ提出すること。　　　を着手届に併せて監督員へ提出すること。　　　を着手届に併せて監督員へ提出すること。

　　　なお、下請負人指導責任者は、現場代理人と兼ねることができる。　　　なお、下請負人指導責任者は、現場代理人と兼ねることができる。　　　なお、下請負人指導責任者は、現場代理人と兼ねることができる。　　　なお、下請負人指導責任者は、現場代理人と兼ねることができる。　　　なお、下請負人指導責任者は、現場代理人と兼ねることができる。　　　なお、下請負人指導責任者は、現場代理人と兼ねることができる。　　　なお、下請負人指導責任者は、現場代理人と兼ねることができる。

　(4) 直接元請負人は、自社及び下請負人に対して、一括下請負の禁止、建設工　(4) 直接元請負人は、自社及び下請負人に対して、一括下請負の禁止、建設工　(4) 直接元請負人は、自社及び下請負人に対して、一括下請負の禁止、建設工　(4) 直接元請負人は、自社及び下請負人に対して、一括下請負の禁止、建設工　(4) 直接元請負人は、自社及び下請負人に対して、一括下請負の禁止、建設工　(4) 直接元請負人は、自社及び下請負人に対して、一括下請負の禁止、建設工　(4) 直接元請負人は、自社及び下請負人に対して、一括下請負の禁止、建設工

　　　事の現場における専任技術者の設置、適切な下請取引の確保等に係る建設　　　事の現場における専任技術者の設置、適切な下請取引の確保等に係る建設　　　事の現場における専任技術者の設置、適切な下請取引の確保等に係る建設　　　事の現場における専任技術者の設置、適切な下請取引の確保等に係る建設　　　事の現場における専任技術者の設置、適切な下請取引の確保等に係る建設　　　事の現場における専任技術者の設置、適切な下請取引の確保等に係る建設　　　事の現場における専任技術者の設置、適切な下請取引の確保等に係る建設

　　　業法の規定を遵守させること。また、「施工体制チェックリスト」（様式　　　業法の規定を遵守させること。また、「施工体制チェックリスト」（様式　　　業法の規定を遵守させること。また、「施工体制チェックリスト」（様式　　　業法の規定を遵守させること。また、「施工体制チェックリスト」（様式　　　業法の規定を遵守させること。また、「施工体制チェックリスト」（様式　　　業法の規定を遵守させること。また、「施工体制チェックリスト」（様式　　　業法の規定を遵守させること。また、「施工体制チェックリスト」（様式

　　　２）　､「建設業法令遵守ガイドライン・チェックリスト」（様式３）　　　　２）　､「建設業法令遵守ガイドライン・チェックリスト」（様式３）　　　　２）　､「建設業法令遵守ガイドライン・チェックリスト」（様式３）　　　　２）　､「建設業法令遵守ガイドライン・チェックリスト」（様式３）　　　　２）　､「建設業法令遵守ガイドライン・チェックリスト」（様式３）　　　　２）　､「建設業法令遵守ガイドライン・チェックリスト」（様式３）　　　　２）　､「建設業法令遵守ガイドライン・チェックリスト」（様式３）　

　　　により、建設業法令の遵守状況を点検すること。　　　により、建設業法令の遵守状況を点検すること。　　　により、建設業法令の遵守状況を点検すること。　　　により、建設業法令の遵守状況を点検すること。　　　により、建設業法令の遵守状況を点検すること。　　　により、建設業法令の遵守状況を点検すること。　　　により、建設業法令の遵守状況を点検すること。

　(5) 直接元請負人は、技能労働者の労働条件の改善を図るため、一次下請負人　(5) 直接元請負人は、技能労働者の労働条件の改善を図るため、一次下請負人　(5) 直接元請負人は、技能労働者の労働条件の改善を図るため、一次下請負人　(5) 直接元請負人は、技能労働者の労働条件の改善を図るため、一次下請負人　(5) 直接元請負人は、技能労働者の労働条件の改善を図るため、一次下請負人　(5) 直接元請負人は、技能労働者の労働条件の改善を図るため、一次下請負人　(5) 直接元請負人は、技能労働者の労働条件の改善を図るため、一次下請負人

　　　及び二次下請負人に対し、社会保険・労働保険・建退共等への加入につい　　　及び二次下請負人に対し、社会保険・労働保険・建退共等への加入につい　　　及び二次下請負人に対し、社会保険・労働保険・建退共等への加入につい　　　及び二次下請負人に対し、社会保険・労働保険・建退共等への加入につい　　　及び二次下請負人に対し、社会保険・労働保険・建退共等への加入につい　　　及び二次下請負人に対し、社会保険・労働保険・建退共等への加入につい　　　及び二次下請負人に対し、社会保険・労働保険・建退共等への加入につい

　　　か月以内（電子申請方式による場合にあっては、工事請負契約締結後原則　　　か月以内（電子申請方式による場合にあっては、工事請負契約締結後原則　　　か月以内（電子申請方式による場合にあっては、工事請負契約締結後原則　　　か月以内（電子申請方式による場合にあっては、工事請負契約締結後原則　　　か月以内（電子申請方式による場合にあっては、工事請負契約締結後原則　　　か月以内（電子申請方式による場合にあっては、工事請負契約締結後原則　　　か月以内（電子申請方式による場合にあっては、工事請負契約締結後原則

　　　40日以内）に、発注機関へ「建設業退職金共済証紙購入状況報告書（地域　　　40日以内）に、発注機関へ「建設業退職金共済証紙購入状況報告書（地域　　　40日以内）に、発注機関へ「建設業退職金共済証紙購入状況報告書（地域　　　40日以内）に、発注機関へ「建設業退職金共済証紙購入状況報告書（地域　　　40日以内）に、発注機関へ「建設業退職金共済証紙購入状況報告書（地域　　　40日以内）に、発注機関へ「建設業退職金共済証紙購入状況報告書（地域　　　40日以内）に、発注機関へ「建設業退職金共済証紙購入状況報告書（地域

　　　工事用)」（様式４－１及び様式４－２）　又は「建設業退職金共済退職　　　工事用)」（様式４－１及び様式４－２）　又は「建設業退職金共済退職　　　工事用)」（様式４－１及び様式４－２）　又は「建設業退職金共済退職　　　工事用)」（様式４－１及び様式４－２）　又は「建設業退職金共済退職　　　工事用)」（様式４－１及び様式４－２）　又は「建設業退職金共済退職　　　工事用)」（様式４－１及び様式４－２）　又は「建設業退職金共済退職　　　工事用)」（様式４－１及び様式４－２）　又は「建設業退職金共済退職

　　　金ポイント購入状況報告書(地域保全型工事用)」（様式５－１及び様式５　　　金ポイント購入状況報告書(地域保全型工事用)」（様式５－１及び様式５　　　金ポイント購入状況報告書(地域保全型工事用)」（様式５－１及び様式５　　　金ポイント購入状況報告書(地域保全型工事用)」（様式５－１及び様式５　　　金ポイント購入状況報告書(地域保全型工事用)」（様式５－１及び様式５　　　金ポイント購入状況報告書(地域保全型工事用)」（様式５－１及び様式５　　　金ポイント購入状況報告書(地域保全型工事用)」（様式５－１及び様式５

　　　－２）　を提出すること。　　　－２）　を提出すること。　　　－２）　を提出すること。　　　－２）　を提出すること。　　　－２）　を提出すること。　　　－２）　を提出すること。　　　－２）　を提出すること。

　(7) 直接元請負人は、県の前金払い・中間前金払い・部分払い制度及び「地域　(7) 直接元請負人は、県の前金払い・中間前金払い・部分払い制度及び「地域　(7) 直接元請負人は、県の前金払い・中間前金払い・部分払い制度及び「地域　(7) 直接元請負人は、県の前金払い・中間前金払い・部分払い制度及び「地域　(7) 直接元請負人は、県の前金払い・中間前金払い・部分払い制度及び「地域　(7) 直接元請負人は、県の前金払い・中間前金払い・部分払い制度及び「地域　(7) 直接元請負人は、県の前金払い・中間前金払い・部分払い制度及び「地域

　　　建設業経営強化融資制度」などを積極的に利用することにより、下請負人　　　建設業経営強化融資制度」などを積極的に利用することにより、下請負人　　　建設業経営強化融資制度」などを積極的に利用することにより、下請負人　　　建設業経営強化融資制度」などを積極的に利用することにより、下請負人　　　建設業経営強化融資制度」などを積極的に利用することにより、下請負人　　　建設業経営強化融資制度」などを積極的に利用することにより、下請負人　　　建設業経営強化融資制度」などを積極的に利用することにより、下請負人

　　　の資金需要に対し、的確かつ迅速に対応し、請負代金等を巡る紛争が生じ　　　の資金需要に対し、的確かつ迅速に対応し、請負代金等を巡る紛争が生じ　　　の資金需要に対し、的確かつ迅速に対応し、請負代金等を巡る紛争が生じ　　　の資金需要に対し、的確かつ迅速に対応し、請負代金等を巡る紛争が生じ　　　の資金需要に対し、的確かつ迅速に対応し、請負代金等を巡る紛争が生じ　　　の資金需要に対し、的確かつ迅速に対応し、請負代金等を巡る紛争が生じ　　　の資金需要に対し、的確かつ迅速に対応し、請負代金等を巡る紛争が生じ

　　　ないように努めること。　　　ないように努めること。　　　ないように努めること。　　　ないように努めること。　　　ないように努めること。　　　ないように努めること。　　　ないように努めること。

　(8) 直接元請負人は、下請契約を締結したときは、施工体制台帳及び施工体系　(8) 直接元請負人は、下請契約を締結したときは、施工体制台帳及び施工体系　(8) 直接元請負人は、下請契約を締結したときは、施工体制台帳及び施工体系　(8) 直接元請負人は、下請契約を締結したときは、施工体制台帳及び施工体系　(8) 直接元請負人は、下請契約を締結したときは、施工体制台帳及び施工体系　(8) 直接元請負人は、下請契約を締結したときは、施工体制台帳及び施工体系　(8) 直接元請負人は、下請契約を締結したときは、施工体制台帳及び施工体系

　　　図を作成し、その写しを発注機関へ提出すること。　　　図を作成し、その写しを発注機関へ提出すること。　　　図を作成し、その写しを発注機関へ提出すること。　　　図を作成し、その写しを発注機関へ提出すること。　　　図を作成し、その写しを発注機関へ提出すること。　　　図を作成し、その写しを発注機関へ提出すること。　　　図を作成し、その写しを発注機関へ提出すること。

２　下請負しない場合２　下請負しない場合２　下請負しない場合２　下請負しない場合２　下請負しない場合２　下請負しない場合２　下請負しない場合

　　工事請負契約締結後原則１か月以内（電子申請方式による場合にあっては、　　工事請負契約締結後原則１か月以内（電子申請方式による場合にあっては、　　工事請負契約締結後原則１か月以内（電子申請方式による場合にあっては、　　工事請負契約締結後原則１か月以内（電子申請方式による場合にあっては、　　工事請負契約締結後原則１か月以内（電子申請方式による場合にあっては、　　工事請負契約締結後原則１か月以内（電子申請方式による場合にあっては、　　工事請負契約締結後原則１か月以内（電子申請方式による場合にあっては、

　　工事請負契約締結後原則40日以内）に、発注機関へ「建設業退職金共済証紙　　工事請負契約締結後原則40日以内）に、発注機関へ「建設業退職金共済証紙　　工事請負契約締結後原則40日以内）に、発注機関へ「建設業退職金共済証紙　　工事請負契約締結後原則40日以内）に、発注機関へ「建設業退職金共済証紙　　工事請負契約締結後原則40日以内）に、発注機関へ「建設業退職金共済証紙　　工事請負契約締結後原則40日以内）に、発注機関へ「建設業退職金共済証紙　　工事請負契約締結後原則40日以内）に、発注機関へ「建設業退職金共済証紙

　　共済退職金ポイント購入状況報告書(地域保全型工事用)」（様式５－１）　　共済退職金ポイント購入状況報告書(地域保全型工事用)」（様式５－１）　　共済退職金ポイント購入状況報告書(地域保全型工事用)」（様式５－１）　　共済退職金ポイント購入状況報告書(地域保全型工事用)」（様式５－１）　　共済退職金ポイント購入状況報告書(地域保全型工事用)」（様式５－１）　　共済退職金ポイント購入状況報告書(地域保全型工事用)」（様式５－１）　　共済退職金ポイント購入状況報告書(地域保全型工事用)」（様式５－１）

　　購入状況報告書(地域保全型工事用)」（様式４－１）　又は「建設業退職金　　購入状況報告書(地域保全型工事用)」（様式４－１）　又は「建設業退職金　　購入状況報告書(地域保全型工事用)」（様式４－１）　又は「建設業退職金　　購入状況報告書(地域保全型工事用)」（様式４－１）　又は「建設業退職金　　購入状況報告書(地域保全型工事用)」（様式４－１）　又は「建設業退職金　　購入状況報告書(地域保全型工事用)」（様式４－１）　又は「建設業退職金　　購入状況報告書(地域保全型工事用)」（様式４－１）　又は「建設業退職金

　　を提出すること。　　を提出すること。　　を提出すること。　　を提出すること。　　を提出すること。　　を提出すること。　　を提出すること。

(注)各種報告書等は､新潟県ホームページから最新のものをダウンロードすること。(注)各種報告書等は､新潟県ホームページから最新のものをダウンロードすること。(注)各種報告書等は､新潟県ホームページから最新のものをダウンロードすること。(注)各種報告書等は､新潟県ホームページから最新のものをダウンロードすること。(注)各種報告書等は､新潟県ホームページから最新のものをダウンロードすること。(注)各種報告書等は､新潟県ホームページから最新のものをダウンロードすること。(注)各種報告書等は､新潟県ホームページから最新のものをダウンロードすること。

対 象 工 事対 象 工 事対 象 工 事対 象 工 事対 象 工 事対 象 工 事対 象 工 事

発注者発注者発注者発注者発注者発注者発注者

変 更変 更変 更変 更変 更変 更変 更

図面番号図面番号図面番号図面番号図面番号図面番号図面番号

縮 尺縮 尺縮 尺縮 尺縮 尺縮 尺縮 尺 電電電電電電電意意意意意意意

構構構構構構構 機機機機機機機

番号に○印を付けたものを適用する。番号に○印を付けたものを適用する。番号に○印を付けたものを適用する。番号に○印を付けたものを適用する。番号に○印を付けたものを適用する。番号に○印を付けたものを適用する。番号に○印を付けたものを適用する。

工事名称工事名称工事名称工事名称工事名称工事名称工事名称

図面名称図面名称図面名称図面名称図面名称図面名称図面名称

FreeFreeFreeFreeFreeFreeFree共通事項特記仕様書１共通事項特記仕様書１共通事項特記仕様書１共通事項特記仕様書１共通事項特記仕様書１共通事項特記仕様書１共通事項特記仕様書１

　　　る。　　　る。　　　る。　　　る。　　　る。　　　る。　　　る。

(注)(注)(注)(注)(注)(注)(注)

(注)(注)(注)(注)(注)(注)(注) (注)(注)(注)(注)(注)(注)(注)

(注)(注)(注)(注)(注)(注)(注)

(注)(注)(注)(注)(注)(注)(注)

(注)(注)(注)(注)(注)(注)(注)

(注)(注)(注)(注)(注)(注)(注)

　　実施要領は、新潟県ホームページから入手できる。　　実施要領は、新潟県ホームページから入手できる。　　実施要領は、新潟県ホームページから入手できる。　　実施要領は、新潟県ホームページから入手できる。　　実施要領は、新潟県ホームページから入手できる。　　実施要領は、新潟県ホームページから入手できる。　　実施要領は、新潟県ホームページから入手できる。

　　その他詳細は、実施要領（令和７年10月20日以降適用）を確認すること。　　その他詳細は、実施要領（令和７年10月20日以降適用）を確認すること。　　その他詳細は、実施要領（令和７年10月20日以降適用）を確認すること。　　その他詳細は、実施要領（令和７年10月20日以降適用）を確認すること。　　その他詳細は、実施要領（令和７年10月20日以降適用）を確認すること。　　その他詳細は、実施要領（令和７年10月20日以降適用）を確認すること。　　その他詳細は、実施要領（令和７年10月20日以降適用）を確認すること。

※「週休２日促進工事（発注者指定方式（通期））」※「週休２日促進工事（発注者指定方式（通期））」※「週休２日促進工事（発注者指定方式（通期））」※「週休２日促進工事（発注者指定方式（通期））」※「週休２日促進工事（発注者指定方式（通期））」※「週休２日促進工事（発注者指定方式（通期））」※「週休２日促進工事（発注者指定方式（通期））」

　　日促進工事（発注者指定方式（通期）」である。　　日促進工事（発注者指定方式（通期）」である。　　日促進工事（発注者指定方式（通期）」である。　　日促進工事（発注者指定方式（通期）」である。　　日促進工事（発注者指定方式（通期）」である。　　日促進工事（発注者指定方式（通期）」である。　　日促進工事（発注者指定方式（通期）」である。

　　に基づき、「完全週休２日（土日）及び月単位の週休２日」又は「月単位の　　に基づき、「完全週休２日（土日）及び月単位の週休２日」又は「月単位の　　に基づき、「完全週休２日（土日）及び月単位の週休２日」又は「月単位の　　に基づき、「完全週休２日（土日）及び月単位の週休２日」又は「月単位の　　に基づき、「完全週休２日（土日）及び月単位の週休２日」又は「月単位の　　に基づき、「完全週休２日（土日）及び月単位の週休２日」又は「月単位の　　に基づき、「完全週休２日（土日）及び月単位の週休２日」又は「月単位の

　　受注者は『営繕工事における週休２日促進工事実施要領（新潟県土木部）』　　受注者は『営繕工事における週休２日促進工事実施要領（新潟県土木部）』　　受注者は『営繕工事における週休２日促進工事実施要領（新潟県土木部）』　　受注者は『営繕工事における週休２日促進工事実施要領（新潟県土木部）』　　受注者は『営繕工事における週休２日促進工事実施要領（新潟県土木部）』　　受注者は『営繕工事における週休２日促進工事実施要領（新潟県土木部）』　　受注者は『営繕工事における週休２日促進工事実施要領（新潟県土木部）』

　　閉所予定日」（分離発注工事の場合は「現場休息の予定日」）を記載した　　閉所予定日」（分離発注工事の場合は「現場休息の予定日」）を記載した　　閉所予定日」（分離発注工事の場合は「現場休息の予定日」）を記載した　　閉所予定日」（分離発注工事の場合は「現場休息の予定日」）を記載した　　閉所予定日」（分離発注工事の場合は「現場休息の予定日」）を記載した　　閉所予定日」（分離発注工事の場合は「現場休息の予定日」）を記載した　　閉所予定日」（分離発注工事の場合は「現場休息の予定日」）を記載した

　　「実施工程表」等を作成し、監督員の確認を得た上で提出し、週休２日に取　　「実施工程表」等を作成し、監督員の確認を得た上で提出し、週休２日に取　　「実施工程表」等を作成し、監督員の確認を得た上で提出し、週休２日に取　　「実施工程表」等を作成し、監督員の確認を得た上で提出し、週休２日に取　　「実施工程表」等を作成し、監督員の確認を得た上で提出し、週休２日に取　　「実施工程表」等を作成し、監督員の確認を得た上で提出し、週休２日に取　　「実施工程表」等を作成し、監督員の確認を得た上で提出し、週休２日に取

　　り組むものとする。工事着手後に、工程計画の見直し等が生じた場合には、　　り組むものとする。工事着手後に、工程計画の見直し等が生じた場合には、　　り組むものとする。工事着手後に、工程計画の見直し等が生じた場合には、　　り組むものとする。工事着手後に、工程計画の見直し等が生じた場合には、　　り組むものとする。工事着手後に、工程計画の見直し等が生じた場合には、　　り組むものとする。工事着手後に、工程計画の見直し等が生じた場合には、　　り組むものとする。工事着手後に、工程計画の見直し等が生じた場合には、

　　その都度、「実施工程表」等を提出するものとする。　　その都度、「実施工程表」等を提出するものとする。　　その都度、「実施工程表」等を提出するものとする。　　その都度、「実施工程表」等を提出するものとする。　　その都度、「実施工程表」等を提出するものとする。　　その都度、「実施工程表」等を提出するものとする。　　その都度、「実施工程表」等を提出するものとする。

　　受注者は、工事着手前に、希望した週休２日の取得計画が確認できる「現場　　受注者は、工事着手前に、希望した週休２日の取得計画が確認できる「現場　　受注者は、工事着手前に、希望した週休２日の取得計画が確認できる「現場　　受注者は、工事着手前に、希望した週休２日の取得計画が確認できる「現場　　受注者は、工事着手前に、希望した週休２日の取得計画が確認できる「現場　　受注者は、工事着手前に、希望した週休２日の取得計画が確認できる「現場　　受注者は、工事着手前に、希望した週休２日の取得計画が確認できる「現場

　　等で報告するものとする。　　等で報告するものとする。　　等で報告するものとする。　　等で報告するものとする。　　等で報告するものとする。　　等で報告するものとする。　　等で報告するものとする。

・「週休２日促進工事（発注者指定方式（完全週休２日（土日）））」・「週休２日促進工事（発注者指定方式（完全週休２日（土日）））」・「週休２日促進工事（発注者指定方式（完全週休２日（土日）））」・「週休２日促進工事（発注者指定方式（完全週休２日（土日）））」・「週休２日促進工事（発注者指定方式（完全週休２日（土日）））」・「週休２日促進工事（発注者指定方式（完全週休２日（土日）））」・「週休２日促進工事（発注者指定方式（完全週休２日（土日）））」

　　本工事は、発注者が完全週休２日（土日）に取り組むことを指定する新潟県　　本工事は、発注者が完全週休２日（土日）に取り組むことを指定する新潟県　　本工事は、発注者が完全週休２日（土日）に取り組むことを指定する新潟県　　本工事は、発注者が完全週休２日（土日）に取り組むことを指定する新潟県　　本工事は、発注者が完全週休２日（土日）に取り組むことを指定する新潟県　　本工事は、発注者が完全週休２日（土日）に取り組むことを指定する新潟県　　本工事は、発注者が完全週休２日（土日）に取り組むことを指定する新潟県

　「週休２日促進工事（発注者指定方式（完全週休２日（土日））」である。　「週休２日促進工事（発注者指定方式（完全週休２日（土日））」である。　「週休２日促進工事（発注者指定方式（完全週休２日（土日））」である。　「週休２日促進工事（発注者指定方式（完全週休２日（土日））」である。　「週休２日促進工事（発注者指定方式（完全週休２日（土日））」である。　「週休２日促進工事（発注者指定方式（完全週休２日（土日））」である。　「週休２日促進工事（発注者指定方式（完全週休２日（土日））」である。

　　受注者は『営繕工事における週休２日促進工事実施要領（新潟県土木部）』　　受注者は『営繕工事における週休２日促進工事実施要領（新潟県土木部）』　　受注者は『営繕工事における週休２日促進工事実施要領（新潟県土木部）』　　受注者は『営繕工事における週休２日促進工事実施要領（新潟県土木部）』　　受注者は『営繕工事における週休２日促進工事実施要領（新潟県土木部）』　　受注者は『営繕工事における週休２日促進工事実施要領（新潟県土木部）』　　受注者は『営繕工事における週休２日促進工事実施要領（新潟県土木部）』

　　現場閉所予定日」（分離発注工事の場合は「現場休息の予定日」）を記載し　　現場閉所予定日」（分離発注工事の場合は「現場休息の予定日」）を記載し　　現場閉所予定日」（分離発注工事の場合は「現場休息の予定日」）を記載し　　現場閉所予定日」（分離発注工事の場合は「現場休息の予定日」）を記載し　　現場閉所予定日」（分離発注工事の場合は「現場休息の予定日」）を記載し　　現場閉所予定日」（分離発注工事の場合は「現場休息の予定日」）を記載し　　現場閉所予定日」（分離発注工事の場合は「現場休息の予定日」）を記載し

　　に基づき、工事着手前に、完全週休２日（土日）の取得計画が確認できる「　　に基づき、工事着手前に、完全週休２日（土日）の取得計画が確認できる「　　に基づき、工事着手前に、完全週休２日（土日）の取得計画が確認できる「　　に基づき、工事着手前に、完全週休２日（土日）の取得計画が確認できる「　　に基づき、工事着手前に、完全週休２日（土日）の取得計画が確認できる「　　に基づき、工事着手前に、完全週休２日（土日）の取得計画が確認できる「　　に基づき、工事着手前に、完全週休２日（土日）の取得計画が確認できる「

　　た「実施工程表」等を作成し、監督員の確認を得た上で提出し、週休２日に　　た「実施工程表」等を作成し、監督員の確認を得た上で提出し、週休２日に　　た「実施工程表」等を作成し、監督員の確認を得た上で提出し、週休２日に　　た「実施工程表」等を作成し、監督員の確認を得た上で提出し、週休２日に　　た「実施工程表」等を作成し、監督員の確認を得た上で提出し、週休２日に　　た「実施工程表」等を作成し、監督員の確認を得た上で提出し、週休２日に　　た「実施工程表」等を作成し、監督員の確認を得た上で提出し、週休２日に

　　取り組むものとする。工事着手後に、工程計画の見直し等が生じた場合には、　　取り組むものとする。工事着手後に、工程計画の見直し等が生じた場合には、　　取り組むものとする。工事着手後に、工程計画の見直し等が生じた場合には、　　取り組むものとする。工事着手後に、工程計画の見直し等が生じた場合には、　　取り組むものとする。工事着手後に、工程計画の見直し等が生じた場合には、　　取り組むものとする。工事着手後に、工程計画の見直し等が生じた場合には、　　取り組むものとする。工事着手後に、工程計画の見直し等が生じた場合には、

　　その都度、「実施工程表」等を提出するものとする。　　その都度、「実施工程表」等を提出するものとする。　　その都度、「実施工程表」等を提出するものとする。　　その都度、「実施工程表」等を提出するものとする。　　その都度、「実施工程表」等を提出するものとする。　　その都度、「実施工程表」等を提出するものとする。　　その都度、「実施工程表」等を提出するものとする。

　　週休２日」の取り組みの希望の有無を工事着手前に、監督員に工事打合せ簿　　週休２日」の取り組みの希望の有無を工事着手前に、監督員に工事打合せ簿　　週休２日」の取り組みの希望の有無を工事着手前に、監督員に工事打合せ簿　　週休２日」の取り組みの希望の有無を工事着手前に、監督員に工事打合せ簿　　週休２日」の取り組みの希望の有無を工事着手前に、監督員に工事打合せ簿　　週休２日」の取り組みの希望の有無を工事着手前に、監督員に工事打合せ簿　　週休２日」の取り組みの希望の有無を工事着手前に、監督員に工事打合せ簿

　　本工事は、発注者が通期の週休２日に取り組むことを指定する新潟県「週休２　　本工事は、発注者が通期の週休２日に取り組むことを指定する新潟県「週休２　　本工事は、発注者が通期の週休２日に取り組むことを指定する新潟県「週休２　　本工事は、発注者が通期の週休２日に取り組むことを指定する新潟県「週休２　　本工事は、発注者が通期の週休２日に取り組むことを指定する新潟県「週休２　　本工事は、発注者が通期の週休２日に取り組むことを指定する新潟県「週休２　　本工事は、発注者が通期の週休２日に取り組むことを指定する新潟県「週休２

　　　https://moon.calsasp.jp/portal/niigata/）　　　https://moon.calsasp.jp/portal/niigata/）　　　https://moon.calsasp.jp/portal/niigata/）　　　https://moon.calsasp.jp/portal/niigata/）　　　https://moon.calsasp.jp/portal/niigata/）　　　https://moon.calsasp.jp/portal/niigata/）　　　https://moon.calsasp.jp/portal/niigata/）

電子納品・電子検査実施要領」による。電子納品・電子検査実施要領」による。電子納品・電子検査実施要領」による。電子納品・電子検査実施要領」による。電子納品・電子検査実施要領」による。電子納品・電子検査実施要領」による。電子納品・電子検査実施要領」による。

(注４)新潟県CALS/ECホームページにて公表する。(注４)新潟県CALS/ECホームページにて公表する。(注４)新潟県CALS/ECホームページにて公表する。(注４)新潟県CALS/ECホームページにて公表する。(注４)新潟県CALS/ECホームページにて公表する。(注４)新潟県CALS/ECホームページにて公表する。(注４)新潟県CALS/ECホームページにて公表する。

　　　で交換された書類等）をパソコンで電子的に検査すること」をいう。　　　で交換された書類等）をパソコンで電子的に検査すること」をいう。　　　で交換された書類等）をパソコンで電子的に検査すること」をいう。　　　で交換された書類等）をパソコンで電子的に検査すること」をいう。　　　で交換された書類等）をパソコンで電子的に検査すること」をいう。　　　で交換された書類等）をパソコンで電子的に検査すること」をいう。　　　で交換された書類等）をパソコンで電子的に検査すること」をいう。

(注３)電子検査とは、「電子納品された最終成果物（写真、新潟県CALSシステム(注３)電子検査とは、「電子納品された最終成果物（写真、新潟県CALSシステム(注３)電子検査とは、「電子納品された最終成果物（写真、新潟県CALSシステム(注３)電子検査とは、「電子納品された最終成果物（写真、新潟県CALSシステム(注３)電子検査とは、「電子納品された最終成果物（写真、新潟県CALSシステム(注３)電子検査とは、「電子納品された最終成果物（写真、新潟県CALSシステム(注３)電子検査とは、「電子納品された最終成果物（写真、新潟県CALSシステム

　　　の「新潟県電子納品・電子検査実施要領」に基づいて作成された電子データ　　　の「新潟県電子納品・電子検査実施要領」に基づいて作成された電子データ　　　の「新潟県電子納品・電子検査実施要領」に基づいて作成された電子データ　　　の「新潟県電子納品・電子検査実施要領」に基づいて作成された電子データ　　　の「新潟県電子納品・電子検査実施要領」に基づいて作成された電子データ　　　の「新潟県電子納品・電子検査実施要領」に基づいて作成された電子データ　　　の「新潟県電子納品・電子検査実施要領」に基づいて作成された電子データ

　　　を指す。　　　を指す。　　　を指す。　　　を指す。　　　を指す。　　　を指す。　　　を指す。

　　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/denshinouhin-denshikensa.html）　　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/denshinouhin-denshikensa.html）　　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/denshinouhin-denshikensa.html）　　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/denshinouhin-denshikensa.html）　　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/denshinouhin-denshikensa.html）　　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/denshinouhin-denshikensa.html）　　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/denshinouhin-denshikensa.html）

　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1201539661625.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1201539661625.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1201539661625.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1201539661625.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1201539661625.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1201539661625.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1201539661625.html）

　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/dobokukanri/1194797758071.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/dobokukanri/1194797758071.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/dobokukanri/1194797758071.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/dobokukanri/1194797758071.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/dobokukanri/1194797758071.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/dobokukanri/1194797758071.html）　　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/dobokukanri/1194797758071.html）

（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1356857978573.html）（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1356857978573.html）（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1356857978573.html）（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1356857978573.html）（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1356857978573.html）（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1356857978573.html）（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1356857978573.html）

　　(https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1356857978573.html)　　(https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1356857978573.html)　　(https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1356857978573.html)　　(https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1356857978573.html)　　(https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1356857978573.html)　　(https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1356857978573.html)　　(https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1356857978573.html)

Ver. 080401Ver. 080401Ver. 080401Ver. 080401Ver. 080401Ver. 080401Ver. 080401

・　認めない・　認めない・　認めない・　認めない・　認めない・　認めない・　認めない

・ 　 認める（  ・ 兼任する工事の契約金額が１ 件あたり4, 500万円未満・ 　 認める（  ・ 兼任する工事の契約金額が１ 件あたり4, 500万円未満・ 　 認める（  ・ 兼任する工事の契約金額が１ 件あたり4, 500万円未満・ 　 認める（  ・ 兼任する工事の契約金額が１ 件あたり4, 500万円未満・ 　 認める（  ・ 兼任する工事の契約金額が１ 件あたり4, 500万円未満・ 　 認める（  ・ 兼任する工事の契約金額が１ 件あたり4, 500万円未満・ 　 認める（  ・ 兼任する工事の契約金額が１ 件あたり4, 500万円未満

（県発注工事全体で５件まで）（県発注工事全体で５件まで）（県発注工事全体で５件まで）（県発注工事全体で５件まで）（県発注工事全体で５件まで）（県発注工事全体で５件まで）（県発注工事全体で５件まで）

・金額上限なし（指定工事・金額上限なし（指定工事・金額上限なし（指定工事・金額上限なし（指定工事・金額上限なし（指定工事・金額上限なし（指定工事・金額上限なし（指定工事

　第３項第１号（専任特例１号）の適用を受ける主任技術者又は　第３項第１号（専任特例１号）の適用を受ける主任技術者又は　第３項第１号（専任特例１号）の適用を受ける主任技術者又は　第３項第１号（専任特例１号）の適用を受ける主任技術者又は　第３項第１号（専任特例１号）の適用を受ける主任技術者又は　第３項第１号（専任特例１号）の適用を受ける主任技術者又は　第３項第１号（専任特例１号）の適用を受ける主任技術者又は

・「技術者に関する特記仕様書」の「２（１）建設業法第 26条・「技術者に関する特記仕様書」の「２（１）建設業法第 26条・「技術者に関する特記仕様書」の「２（１）建設業法第 26条・「技術者に関する特記仕様書」の「２（１）建設業法第 26条・「技術者に関する特記仕様書」の「２（１）建設業法第 26条・「技術者に関する特記仕様書」の「２（１）建設業法第 26条・「技術者に関する特記仕様書」の「２（１）建設業法第 26条

　監理技術者」により、主任技術者又は監理技術者が兼務　監理技術者」により、主任技術者又は監理技術者が兼務　監理技術者」により、主任技術者又は監理技術者が兼務　監理技術者」により、主任技術者又は監理技術者が兼務　監理技術者」により、主任技術者又は監理技術者が兼務　監理技術者」により、主任技術者又は監理技術者が兼務　監理技術者」により、主任技術者又は監理技術者が兼務

・「技術者に関する特記仕様書」の「２（３）建設業法施行令・「技術者に関する特記仕様書」の「２（３）建設業法施行令・「技術者に関する特記仕様書」の「２（３）建設業法施行令・「技術者に関する特記仕様書」の「２（３）建設業法施行令・「技術者に関する特記仕様書」の「２（３）建設業法施行令・「技術者に関する特記仕様書」の「２（３）建設業法施行令・「技術者に関する特記仕様書」の「２（３）建設業法施行令

　第 27 条第２項に該当する場合」により、主任技術者が兼務　第 27 条第２項に該当する場合」により、主任技術者が兼務　第 27 条第２項に該当する場合」により、主任技術者が兼務　第 27 条第２項に該当する場合」により、主任技術者が兼務　第 27 条第２項に該当する場合」により、主任技術者が兼務　第 27 条第２項に該当する場合」により、主任技術者が兼務　第 27 条第２項に該当する場合」により、主任技術者が兼務

（県発注工事全体で２件まで）（県発注工事全体で２件まで）（県発注工事全体で２件まで）（県発注工事全体で２件まで）（県発注工事全体で２件まで）（県発注工事全体で２件まで）（県発注工事全体で２件まで）

（県発注工事全体で２件まで）（県発注工事全体で２件まで）（県発注工事全体で２件まで）（県発注工事全体で２件まで）（県発注工事全体で２件まで）（県発注工事全体で２件まで）（県発注工事全体で２件まで）

※設計変更及び工事一時中止に係る特記仕様書※設計変更及び工事一時中止に係る特記仕様書※設計変更及び工事一時中止に係る特記仕様書※設計変更及び工事一時中止に係る特記仕様書※設計変更及び工事一時中止に係る特記仕様書※設計変更及び工事一時中止に係る特記仕様書※設計変更及び工事一時中止に係る特記仕様書

　設計変更及び工事一時中止については、建設工事請負基準約款第19条～第25条　設計変更及び工事一時中止については、建設工事請負基準約款第19条～第25条　設計変更及び工事一時中止については、建設工事請負基準約款第19条～第25条　設計変更及び工事一時中止については、建設工事請負基準約款第19条～第25条　設計変更及び工事一時中止については、建設工事請負基準約款第19条～第25条　設計変更及び工事一時中止については、建設工事請負基準約款第19条～第25条　設計変更及び工事一時中止については、建設工事請負基準約款第19条～第25条

によるところであるが、その具体的な考え方や手続きについては、「土木工事設によるところであるが、その具体的な考え方や手続きについては、「土木工事設によるところであるが、その具体的な考え方や手続きについては、「土木工事設によるところであるが、その具体的な考え方や手続きについては、「土木工事設によるところであるが、その具体的な考え方や手続きについては、「土木工事設によるところであるが、その具体的な考え方や手続きについては、「土木工事設によるところであるが、その具体的な考え方や手続きについては、「土木工事設

計変更ガイドライン」の準用、及び「工事一時中止ガイドライン」による。計変更ガイドライン」の準用、及び「工事一時中止ガイドライン」による。計変更ガイドライン」の準用、及び「工事一時中止ガイドライン」による。計変更ガイドライン」の準用、及び「工事一時中止ガイドライン」による。計変更ガイドライン」の準用、及び「工事一時中止ガイドライン」による。計変更ガイドライン」の準用、及び「工事一時中止ガイドライン」による。計変更ガイドライン」の準用、及び「工事一時中止ガイドライン」による。

　土木工事設計変更ガイドラインについては、下記の新潟県ホームページを参照。　土木工事設計変更ガイドラインについては、下記の新潟県ホームページを参照。　土木工事設計変更ガイドラインについては、下記の新潟県ホームページを参照。　土木工事設計変更ガイドラインについては、下記の新潟県ホームページを参照。　土木工事設計変更ガイドラインについては、下記の新潟県ホームページを参照。　土木工事設計変更ガイドラインについては、下記の新潟県ホームページを参照。　土木工事設計変更ガイドラインについては、下記の新潟県ホームページを参照。

　工事一時中止ガイドラインについては、下記の新潟県ホームページを参照。　工事一時中止ガイドラインについては、下記の新潟県ホームページを参照。　工事一時中止ガイドラインについては、下記の新潟県ホームページを参照。　工事一時中止ガイドラインについては、下記の新潟県ホームページを参照。　工事一時中止ガイドラインについては、下記の新潟県ホームページを参照。　工事一時中止ガイドラインについては、下記の新潟県ホームページを参照。　工事一時中止ガイドラインについては、下記の新潟県ホームページを参照。

　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1249329817187.html）　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1249329817187.html）　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1249329817187.html）　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1249329817187.html）　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1249329817187.html）　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1249329817187.html）　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1249329817187.html）

　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1249329817323.html）　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1249329817323.html）　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1249329817323.html）　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1249329817323.html）　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1249329817323.html）　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1249329817323.html）　（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/gijutsu/1249329817323.html）

ことができる期間ことができる期間ことができる期間ことができる期間ことができる期間ことができる期間ことができる期間

常駐を免除する常駐を免除する常駐を免除する常駐を免除する常駐を免除する常駐を免除する常駐を免除する２２２２２２２

・　契約締結後、現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始される・　契約締結後、現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始される・　契約締結後、現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始される・　契約締結後、現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始される・　契約締結後、現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始される・　契約締結後、現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始される・　契約締結後、現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始される

　　までの期間　　までの期間　　までの期間　　までの期間　　までの期間　　までの期間　　までの期間

・　建設工事請負基準約款第21条第１項又は第２項の規定により、工事の全部の・　建設工事請負基準約款第21条第１項又は第２項の規定により、工事の全部の・　建設工事請負基準約款第21条第１項又は第２項の規定により、工事の全部の・　建設工事請負基準約款第21条第１項又は第２項の規定により、工事の全部の・　建設工事請負基準約款第21条第１項又は第２項の規定により、工事の全部の・　建設工事請負基準約款第21条第１項又は第２項の規定により、工事の全部の・　建設工事請負基準約款第21条第１項又は第２項の規定により、工事の全部の

　　施工を一時中止している期間　　施工を一時中止している期間　　施工を一時中止している期間　　施工を一時中止している期間　　施工を一時中止している期間　　施工を一時中止している期間　　施工を一時中止している期間

・　以下のものの工場製作等のみが行われている期間・　以下のものの工場製作等のみが行われている期間・　以下のものの工場製作等のみが行われている期間・　以下のものの工場製作等のみが行われている期間・　以下のものの工場製作等のみが行われている期間・　以下のものの工場製作等のみが行われている期間・　以下のものの工場製作等のみが行われている期間

・　現場が完了(必要書類は全て提出済)した後、竣工検査までの間などの工事現・　現場が完了(必要書類は全て提出済)した後、竣工検査までの間などの工事現・　現場が完了(必要書類は全て提出済)した後、竣工検査までの間などの工事現・　現場が完了(必要書類は全て提出済)した後、竣工検査までの間などの工事現・　現場が完了(必要書類は全て提出済)した後、竣工検査までの間などの工事現・　現場が完了(必要書類は全て提出済)した後、竣工検査までの間などの工事現・　現場が完了(必要書類は全て提出済)した後、竣工検査までの間などの工事現

　　場で作業が行われていない期間で､常駐を要しないと認めた期間　　場で作業が行われていない期間で､常駐を要しないと認めた期間　　場で作業が行われていない期間で､常駐を要しないと認めた期間　　場で作業が行われていない期間で､常駐を要しないと認めた期間　　場で作業が行われていない期間で､常駐を要しないと認めた期間　　場で作業が行われていない期間で､常駐を要しないと認めた期間　　場で作業が行われていない期間で､常駐を要しないと認めた期間

　現場代理人の常駐を免除することができる期間は以下のとおり（ただし、現場　現場代理人の常駐を免除することができる期間は以下のとおり（ただし、現場　現場代理人の常駐を免除することができる期間は以下のとおり（ただし、現場　現場代理人の常駐を免除することができる期間は以下のとおり（ただし、現場　現場代理人の常駐を免除することができる期間は以下のとおり（ただし、現場　現場代理人の常駐を免除することができる期間は以下のとおり（ただし、現場　現場代理人の常駐を免除することができる期間は以下のとおり（ただし、現場

代理人が本工事と本工事以外の工事を兼任している期間は、以下の期間であって代理人が本工事と本工事以外の工事を兼任している期間は、以下の期間であって代理人が本工事と本工事以外の工事を兼任している期間は、以下の期間であって代理人が本工事と本工事以外の工事を兼任している期間は、以下の期間であって代理人が本工事と本工事以外の工事を兼任している期間は、以下の期間であって代理人が本工事と本工事以外の工事を兼任している期間は、以下の期間であって代理人が本工事と本工事以外の工事を兼任している期間は、以下の期間であって

も常駐を免除しない。）も常駐を免除しない。）も常駐を免除しない。）も常駐を免除しない。）も常駐を免除しない。）も常駐を免除しない。）も常駐を免除しない。）

　常駐を免除する具体的な期間は、請負契約締結後、監督員との打合せにて工事　常駐を免除する具体的な期間は、請負契約締結後、監督員との打合せにて工事　常駐を免除する具体的な期間は、請負契約締結後、監督員との打合せにて工事　常駐を免除する具体的な期間は、請負契約締結後、監督員との打合せにて工事　常駐を免除する具体的な期間は、請負契約締結後、監督員との打合せにて工事　常駐を免除する具体的な期間は、請負契約締結後、監督員との打合せにて工事　常駐を免除する具体的な期間は、請負契約締結後、監督員との打合せにて工事

　ページを参照。　ページを参照。　ページを参照。　ページを参照。　ページを参照。　ページを参照。　ページを参照。

打合簿で定める。打合簿で定める。打合簿で定める。打合簿で定める。打合簿で定める。打合簿で定める。打合簿で定める。

「現場代理人の常駐義務の緩和に係る措置について」は下記の新潟県ホーム「現場代理人の常駐義務の緩和に係る措置について」は下記の新潟県ホーム「現場代理人の常駐義務の緩和に係る措置について」は下記の新潟県ホーム「現場代理人の常駐義務の緩和に係る措置について」は下記の新潟県ホーム「現場代理人の常駐義務の緩和に係る措置について」は下記の新潟県ホーム「現場代理人の常駐義務の緩和に係る措置について」は下記の新潟県ホーム「現場代理人の常駐義務の緩和に係る措置について」は下記の新潟県ホーム

（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/dobokukanri/1356751775411.html）（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/dobokukanri/1356751775411.html）（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/dobokukanri/1356751775411.html）（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/dobokukanri/1356751775411.html）（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/dobokukanri/1356751775411.html）（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/dobokukanri/1356751775411.html）（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/dobokukanri/1356751775411.html）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事)　

（県発注工事及び他機関発注工事全体で３件まで。（県発注工事及び他機関発注工事全体で３件まで。（県発注工事及び他機関発注工事全体で３件まで。（県発注工事及び他機関発注工事全体で３件まで。（県発注工事及び他機関発注工事全体で３件まで。（県発注工事及び他機関発注工事全体で３件まで。（県発注工事及び他機関発注工事全体で３件まで。

　ただし、DX対応の場合は４件まで）　ただし、DX対応の場合は４件まで）　ただし、DX対応の場合は４件まで）　ただし、DX対応の場合は４件まで）　ただし、DX対応の場合は４件まで）　ただし、DX対応の場合は４件まで）　ただし、DX対応の場合は４件まで）

新潟県病院局業務課新潟県病院局業務課新潟県病院局業務課新潟県病院局業務課新潟県病院局業務課新潟県病院局業務課新潟県病院局業務課

CGS、非常用発電機CGS、非常用発電機CGS、非常用発電機CGS、非常用発電機CGS、非常用発電機CGS、非常用発電機CGS、非常用発電機

県立新発田病院コージェネレーション設備他更新工事県立新発田病院コージェネレーション設備他更新工事県立新発田病院コージェネレーション設備他更新工事県立新発田病院コージェネレーション設備他更新工事県立新発田病院コージェネレーション設備他更新工事県立新発田病院コージェネレーション設備他更新工事県立新発田病院コージェネレーション設備他更新工事 005005005005005005005



      場に関する試行要領」に基づき行うものとする。      場に関する試行要領」に基づき行うものとする。      場に関する試行要領」に基づき行うものとする。      場に関する試行要領」に基づき行うものとする。      場に関する試行要領」に基づき行うものとする。      場に関する試行要領」に基づき行うものとする。      場に関する試行要領」に基づき行うものとする。

※排ガス対策型建設機械等に関する特記仕様書※排ガス対策型建設機械等に関する特記仕様書※排ガス対策型建設機械等に関する特記仕様書※排ガス対策型建設機械等に関する特記仕様書※排ガス対策型建設機械等に関する特記仕様書※排ガス対策型建設機械等に関する特記仕様書※排ガス対策型建設機械等に関する特記仕様書

　ただし、平成７年度建設技術評価制度公募課題｢建設機械の排出ｶﾞｽ浄化装置の　ただし、平成７年度建設技術評価制度公募課題｢建設機械の排出ｶﾞｽ浄化装置の　ただし、平成７年度建設技術評価制度公募課題｢建設機械の排出ｶﾞｽ浄化装置の　ただし、平成７年度建設技術評価制度公募課題｢建設機械の排出ｶﾞｽ浄化装置の　ただし、平成７年度建設技術評価制度公募課題｢建設機械の排出ｶﾞｽ浄化装置の　ただし、平成７年度建設技術評価制度公募課題｢建設機械の排出ｶﾞｽ浄化装置の　ただし、平成７年度建設技術評価制度公募課題｢建設機械の排出ｶﾞｽ浄化装置の

開発」､またはこれと同等の開発目標で実施された民間開発建設技術の技術審査開発」､またはこれと同等の開発目標で実施された民間開発建設技術の技術審査開発」､またはこれと同等の開発目標で実施された民間開発建設技術の技術審査開発」､またはこれと同等の開発目標で実施された民間開発建設技術の技術審査開発」､またはこれと同等の開発目標で実施された民間開発建設技術の技術審査開発」､またはこれと同等の開発目標で実施された民間開発建設技術の技術審査開発」､またはこれと同等の開発目標で実施された民間開発建設技術の技術審査

督員に提出するものとする。督員に提出するものとする。督員に提出するものとする。督員に提出するものとする。督員に提出するものとする。督員に提出するものとする。督員に提出するものとする。

用する場合、受注者は施工現場において使用する建設機械の写真撮影を行い、監用する場合、受注者は施工現場において使用する建設機械の写真撮影を行い、監用する場合、受注者は施工現場において使用する建設機械の写真撮影を行い、監用する場合、受注者は施工現場において使用する建設機械の写真撮影を行い、監用する場合、受注者は施工現場において使用する建設機械の写真撮影を行い、監用する場合、受注者は施工現場において使用する建設機械の写真撮影を行い、監用する場合、受注者は施工現場において使用する建設機械の写真撮影を行い、監

・バックホウ・バックホウ・バックホウ・バックホウ・バックホウ・バックホウ・バックホウ ・トラクタショベル（車輪式）・トラクタショベル（車輪式）・トラクタショベル（車輪式）・トラクタショベル（車輪式）・トラクタショベル（車輪式）・トラクタショベル（車輪式）・トラクタショベル（車輪式） ・ブルドーザ・ブルドーザ・ブルドーザ・ブルドーザ・ブルドーザ・ブルドーザ・ブルドーザ

・発動発電機（可搬式）・発動発電機（可搬式）・発動発電機（可搬式）・発動発電機（可搬式）・発動発電機（可搬式）・発動発電機（可搬式）・発動発電機（可搬式） ・空気圧縮機（可搬式）・空気圧縮機（可搬式）・空気圧縮機（可搬式）・空気圧縮機（可搬式）・空気圧縮機（可搬式）・空気圧縮機（可搬式）・空気圧縮機（可搬式）

・ロードローラ、タイヤローラ、振動ローラ・ロードローラ、タイヤローラ、振動ローラ・ロードローラ、タイヤローラ、振動ローラ・ロードローラ、タイヤローラ、振動ローラ・ロードローラ、タイヤローラ、振動ローラ・ロードローラ、タイヤローラ、振動ローラ・ロードローラ、タイヤローラ、振動ローラ

・ホイールクレーン・ホイールクレーン・ホイールクレーン・ホイールクレーン・ホイールクレーン・ホイールクレーン・ホイールクレーン

 ※上記建設機械は、低騒音・低振動型とする。 ※上記建設機械は、低騒音・低振動型とする。 ※上記建設機械は、低騒音・低振動型とする。 ※上記建設機械は、低騒音・低振動型とする。 ※上記建設機械は、低騒音・低振動型とする。 ※上記建設機械は、低騒音・低振動型とする。 ※上記建設機械は、低騒音・低振動型とする。

一般工事用建設機械一般工事用建設機械一般工事用建設機械一般工事用建設機械一般工事用建設機械一般工事用建設機械一般工事用建設機械

                          機　　種                          機　　種                          機　　種                          機　　種                          機　　種                          機　　種                          機　　種  備　考 備　考 備　考 備　考 備　考 備　考 備　考

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙﾃﾞｨｰｾﾞﾙﾃﾞｨｰｾﾞﾙﾃﾞｨｰｾﾞﾙﾃﾞｨｰｾﾞﾙﾃﾞｨｰｾﾞﾙﾃﾞｨｰｾﾞﾙ

ｴﾝｼﾞﾝｴﾝｼﾞﾝｴﾝｼﾞﾝｴﾝｼﾞﾝｴﾝｼﾞﾝｴﾝｼﾞﾝｴﾝｼﾞﾝ

(ｴﾝｼﾞﾝ(ｴﾝｼﾞﾝ(ｴﾝｼﾞﾝ(ｴﾝｼﾞﾝ(ｴﾝｼﾞﾝ(ｴﾝｼﾞﾝ(ｴﾝｼﾞﾝ

出力7.5KW出力7.5KW出力7.5KW出力7.5KW出力7.5KW出力7.5KW出力7.5KW

以上260KW以上260KW以上260KW以上260KW以上260KW以上260KW以上260KW

以下)を以下)を以下)を以下)を以下)を以下)を以下)を

搭載した搭載した搭載した搭載した搭載した搭載した搭載した

建設機械建設機械建設機械建設機械建設機械建設機械建設機械

に限る。に限る。に限る。に限る。に限る。に限る。に限る。

・油圧ユニット類・油圧ユニット類・油圧ユニット類・油圧ユニット類・油圧ユニット類・油圧ユニット類・油圧ユニット類

　　ｱｰｽﾄﾞﾘﾙ､地下連続壁施工機､全回転型ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機　　ｱｰｽﾄﾞﾘﾙ､地下連続壁施工機､全回転型ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機　　ｱｰｽﾄﾞﾘﾙ､地下連続壁施工機､全回転型ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機　　ｱｰｽﾄﾞﾘﾙ､地下連続壁施工機､全回転型ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機　　ｱｰｽﾄﾞﾘﾙ､地下連続壁施工機､全回転型ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機　　ｱｰｽﾄﾞﾘﾙ､地下連続壁施工機､全回転型ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機　　ｱｰｽﾄﾞﾘﾙ､地下連続壁施工機､全回転型ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機

　　圧入引抜機､ｱｰｽｵｰｶﾞ､ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機､ﾘﾊﾞｰｽｻｰｷｭﾚｰｼｮﾝﾄﾞﾘﾙ　　圧入引抜機､ｱｰｽｵｰｶﾞ､ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機､ﾘﾊﾞｰｽｻｰｷｭﾚｰｼｮﾝﾄﾞﾘﾙ　　圧入引抜機､ｱｰｽｵｰｶﾞ､ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機､ﾘﾊﾞｰｽｻｰｷｭﾚｰｼｮﾝﾄﾞﾘﾙ　　圧入引抜機､ｱｰｽｵｰｶﾞ､ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機､ﾘﾊﾞｰｽｻｰｷｭﾚｰｼｮﾝﾄﾞﾘﾙ　　圧入引抜機､ｱｰｽｵｰｶﾞ､ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機､ﾘﾊﾞｰｽｻｰｷｭﾚｰｼｮﾝﾄﾞﾘﾙ　　圧入引抜機､ｱｰｽｵｰｶﾞ､ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機､ﾘﾊﾞｰｽｻｰｷｭﾚｰｼｮﾝﾄﾞﾘﾙ　　圧入引抜機､ｱｰｽｵｰｶﾞ､ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機､ﾘﾊﾞｰｽｻｰｷｭﾚｰｼｮﾝﾄﾞﾘﾙ

　　油圧ﾊﾝﾏ･ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏ･油圧式鋼管圧入･引抜機､油圧式杭　　油圧ﾊﾝﾏ･ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏ･油圧式鋼管圧入･引抜機､油圧式杭　　油圧ﾊﾝﾏ･ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏ･油圧式鋼管圧入･引抜機､油圧式杭　　油圧ﾊﾝﾏ･ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏ･油圧式鋼管圧入･引抜機､油圧式杭　　油圧ﾊﾝﾏ･ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏ･油圧式鋼管圧入･引抜機､油圧式杭　　油圧ﾊﾝﾏ･ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏ･油圧式鋼管圧入･引抜機､油圧式杭　　油圧ﾊﾝﾏ･ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏ･油圧式鋼管圧入･引抜機､油圧式杭

　ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ駆動の油圧ﾕﾆｯﾄを搭載するもの　ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ駆動の油圧ﾕﾆｯﾄを搭載するもの　ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ駆動の油圧ﾕﾆｯﾄを搭載するもの　ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ駆動の油圧ﾕﾆｯﾄを搭載するもの　ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ駆動の油圧ﾕﾆｯﾄを搭載するもの　ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ駆動の油圧ﾕﾆｯﾄを搭載するもの　ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ駆動の油圧ﾕﾆｯﾄを搭載するもの

　以下に示す基礎工事用機械のうち､ﾍﾞｰｽﾏｼﾝとは別に独立した　以下に示す基礎工事用機械のうち､ﾍﾞｰｽﾏｼﾝとは別に独立した　以下に示す基礎工事用機械のうち､ﾍﾞｰｽﾏｼﾝとは別に独立した　以下に示す基礎工事用機械のうち､ﾍﾞｰｽﾏｼﾝとは別に独立した　以下に示す基礎工事用機械のうち､ﾍﾞｰｽﾏｼﾝとは別に独立した　以下に示す基礎工事用機械のうち､ﾍﾞｰｽﾏｼﾝとは別に独立した　以下に示す基礎工事用機械のうち､ﾍﾞｰｽﾏｼﾝとは別に独立した

※労災補償に必要な法定外の保険契約※労災補償に必要な法定外の保険契約※労災補償に必要な法定外の保険契約※労災補償に必要な法定外の保険契約※労災補償に必要な法定外の保険契約※労災補償に必要な法定外の保険契約※労災補償に必要な法定外の保険契約

○○○○○○○　
追
　
加
　
特
　
記（

部
・
課
共
通
事
項）

　
追
　
加
　
特
　
記（

部
・
課
共
通
事
項）

　
追
　
加
　
特
　
記（

部
・
課
共
通
事
項）

　
追
　
加
　
特
　
記（

部
・
課
共
通
事
項）

　
追
　
加
　
特
　
記（

部
・
課
共
通
事
項）

　
追
　
加
　
特
　
記（

部
・
課
共
通
事
項）

　
追
　
加
　
特
　
記（

部
・
課
共
通
事
項）

付け国総施第291号)」､「排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程(平成付け国総施第291号)」､「排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程(平成付け国総施第291号)」､「排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程(平成付け国総施第291号)」､「排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程(平成付け国総施第291号)」､「排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程(平成付け国総施第291号)」､「排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程(平成付け国総施第291号)」､「排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程(平成

18年３月17日付け国土交通省告示第348号)」もしくは「第３次排出ガス対策型建18年３月17日付け国土交通省告示第348号)」もしくは「第３次排出ガス対策型建18年３月17日付け国土交通省告示第348号)」もしくは「第３次排出ガス対策型建18年３月17日付け国土交通省告示第348号)」もしくは「第３次排出ガス対策型建18年３月17日付け国土交通省告示第348号)」もしくは「第３次排出ガス対策型建18年３月17日付け国土交通省告示第348号)」もしくは「第３次排出ガス対策型建18年３月17日付け国土交通省告示第348号)」もしくは「第３次排出ガス対策型建

設機械指定要領(平成18年３月17日付け国総施第215号)」に基づき指定された排設機械指定要領(平成18年３月17日付け国総施第215号)」に基づき指定された排設機械指定要領(平成18年３月17日付け国総施第215号)」に基づき指定された排設機械指定要領(平成18年３月17日付け国総施第215号)」に基づき指定された排設機械指定要領(平成18年３月17日付け国総施第215号)」に基づき指定された排設機械指定要領(平成18年３月17日付け国総施第215号)」に基づき指定された排設機械指定要領(平成18年３月17日付け国総施第215号)」に基づき指定された排

ガス対策型建設機械を使用するものとする。ガス対策型建設機械を使用するものとする。ガス対策型建設機械を使用するものとする。ガス対策型建設機械を使用するものとする。ガス対策型建設機械を使用するものとする。ガス対策型建設機械を使用するものとする。ガス対策型建設機械を使用するものとする。

　排出ガス対策型建設機械、あるいは排出ガス浄化装置を装着した建設機械を使　排出ガス対策型建設機械、あるいは排出ガス浄化装置を装着した建設機械を使　排出ガス対策型建設機械、あるいは排出ガス浄化装置を装着した建設機械を使　排出ガス対策型建設機械、あるいは排出ガス浄化装置を装着した建設機械を使　排出ガス対策型建設機械、あるいは排出ガス浄化装置を装着した建設機械を使　排出ガス対策型建設機械、あるいは排出ガス浄化装置を装着した建設機械を使　排出ガス対策型建設機械、あるいは排出ガス浄化装置を装着した建設機械を使

　また、受注者は法定外の労災保険の契約を締結したときは、その証券等の写し　また、受注者は法定外の労災保険の契約を締結したときは、その証券等の写し　また、受注者は法定外の労災保険の契約を締結したときは、その証券等の写し　また、受注者は法定外の労災保険の契約を締結したときは、その証券等の写し　また、受注者は法定外の労災保険の契約を締結したときは、その証券等の写し　また、受注者は法定外の労災保険の契約を締結したときは、その証券等の写し　また、受注者は法定外の労災保険の契約を締結したときは、その証券等の写し

　受注者は「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律（令　受注者は「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律（令　受注者は「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律（令　受注者は「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律（令　受注者は「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律（令　受注者は「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律（令　受注者は「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律（令

和元年６月14日法律第35号）」に基づき、公共工事等に従事する者の業務上の負和元年６月14日法律第35号）」に基づき、公共工事等に従事する者の業務上の負和元年６月14日法律第35号）」に基づき、公共工事等に従事する者の業務上の負和元年６月14日法律第35号）」に基づき、公共工事等に従事する者の業務上の負和元年６月14日法律第35号）」に基づき、公共工事等に従事する者の業務上の負和元年６月14日法律第35号）」に基づき、公共工事等に従事する者の業務上の負和元年６月14日法律第35号）」に基づき、公共工事等に従事する者の業務上の負

傷等に対する補償に必要な金額を担保するための保険（法定外の労災保険）へ加傷等に対する補償に必要な金額を担保するための保険（法定外の労災保険）へ加傷等に対する補償に必要な金額を担保するための保険（法定外の労災保険）へ加傷等に対する補償に必要な金額を担保するための保険（法定外の労災保険）へ加傷等に対する補償に必要な金額を担保するための保険（法定外の労災保険）へ加傷等に対する補償に必要な金額を担保するための保険（法定外の労災保険）へ加傷等に対する補償に必要な金額を担保するための保険（法定外の労災保険）へ加

入すること。入すること。入すること。入すること。入すること。入すること。入すること。

を監督員に提出すること。を監督員に提出すること。を監督員に提出すること。を監督員に提出すること。を監督員に提出すること。を監督員に提出すること。を監督員に提出すること。

　本工事において以下に示す建設機械を使用する場合は、「特定特殊自動車排出　本工事において以下に示す建設機械を使用する場合は、「特定特殊自動車排出　本工事において以下に示す建設機械を使用する場合は、「特定特殊自動車排出　本工事において以下に示す建設機械を使用する場合は、「特定特殊自動車排出　本工事において以下に示す建設機械を使用する場合は、「特定特殊自動車排出　本工事において以下に示す建設機械を使用する場合は、「特定特殊自動車排出　本工事において以下に示す建設機械を使用する場合は、「特定特殊自動車排出

機械、または、｢排出ガス対策型建設機械指定要領(最終改正、平成22年３月18日機械、または、｢排出ガス対策型建設機械指定要領(最終改正、平成22年３月18日機械、または、｢排出ガス対策型建設機械指定要領(最終改正、平成22年３月18日機械、または、｢排出ガス対策型建設機械指定要領(最終改正、平成22年３月18日機械、または、｢排出ガス対策型建設機械指定要領(最終改正、平成22年３月18日機械、または、｢排出ガス対策型建設機械指定要領(最終改正、平成22年３月18日機械、または、｢排出ガス対策型建設機械指定要領(最終改正、平成22年３月18日

証明事業､あるいは建設技術審査証明事業により評価された排出ｶﾞｽ浄化装置を装証明事業､あるいは建設技術審査証明事業により評価された排出ｶﾞｽ浄化装置を装証明事業､あるいは建設技術審査証明事業により評価された排出ｶﾞｽ浄化装置を装証明事業､あるいは建設技術審査証明事業により評価された排出ｶﾞｽ浄化装置を装証明事業､あるいは建設技術審査証明事業により評価された排出ｶﾞｽ浄化装置を装証明事業､あるいは建設技術審査証明事業により評価された排出ｶﾞｽ浄化装置を装証明事業､あるいは建設技術審査証明事業により評価された排出ｶﾞｽ浄化装置を装

着した建設機械は、排出ガス対策型建設機械と同等とみなす。なお、これにより着した建設機械は、排出ガス対策型建設機械と同等とみなす。なお、これにより着した建設機械は、排出ガス対策型建設機械と同等とみなす。なお、これにより着した建設機械は、排出ガス対策型建設機械と同等とみなす。なお、これにより着した建設機械は、排出ガス対策型建設機械と同等とみなす。なお、これにより着した建設機械は、排出ガス対策型建設機械と同等とみなす。なお、これにより着した建設機械は、排出ガス対策型建設機械と同等とみなす。なお、これにより

難い場合は、監督員と協議すること。難い場合は、監督員と協議すること。難い場合は、監督員と協議すること。難い場合は、監督員と協議すること。難い場合は、監督員と協議すること。難い場合は、監督員と協議すること。難い場合は、監督員と協議すること。

※遠隔臨場に関する特記仕様書※遠隔臨場に関する特記仕様書※遠隔臨場に関する特記仕様書※遠隔臨場に関する特記仕様書※遠隔臨場に関する特記仕様書※遠隔臨場に関する特記仕様書※遠隔臨場に関する特記仕様書

・　本工事は、建設現場における「遠隔臨場（発注者指定型）」の試行対象案件・　本工事は、建設現場における「遠隔臨場（発注者指定型）」の試行対象案件・　本工事は、建設現場における「遠隔臨場（発注者指定型）」の試行対象案件・　本工事は、建設現場における「遠隔臨場（発注者指定型）」の試行対象案件・　本工事は、建設現場における「遠隔臨場（発注者指定型）」の試行対象案件・　本工事は、建設現場における「遠隔臨場（発注者指定型）」の試行対象案件・　本工事は、建設現場における「遠隔臨場（発注者指定型）」の試行対象案件

　　である。　　である。　　である。　　である。　　である。　　である。　　である。

　　試行にあたっては、「新潟県営繕工事の建設現場における遠隔臨場に関する　　試行にあたっては、「新潟県営繕工事の建設現場における遠隔臨場に関する　　試行にあたっては、「新潟県営繕工事の建設現場における遠隔臨場に関する　　試行にあたっては、「新潟県営繕工事の建設現場における遠隔臨場に関する　　試行にあたっては、「新潟県営繕工事の建設現場における遠隔臨場に関する　　試行にあたっては、「新潟県営繕工事の建設現場における遠隔臨場に関する　　試行にあたっては、「新潟県営繕工事の建設現場における遠隔臨場に関する

　　試行要領」に基づき行うものとする。　　試行要領」に基づき行うものとする。　　試行要領」に基づき行うものとする。　　試行要領」に基づき行うものとする。　　試行要領」に基づき行うものとする。　　試行要領」に基づき行うものとする。　　試行要領」に基づき行うものとする。

※　本工事は、建設現場における「遠隔臨場（受注者希望型）」の試行対象案件※　本工事は、建設現場における「遠隔臨場（受注者希望型）」の試行対象案件※　本工事は、建設現場における「遠隔臨場（受注者希望型）」の試行対象案件※　本工事は、建設現場における「遠隔臨場（受注者希望型）」の試行対象案件※　本工事は、建設現場における「遠隔臨場（受注者希望型）」の試行対象案件※　本工事は、建設現場における「遠隔臨場（受注者希望型）」の試行対象案件※　本工事は、建設現場における「遠隔臨場（受注者希望型）」の試行対象案件

　　である。　　である。　　である。　　である。　　である。　　である。　　である。

  (1) 受注者は、施工計画書作成前に、本工事における遠隔臨場の適用希望の有  (1) 受注者は、施工計画書作成前に、本工事における遠隔臨場の適用希望の有  (1) 受注者は、施工計画書作成前に、本工事における遠隔臨場の適用希望の有  (1) 受注者は、施工計画書作成前に、本工事における遠隔臨場の適用希望の有  (1) 受注者は、施工計画書作成前に、本工事における遠隔臨場の適用希望の有  (1) 受注者は、施工計画書作成前に、本工事における遠隔臨場の適用希望の有  (1) 受注者は、施工計画書作成前に、本工事における遠隔臨場の適用希望の有

　　　無について、打合せ簿により監督員と協議を行うものとする。　　　無について、打合せ簿により監督員と協議を行うものとする。　　　無について、打合せ簿により監督員と協議を行うものとする。　　　無について、打合せ簿により監督員と協議を行うものとする。　　　無について、打合せ簿により監督員と協議を行うものとする。　　　無について、打合せ簿により監督員と協議を行うものとする。　　　無について、打合せ簿により監督員と協議を行うものとする。

　(2) 協議により適用する場合は、「新潟県営繕工事の建設現場における遠隔臨　(2) 協議により適用する場合は、「新潟県営繕工事の建設現場における遠隔臨　(2) 協議により適用する場合は、「新潟県営繕工事の建設現場における遠隔臨　(2) 協議により適用する場合は、「新潟県営繕工事の建設現場における遠隔臨　(2) 協議により適用する場合は、「新潟県営繕工事の建設現場における遠隔臨　(2) 協議により適用する場合は、「新潟県営繕工事の建設現場における遠隔臨　(2) 協議により適用する場合は、「新潟県営繕工事の建設現場における遠隔臨

・　本工事は、建設現場における「遠隔臨場」の試行対象案件ではない。・　本工事は、建設現場における「遠隔臨場」の試行対象案件ではない。・　本工事は、建設現場における「遠隔臨場」の試行対象案件ではない。・　本工事は、建設現場における「遠隔臨場」の試行対象案件ではない。・　本工事は、建設現場における「遠隔臨場」の試行対象案件ではない。・　本工事は、建設現場における「遠隔臨場」の試行対象案件ではない。・　本工事は、建設現場における「遠隔臨場」の試行対象案件ではない。
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※技術者に関する特記仕様書※技術者に関する特記仕様書※技術者に関する特記仕様書※技術者に関する特記仕様書※技術者に関する特記仕様書※技術者に関する特記仕様書※技術者に関する特記仕様書

ガスの規制等に関する法律(平成17年法律第51号)」に基づく技術基準に適合するガスの規制等に関する法律(平成17年法律第51号)」に基づく技術基準に適合するガスの規制等に関する法律(平成17年法律第51号)」に基づく技術基準に適合するガスの規制等に関する法律(平成17年法律第51号)」に基づく技術基準に適合するガスの規制等に関する法律(平成17年法律第51号)」に基づく技術基準に適合するガスの規制等に関する法律(平成17年法律第51号)」に基づく技術基準に適合するガスの規制等に関する法律(平成17年法律第51号)」に基づく技術基準に適合する

１１１１１１１

試行要領は、新潟県ホームページから入手できる。試行要領は、新潟県ホームページから入手できる。試行要領は、新潟県ホームページから入手できる。試行要領は、新潟県ホームページから入手できる。試行要領は、新潟県ホームページから入手できる。試行要領は、新潟県ホームページから入手できる。試行要領は、新潟県ホームページから入手できる。

発注者発注者発注者発注者発注者発注者発注者

変 更変 更変 更変 更変 更変 更変 更

図面番号図面番号図面番号図面番号図面番号図面番号図面番号

縮 尺縮 尺縮 尺縮 尺縮 尺縮 尺縮 尺 電電電電電電電意意意意意意意

FreeFreeFreeFreeFreeFreeFree 構構構構構構構 機機機機機機機

番号に○印を付けたものを適用する。番号に○印を付けたものを適用する。番号に○印を付けたものを適用する。番号に○印を付けたものを適用する。番号に○印を付けたものを適用する。番号に○印を付けたものを適用する。番号に○印を付けたものを適用する。

工事名称工事名称工事名称工事名称工事名称工事名称工事名称

図面名称図面名称図面名称図面名称図面名称図面名称図面名称

共通事項特記仕様書２共通事項特記仕様書２共通事項特記仕様書２共通事項特記仕様書２共通事項特記仕様書２共通事項特記仕様書２共通事項特記仕様書２

（1）請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、（1）請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、（1）請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、（1）請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、（1）請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、（1）請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、（1）請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、

　　　置を要さなくなった場合は適切にコリンズ（ＣＯＲＩＮＳ）への登録を行　　　置を要さなくなった場合は適切にコリンズ（ＣＯＲＩＮＳ）への登録を行　　　置を要さなくなった場合は適切にコリンズ（ＣＯＲＩＮＳ）への登録を行　　　置を要さなくなった場合は適切にコリンズ（ＣＯＲＩＮＳ）への登録を行　　　置を要さなくなった場合は適切にコリンズ（ＣＯＲＩＮＳ）への登録を行　　　置を要さなくなった場合は適切にコリンズ（ＣＯＲＩＮＳ）への登録を行　　　置を要さなくなった場合は適切にコリンズ（ＣＯＲＩＮＳ）への登録を行

　（ウ）下請次数が３を超えていないこと。　（ウ）下請次数が３を超えていないこと。　（ウ）下請次数が３を超えていないこと。　（ウ）下請次数が３を超えていないこと。　（ウ）下請次数が３を超えていないこと。　（ウ）下請次数が３を超えていないこと。　（ウ）下請次数が３を超えていないこと。

２２２２２２２

（1）主任技術者又は監理技術者は、本工事の請負金額が建設業法施行令第27条第（1）主任技術者又は監理技術者は、本工事の請負金額が建設業法施行令第27条第（1）主任技術者又は監理技術者は、本工事の請負金額が建設業法施行令第27条第（1）主任技術者又は監理技術者は、本工事の請負金額が建設業法施行令第27条第（1）主任技術者又は監理技術者は、本工事の請負金額が建設業法施行令第27条第（1）主任技術者又は監理技術者は、本工事の請負金額が建設業法施行令第27条第（1）主任技術者又は監理技術者は、本工事の請負金額が建設業法施行令第27条第

　   １項に規定する金額以上の場合、本工事に専任すること。ただし、「２　専　   １項に規定する金額以上の場合、本工事に専任すること。ただし、「２　専　   １項に規定する金額以上の場合、本工事に専任すること。ただし、「２　専　   １項に規定する金額以上の場合、本工事に専任すること。ただし、「２　専　   １項に規定する金額以上の場合、本工事に専任すること。ただし、「２　専　   １項に規定する金額以上の場合、本工事に専任すること。ただし、「２　専　   １項に規定する金額以上の場合、本工事に専任すること。ただし、「２　専

　   任の技術者の兼務について」の要件を満たし、兼務を認められた場合は他工　   任の技術者の兼務について」の要件を満たし、兼務を認められた場合は他工　   任の技術者の兼務について」の要件を満たし、兼務を認められた場合は他工　   任の技術者の兼務について」の要件を満たし、兼務を認められた場合は他工　   任の技術者の兼務について」の要件を満たし、兼務を認められた場合は他工　   任の技術者の兼務について」の要件を満たし、兼務を認められた場合は他工　   任の技術者の兼務について」の要件を満たし、兼務を認められた場合は他工

　 　事と兼務できる。　 　事と兼務できる。　 　事と兼務できる。　 　事と兼務できる。　 　事と兼務できる。　 　事と兼務できる。　 　事と兼務できる。

（2）専任で配置した技術者は契約日以降（別に定めがある場合を除く）において（2）専任で配置した技術者は契約日以降（別に定めがある場合を除く）において（2）専任で配置した技術者は契約日以降（別に定めがある場合を除く）において（2）専任で配置した技術者は契約日以降（別に定めがある場合を除く）において（2）専任で配置した技術者は契約日以降（別に定めがある場合を除く）において（2）専任で配置した技術者は契約日以降（別に定めがある場合を除く）において（2）専任で配置した技術者は契約日以降（別に定めがある場合を除く）において

　　 他工事の技術者と重複しないこと。　　 他工事の技術者と重複しないこと。　　 他工事の技術者と重複しないこと。　　 他工事の技術者と重複しないこと。　　 他工事の技術者と重複しないこと。　　 他工事の技術者と重複しないこと。　　 他工事の技術者と重複しないこと。

　建設業法等の法令や監理技術者制度運用マニュアル（平成16年３月１日国総建　建設業法等の法令や監理技術者制度運用マニュアル（平成16年３月１日国総建　建設業法等の法令や監理技術者制度運用マニュアル（平成16年３月１日国総建　建設業法等の法令や監理技術者制度運用マニュアル（平成16年３月１日国総建　建設業法等の法令や監理技術者制度運用マニュアル（平成16年３月１日国総建　建設業法等の法令や監理技術者制度運用マニュアル（平成16年３月１日国総建　建設業法等の法令や監理技術者制度運用マニュアル（平成16年３月１日国総建

第316号）より、以下のとおり取り扱う。ただし、低入札価格調査制度を適用する第316号）より、以下のとおり取り扱う。ただし、低入札価格調査制度を適用する第316号）より、以下のとおり取り扱う。ただし、低入札価格調査制度を適用する第316号）より、以下のとおり取り扱う。ただし、低入札価格調査制度を適用する第316号）より、以下のとおり取り扱う。ただし、低入札価格調査制度を適用する第316号）より、以下のとおり取り扱う。ただし、低入札価格調査制度を適用する第316号）より、以下のとおり取り扱う。ただし、低入札価格調査制度を適用する

請負契約で、調査基準価格未満の金額での契約については兼務を認めない。請負契約で、調査基準価格未満の金額での契約については兼務を認めない。請負契約で、調査基準価格未満の金額での契約については兼務を認めない。請負契約で、調査基準価格未満の金額での契約については兼務を認めない。請負契約で、調査基準価格未満の金額での契約については兼務を認めない。請負契約で、調査基準価格未満の金額での契約については兼務を認めない。請負契約で、調査基準価格未満の金額での契約については兼務を認めない。

　なお、専任の技術者の兼務を希望する場合は、事前に発注者と調整すること。　なお、専任の技術者の兼務を希望する場合は、事前に発注者と調整すること。　なお、専任の技術者の兼務を希望する場合は、事前に発注者と調整すること。　なお、専任の技術者の兼務を希望する場合は、事前に発注者と調整すること。　なお、専任の技術者の兼務を希望する場合は、事前に発注者と調整すること。　なお、専任の技術者の兼務を希望する場合は、事前に発注者と調整すること。　なお、専任の技術者の兼務を希望する場合は、事前に発注者と調整すること。

　ア　以下の（ア）から（キ）の要件を全て満たす場合は本工事を含め２件まで　ア　以下の（ア）から（キ）の要件を全て満たす場合は本工事を含め２件まで　ア　以下の（ア）から（キ）の要件を全て満たす場合は本工事を含め２件まで　ア　以下の（ア）から（キ）の要件を全て満たす場合は本工事を含め２件まで　ア　以下の（ア）から（キ）の要件を全て満たす場合は本工事を含め２件まで　ア　以下の（ア）から（キ）の要件を全て満たす場合は本工事を含め２件まで　ア　以下の（ア）から（キ）の要件を全て満たす場合は本工事を含め２件まで

      主任技術者又は監理技術者の兼務を認める。      主任技術者又は監理技術者の兼務を認める。      主任技術者又は監理技術者の兼務を認める。      主任技術者又は監理技術者の兼務を認める。      主任技術者又は監理技術者の兼務を認める。      主任技術者又は監理技術者の兼務を認める。      主任技術者又は監理技術者の兼務を認める。

　（ア）当該工事の請負金額が建設業法施行令第28条で規定する金額未満である　（ア）当該工事の請負金額が建設業法施行令第28条で規定する金額未満である　（ア）当該工事の請負金額が建設業法施行令第28条で規定する金額未満である　（ア）当該工事の請負金額が建設業法施行令第28条で規定する金額未満である　（ア）当該工事の請負金額が建設業法施行令第28条で規定する金額未満である　（ア）当該工事の請負金額が建設業法施行令第28条で規定する金額未満である　（ア）当該工事の請負金額が建設業法施行令第28条で規定する金額未満である

　　　　こと。　　　　こと。　　　　こと。　　　　こと。　　　　こと。　　　　こと。　　　　こと。

　（イ）当該工事と兼務する工事の現場間の距離が、一日の勤務時間内に巡回可　（イ）当該工事と兼務する工事の現場間の距離が、一日の勤務時間内に巡回可　（イ）当該工事と兼務する工事の現場間の距離が、一日の勤務時間内に巡回可　（イ）当該工事と兼務する工事の現場間の距離が、一日の勤務時間内に巡回可　（イ）当該工事と兼務する工事の現場間の距離が、一日の勤務時間内に巡回可　（イ）当該工事と兼務する工事の現場間の距離が、一日の勤務時間内に巡回可　（イ）当該工事と兼務する工事の現場間の距離が、一日の勤務時間内に巡回可

　　　　能であり、かつ移動時間がおおむね２時間以内であること。　　　　能であり、かつ移動時間がおおむね２時間以内であること。　　　　能であり、かつ移動時間がおおむね２時間以内であること。　　　　能であり、かつ移動時間がおおむね２時間以内であること。　　　　能であり、かつ移動時間がおおむね２時間以内であること。　　　　能であり、かつ移動時間がおおむね２時間以内であること。　　　　能であり、かつ移動時間がおおむね２時間以内であること。

　（エ）主任技術者又は監理技術者との連絡その他必要な措置を講ずるための者　（エ）主任技術者又は監理技術者との連絡その他必要な措置を講ずるための者　（エ）主任技術者又は監理技術者との連絡その他必要な措置を講ずるための者　（エ）主任技術者又は監理技術者との連絡その他必要な措置を講ずるための者　（エ）主任技術者又は監理技術者との連絡その他必要な措置を講ずるための者　（エ）主任技術者又は監理技術者との連絡その他必要な措置を講ずるための者　（エ）主任技術者又は監理技術者との連絡その他必要な措置を講ずるための者

　　　　（土木一式工事又は建築一式工事の場合は、当該工事の種類に関する実　　　　（土木一式工事又は建築一式工事の場合は、当該工事の種類に関する実　　　　（土木一式工事又は建築一式工事の場合は、当該工事の種類に関する実　　　　（土木一式工事又は建築一式工事の場合は、当該工事の種類に関する実　　　　（土木一式工事又は建築一式工事の場合は、当該工事の種類に関する実　　　　（土木一式工事又は建築一式工事の場合は、当該工事の種類に関する実　　　　（土木一式工事又は建築一式工事の場合は、当該工事の種類に関する実

　　　　務経験を１年以上有する者）を当該工事に置いていること。　　　　務経験を１年以上有する者）を当該工事に置いていること。　　　　務経験を１年以上有する者）を当該工事に置いていること。　　　　務経験を１年以上有する者）を当該工事に置いていること。　　　　務経験を１年以上有する者）を当該工事に置いていること。　　　　務経験を１年以上有する者）を当該工事に置いていること。　　　　務経験を１年以上有する者）を当該工事に置いていること。

　（オ）主任技術者又は監理技術者が工事現場の施工体制を確認できる情報通信　（オ）主任技術者又は監理技術者が工事現場の施工体制を確認できる情報通信　（オ）主任技術者又は監理技術者が工事現場の施工体制を確認できる情報通信　（オ）主任技術者又は監理技術者が工事現場の施工体制を確認できる情報通信　（オ）主任技術者又は監理技術者が工事現場の施工体制を確認できる情報通信　（オ）主任技術者又は監理技術者が工事現場の施工体制を確認できる情報通信　（オ）主任技術者又は監理技術者が工事現場の施工体制を確認できる情報通信

　　　　技術の措置を講じていること。　　　　技術の措置を講じていること。　　　　技術の措置を講じていること。　　　　技術の措置を講じていること。　　　　技術の措置を講じていること。　　　　技術の措置を講じていること。　　　　技術の措置を講じていること。

　（カ）人員の配置を示す計画書を作成し、工事現場毎に備え置くと共に営業所　（カ）人員の配置を示す計画書を作成し、工事現場毎に備え置くと共に営業所　（カ）人員の配置を示す計画書を作成し、工事現場毎に備え置くと共に営業所　（カ）人員の配置を示す計画書を作成し、工事現場毎に備え置くと共に営業所　（カ）人員の配置を示す計画書を作成し、工事現場毎に備え置くと共に営業所　（カ）人員の配置を示す計画書を作成し、工事現場毎に備え置くと共に営業所　（カ）人員の配置を示す計画書を作成し、工事現場毎に備え置くと共に営業所

　　　　で保存すること。　　　　で保存すること。　　　　で保存すること。　　　　で保存すること。　　　　で保存すること。　　　　で保存すること。　　　　で保存すること。

　（キ）主任技術者又は監理技術者が工事現場以外の場所から現場状況を確認す　（キ）主任技術者又は監理技術者が工事現場以外の場所から現場状況を確認す　（キ）主任技術者又は監理技術者が工事現場以外の場所から現場状況を確認す　（キ）主任技術者又は監理技術者が工事現場以外の場所から現場状況を確認す　（キ）主任技術者又は監理技術者が工事現場以外の場所から現場状況を確認す　（キ）主任技術者又は監理技術者が工事現場以外の場所から現場状況を確認す　（キ）主任技術者又は監理技術者が工事現場以外の場所から現場状況を確認す

　　　　るために必要な映像及び音声の送受信が可能な情報通信機器が設置され、　　　　るために必要な映像及び音声の送受信が可能な情報通信機器が設置され、　　　　るために必要な映像及び音声の送受信が可能な情報通信機器が設置され、　　　　るために必要な映像及び音声の送受信が可能な情報通信機器が設置され、　　　　るために必要な映像及び音声の送受信が可能な情報通信機器が設置され、　　　　るために必要な映像及び音声の送受信が可能な情報通信機器が設置され、　　　　るために必要な映像及び音声の送受信が可能な情報通信機器が設置され、

　イ　本工事の主任技術者又は監理技術者が兼務することとなる場合、前項(ア)　イ　本工事の主任技術者又は監理技術者が兼務することとなる場合、前項(ア)　イ　本工事の主任技術者又は監理技術者が兼務することとなる場合、前項(ア)　イ　本工事の主任技術者又は監理技術者が兼務することとなる場合、前項(ア)　イ　本工事の主任技術者又は監理技術者が兼務することとなる場合、前項(ア)　イ　本工事の主任技術者又は監理技術者が兼務することとなる場合、前項(ア)　イ　本工事の主任技術者又は監理技術者が兼務することとなる場合、前項(ア)

（1）建設業法第26条第３項第１号（以下、専任特例１号という。）の適用を受け（1）建設業法第26条第３項第１号（以下、専任特例１号という。）の適用を受け（1）建設業法第26条第３項第１号（以下、専任特例１号という。）の適用を受け（1）建設業法第26条第３項第１号（以下、専任特例１号という。）の適用を受け（1）建設業法第26条第３項第１号（以下、専任特例１号という。）の適用を受け（1）建設業法第26条第３項第１号（以下、専任特例１号という。）の適用を受け（1）建設業法第26条第３項第１号（以下、専任特例１号という。）の適用を受け

　 　る主任技術者又は監理技術者　 　る主任技術者又は監理技術者　 　る主任技術者又は監理技術者　 　る主任技術者又は監理技術者　 　る主任技術者又は監理技術者　 　る主任技術者又は監理技術者　 　る主任技術者又は監理技術者

　　　　かつ当該機器を用いた通信が可能な環境が確保されていること。　　　　かつ当該機器を用いた通信が可能な環境が確保されていること。　　　　かつ当該機器を用いた通信が可能な環境が確保されていること。　　　　かつ当該機器を用いた通信が可能な環境が確保されていること。　　　　かつ当該機器を用いた通信が可能な環境が確保されていること。　　　　かつ当該機器を用いた通信が可能な環境が確保されていること。　　　　かつ当該機器を用いた通信が可能な環境が確保されていること。

   ※　専任特例１号の運用の詳細や留意事項は、監理技術者制度運用マニュアル   ※　専任特例１号の運用の詳細や留意事項は、監理技術者制度運用マニュアル   ※　専任特例１号の運用の詳細や留意事項は、監理技術者制度運用マニュアル   ※　専任特例１号の運用の詳細や留意事項は、監理技術者制度運用マニュアル   ※　専任特例１号の運用の詳細や留意事項は、監理技術者制度運用マニュアル   ※　専任特例１号の運用の詳細や留意事項は、監理技術者制度運用マニュアル   ※　専任特例１号の運用の詳細や留意事項は、監理技術者制度運用マニュアル

　　　 を参照すること。　　　 を参照すること。　　　 を参照すること。　　　 を参照すること。　　　 を参照すること。　　　 を参照すること。　　　 を参照すること。

（2）建設業法第26条第３項第２号（以下、専任特例２号という。）の適用を受け（2）建設業法第26条第３項第２号（以下、専任特例２号という。）の適用を受け（2）建設業法第26条第３項第２号（以下、専任特例２号という。）の適用を受け（2）建設業法第26条第３項第２号（以下、専任特例２号という。）の適用を受け（2）建設業法第26条第３項第２号（以下、専任特例２号という。）の適用を受け（2）建設業法第26条第３項第２号（以下、専任特例２号という。）の適用を受け（2）建設業法第26条第３項第２号（以下、専任特例２号という。）の適用を受け

　　 る監理技術者　　 る監理技術者　　 る監理技術者　　 る監理技術者　　 る監理技術者　　 る監理技術者　　 る監理技術者

　　・　できない　　・　できない　　・　できない　　・　できない　　・　できない　　・　できない　　・　できない

　　・　できる　　・　できる　　・　できる　　・　できる　　・　できる　　・　できる　　・　できる

　ア　以下の（ア）から（ク）の要件を全て満たす場合は本工事を含め２件まで　ア　以下の（ア）から（ク）の要件を全て満たす場合は本工事を含め２件まで　ア　以下の（ア）から（ク）の要件を全て満たす場合は本工事を含め２件まで　ア　以下の（ア）から（ク）の要件を全て満たす場合は本工事を含め２件まで　ア　以下の（ア）から（ク）の要件を全て満たす場合は本工事を含め２件まで　ア　以下の（ア）から（ク）の要件を全て満たす場合は本工事を含め２件まで　ア　以下の（ア）から（ク）の要件を全て満たす場合は本工事を含め２件まで

　　　監理技術者の兼務を認める。なお、専任特例２号は監理技術者に関する特　　　監理技術者の兼務を認める。なお、専任特例２号は監理技術者に関する特　　　監理技術者の兼務を認める。なお、専任特例２号は監理技術者に関する特　　　監理技術者の兼務を認める。なお、専任特例２号は監理技術者に関する特　　　監理技術者の兼務を認める。なお、専任特例２号は監理技術者に関する特　　　監理技術者の兼務を認める。なお、専任特例２号は監理技術者に関する特　　　監理技術者の兼務を認める。なお、専任特例２号は監理技術者に関する特

　　　例であり、主任技術者は対象とならないことに留意すること。　　　例であり、主任技術者は対象とならないことに留意すること。　　　例であり、主任技術者は対象とならないことに留意すること。　　　例であり、主任技術者は対象とならないことに留意すること。　　　例であり、主任技術者は対象とならないことに留意すること。　　　例であり、主任技術者は対象とならないことに留意すること。　　　例であり、主任技術者は対象とならないことに留意すること。

　（ア）監理技術者補佐を専任で配置すること。　（ア）監理技術者補佐を専任で配置すること。　（ア）監理技術者補佐を専任で配置すること。　（ア）監理技術者補佐を専任で配置すること。　（ア）監理技術者補佐を専任で配置すること。　（ア）監理技術者補佐を専任で配置すること。　（ア）監理技術者補佐を専任で配置すること。

　（イ）監理技術者補佐は、当該工事に係る主任技術者の要件を満たす者のうち、　（イ）監理技術者補佐は、当該工事に係る主任技術者の要件を満たす者のうち、　（イ）監理技術者補佐は、当該工事に係る主任技術者の要件を満たす者のうち、　（イ）監理技術者補佐は、当該工事に係る主任技術者の要件を満たす者のうち、　（イ）監理技術者補佐は、当該工事に係る主任技術者の要件を満たす者のうち、　（イ）監理技術者補佐は、当該工事に係る主任技術者の要件を満たす者のうち、　（イ）監理技術者補佐は、当該工事に係る主任技術者の要件を満たす者のうち、

　　　　一級の技術検定の第一次検定に合格した者（一級施工管理技士補、当該　　　　一級の技術検定の第一次検定に合格した者（一級施工管理技士補、当該　　　　一級の技術検定の第一次検定に合格した者（一級施工管理技士補、当該　　　　一級の技術検定の第一次検定に合格した者（一級施工管理技士補、当該　　　　一級の技術検定の第一次検定に合格した者（一級施工管理技士補、当該　　　　一級の技術検定の第一次検定に合格した者（一級施工管理技士補、当該　　　　一級の技術検定の第一次検定に合格した者（一級施工管理技士補、当該

　　　　工事の種類に応じて指定された検定種別に限る。）又は当該工事に係る　　　　工事の種類に応じて指定された検定種別に限る。）又は当該工事に係る　　　　工事の種類に応じて指定された検定種別に限る。）又は当該工事に係る　　　　工事の種類に応じて指定された検定種別に限る。）又は当該工事に係る　　　　工事の種類に応じて指定された検定種別に限る。）又は当該工事に係る　　　　工事の種類に応じて指定された検定種別に限る。）又は当該工事に係る　　　　工事の種類に応じて指定された検定種別に限る。）又は当該工事に係る

　　　　監理技術者の資格を有する者であること。ただし、当該工事が機械器具　　　　監理技術者の資格を有する者であること。ただし、当該工事が機械器具　　　　監理技術者の資格を有する者であること。ただし、当該工事が機械器具　　　　監理技術者の資格を有する者であること。ただし、当該工事が機械器具　　　　監理技術者の資格を有する者であること。ただし、当該工事が機械器具　　　　監理技術者の資格を有する者であること。ただし、当該工事が機械器具　　　　監理技術者の資格を有する者であること。ただし、当該工事が機械器具

　　　　設置工事、さく井工事、消防施設工事、清掃施設工事又は　　　　　の　　　　設置工事、さく井工事、消防施設工事、清掃施設工事又は　　　　　の　　　　設置工事、さく井工事、消防施設工事、清掃施設工事又は　　　　　の　　　　設置工事、さく井工事、消防施設工事、清掃施設工事又は　　　　　の　　　　設置工事、さく井工事、消防施設工事、清掃施設工事又は　　　　　の　　　　設置工事、さく井工事、消防施設工事、清掃施設工事又は　　　　　の　　　　設置工事、さく井工事、消防施設工事、清掃施設工事又は　　　　　の

　　　　場合は監理技術者の資格を有するものに限る。　　　　場合は監理技術者の資格を有するものに限る。　　　　場合は監理技術者の資格を有するものに限る。　　　　場合は監理技術者の資格を有するものに限る。　　　　場合は監理技術者の資格を有するものに限る。　　　　場合は監理技術者の資格を有するものに限る。　　　　場合は監理技術者の資格を有するものに限る。

　（ウ）監理技術者補佐は、入札参加資格確認申請書の提出日（指名競争にあっ　（ウ）監理技術者補佐は、入札参加資格確認申請書の提出日（指名競争にあっ　（ウ）監理技術者補佐は、入札参加資格確認申請書の提出日（指名競争にあっ　（ウ）監理技術者補佐は、入札参加資格確認申請書の提出日（指名競争にあっ　（ウ）監理技術者補佐は、入札参加資格確認申請書の提出日（指名競争にあっ　（ウ）監理技術者補佐は、入札参加資格確認申請書の提出日（指名競争にあっ　（ウ）監理技術者補佐は、入札参加資格確認申請書の提出日（指名競争にあっ

　（エ）監理技術者が兼務できる工事は、工事現場が本工事と同一の地域振興局　（エ）監理技術者が兼務できる工事は、工事現場が本工事と同一の地域振興局　（エ）監理技術者が兼務できる工事は、工事現場が本工事と同一の地域振興局　（エ）監理技術者が兼務できる工事は、工事現場が本工事と同一の地域振興局　（エ）監理技術者が兼務できる工事は、工事現場が本工事と同一の地域振興局　（エ）監理技術者が兼務できる工事は、工事現場が本工事と同一の地域振興局　（エ）監理技術者が兼務できる工事は、工事現場が本工事と同一の地域振興局

　　　　（　　地域振興局）内の工事であること。　　　　（　　地域振興局）内の工事であること。　　　　（　　地域振興局）内の工事であること。　　　　（　　地域振興局）内の工事であること。　　　　（　　地域振興局）内の工事であること。　　　　（　　地域振興局）内の工事であること。　　　　（　　地域振興局）内の工事であること。

　（オ）監理技術者が施工における主要な会議への参加、現場の巡回及び主要な　（オ）監理技術者が施工における主要な会議への参加、現場の巡回及び主要な　（オ）監理技術者が施工における主要な会議への参加、現場の巡回及び主要な　（オ）監理技術者が施工における主要な会議への参加、現場の巡回及び主要な　（オ）監理技術者が施工における主要な会議への参加、現場の巡回及び主要な　（オ）監理技術者が施工における主要な会議への参加、現場の巡回及び主要な　（オ）監理技術者が施工における主要な会議への参加、現場の巡回及び主要な

　　　　工程の立会等の職務を適正に遂行できること。　　　　工程の立会等の職務を適正に遂行できること。　　　　工程の立会等の職務を適正に遂行できること。　　　　工程の立会等の職務を適正に遂行できること。　　　　工程の立会等の職務を適正に遂行できること。　　　　工程の立会等の職務を適正に遂行できること。　　　　工程の立会等の職務を適正に遂行できること。

　（カ）監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であること。　（カ）監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であること。　（カ）監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であること。　（カ）監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であること。　（カ）監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であること。　（カ）監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であること。　（カ）監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であること。

　（キ）監理技術者補佐が担う業務等について、明らかにすること。　（キ）監理技術者補佐が担う業務等について、明らかにすること。　（キ）監理技術者補佐が担う業務等について、明らかにすること。　（キ）監理技術者補佐が担う業務等について、明らかにすること。　（キ）監理技術者補佐が担う業務等について、明らかにすること。　（キ）監理技術者補佐が担う業務等について、明らかにすること。　（キ）監理技術者補佐が担う業務等について、明らかにすること。

　（ク）兼務する工事が他機関の発注である場合、当該発注機関が兼務を認めて　（ク）兼務する工事が他機関の発注である場合、当該発注機関が兼務を認めて　（ク）兼務する工事が他機関の発注である場合、当該発注機関が兼務を認めて　（ク）兼務する工事が他機関の発注である場合、当該発注機関が兼務を認めて　（ク）兼務する工事が他機関の発注である場合、当該発注機関が兼務を認めて　（ク）兼務する工事が他機関の発注である場合、当該発注機関が兼務を認めて　（ク）兼務する工事が他機関の発注である場合、当該発注機関が兼務を認めて

　　　　いること。　　　　いること。　　　　いること。　　　　いること。　　　　いること。　　　　いること。　　　　いること。

　ウ　本工事において、監理技術者及び監理技術者補佐の配置を行う場合又は配　ウ　本工事において、監理技術者及び監理技術者補佐の配置を行う場合又は配　ウ　本工事において、監理技術者及び監理技術者補佐の配置を行う場合又は配　ウ　本工事において、監理技術者及び監理技術者補佐の配置を行う場合又は配　ウ　本工事において、監理技術者及び監理技術者補佐の配置を行う場合又は配　ウ　本工事において、監理技術者及び監理技術者補佐の配置を行う場合又は配　ウ　本工事において、監理技術者及び監理技術者補佐の配置を行う場合又は配

　　　うこと。　　　うこと。　　　うこと。　　　うこと。　　　うこと。　　　うこと。　　　うこと。

（3）建設業法施行令第27条第２項に該当する場合（3）建設業法施行令第27条第２項に該当する場合（3）建設業法施行令第27条第２項に該当する場合（3）建設業法施行令第27条第２項に該当する場合（3）建設業法施行令第27条第２項に該当する場合（3）建設業法施行令第27条第２項に該当する場合（3）建設業法施行令第27条第２項に該当する場合

     以下のアからウの要件を全て満たし、かつ、適正な施工が確保されると認め     以下のアからウの要件を全て満たし、かつ、適正な施工が確保されると認め     以下のアからウの要件を全て満たし、かつ、適正な施工が確保されると認め     以下のアからウの要件を全て満たし、かつ、適正な施工が確保されると認め     以下のアからウの要件を全て満たし、かつ、適正な施工が確保されると認め     以下のアからウの要件を全て満たし、かつ、適正な施工が確保されると認め     以下のアからウの要件を全て満たし、かつ、適正な施工が確保されると認め

　 られる場合は本工事を含め原則２件程度まで同一の専任の主任技術者の兼務を　 られる場合は本工事を含め原則２件程度まで同一の専任の主任技術者の兼務を　 られる場合は本工事を含め原則２件程度まで同一の専任の主任技術者の兼務を　 られる場合は本工事を含め原則２件程度まで同一の専任の主任技術者の兼務を　 られる場合は本工事を含め原則２件程度まで同一の専任の主任技術者の兼務を　 られる場合は本工事を含め原則２件程度まで同一の専任の主任技術者の兼務を　 られる場合は本工事を含め原則２件程度まで同一の専任の主任技術者の兼務を

   認める。   認める。   認める。   認める。   認める。   認める。   認める。

　ア　工事の対象となる工作物に一体性若しくは連続性が認められる工事又は施　ア　工事の対象となる工作物に一体性若しくは連続性が認められる工事又は施　ア　工事の対象となる工作物に一体性若しくは連続性が認められる工事又は施　ア　工事の対象となる工作物に一体性若しくは連続性が認められる工事又は施　ア　工事の対象となる工作物に一体性若しくは連続性が認められる工事又は施　ア　工事の対象となる工作物に一体性若しくは連続性が認められる工事又は施　ア　工事の対象となる工作物に一体性若しくは連続性が認められる工事又は施

　　　工にあたり相互に調整を要する工事（資材の調達を一括で行う場合や工事　　　工にあたり相互に調整を要する工事（資材の調達を一括で行う場合や工事　　　工にあたり相互に調整を要する工事（資材の調達を一括で行う場合や工事　　　工にあたり相互に調整を要する工事（資材の調達を一括で行う場合や工事　　　工にあたり相互に調整を要する工事（資材の調達を一括で行う場合や工事　　　工にあたり相互に調整を要する工事（資材の調達を一括で行う場合や工事　　　工にあたり相互に調整を要する工事（資材の調達を一括で行う場合や工事

　　　の相当の部分を同一の下請で施工する場合等も含む）であること。　　　の相当の部分を同一の下請で施工する場合等も含む）であること。　　　の相当の部分を同一の下請で施工する場合等も含む）であること。　　　の相当の部分を同一の下請で施工する場合等も含む）であること。　　　の相当の部分を同一の下請で施工する場合等も含む）であること。　　　の相当の部分を同一の下請で施工する場合等も含む）であること。　　　の相当の部分を同一の下請で施工する場合等も含む）であること。

　イ　工事現場の相互の間隔が10ｋｍ程度の近接した場所にあり、同一の建設業　イ　工事現場の相互の間隔が10ｋｍ程度の近接した場所にあり、同一の建設業　イ　工事現場の相互の間隔が10ｋｍ程度の近接した場所にあり、同一の建設業　イ　工事現場の相互の間隔が10ｋｍ程度の近接した場所にあり、同一の建設業　イ　工事現場の相互の間隔が10ｋｍ程度の近接した場所にあり、同一の建設業　イ　工事現場の相互の間隔が10ｋｍ程度の近接した場所にあり、同一の建設業　イ　工事現場の相互の間隔が10ｋｍ程度の近接した場所にあり、同一の建設業

      者が施工すること。      者が施工すること。      者が施工すること。      者が施工すること。      者が施工すること。      者が施工すること。      者が施工すること。

　ウ　兼務する工事が他機関の発注である場合、当該発注機関が兼務を認めてい　ウ　兼務する工事が他機関の発注である場合、当該発注機関が兼務を認めてい　ウ　兼務する工事が他機関の発注である場合、当該発注機関が兼務を認めてい　ウ　兼務する工事が他機関の発注である場合、当該発注機関が兼務を認めてい　ウ　兼務する工事が他機関の発注である場合、当該発注機関が兼務を認めてい　ウ　兼務する工事が他機関の発注である場合、当該発注機関が兼務を認めてい　ウ　兼務する工事が他機関の発注である場合、当該発注機関が兼務を認めてい

　　　ること。　　　ること。　　　ること。　　　ること。　　　ること。　　　ること。　　　ること。

（4）複数の工事を１つの工事として管理する場合（4）複数の工事を１つの工事として管理する場合（4）複数の工事を１つの工事として管理する場合（4）複数の工事を１つの工事として管理する場合（4）複数の工事を１つの工事として管理する場合（4）複数の工事を１つの工事として管理する場合（4）複数の工事を１つの工事として管理する場合

     同一の建設業者と締結する契約、かつ、工事の対象が同一の建築物又は連続     同一の建設業者と締結する契約、かつ、工事の対象が同一の建築物又は連続     同一の建設業者と締結する契約、かつ、工事の対象が同一の建築物又は連続     同一の建設業者と締結する契約、かつ、工事の対象が同一の建築物又は連続     同一の建設業者と締結する契約、かつ、工事の対象が同一の建築物又は連続     同一の建設業者と締結する契約、かつ、工事の対象が同一の建築物又は連続     同一の建設業者と締結する契約、かつ、工事の対象が同一の建築物又は連続

　 する工作物であり、全ての注文者から同一工事として取り扱うことについて書　 する工作物であり、全ての注文者から同一工事として取り扱うことについて書　 する工作物であり、全ての注文者から同一工事として取り扱うことについて書　 する工作物であり、全ての注文者から同一工事として取り扱うことについて書　 する工作物であり、全ての注文者から同一工事として取り扱うことについて書　 する工作物であり、全ての注文者から同一工事として取り扱うことについて書　 する工作物であり、全ての注文者から同一工事として取り扱うことについて書

　 面による承諾を得た場合は、これら複数の工事を一の工事とみなして、同一の　 面による承諾を得た場合は、これら複数の工事を一の工事とみなして、同一の　 面による承諾を得た場合は、これら複数の工事を一の工事とみなして、同一の　 面による承諾を得た場合は、これら複数の工事を一の工事とみなして、同一の　 面による承諾を得た場合は、これら複数の工事を一の工事とみなして、同一の　 面による承諾を得た場合は、これら複数の工事を一の工事とみなして、同一の　 面による承諾を得た場合は、これら複数の工事を一の工事とみなして、同一の

３３３３３３３ 専任を要しない専任を要しない専任を要しない専任を要しない専任を要しない専任を要しない専任を要しない

  　 資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの間。）  　 資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの間。）  　 資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの間。）  　 資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの間。）  　 資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの間。）  　 資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの間。）  　 資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの間。）

（2）工事用地等の確保が未了、自然災害の発生又は埋蔵文化財調査等により、（2）工事用地等の確保が未了、自然災害の発生又は埋蔵文化財調査等により、（2）工事用地等の確保が未了、自然災害の発生又は埋蔵文化財調査等により、（2）工事用地等の確保が未了、自然災害の発生又は埋蔵文化財調査等により、（2）工事用地等の確保が未了、自然災害の発生又は埋蔵文化財調査等により、（2）工事用地等の確保が未了、自然災害の発生又は埋蔵文化財調査等により、（2）工事用地等の確保が未了、自然災害の発生又は埋蔵文化財調査等により、

　   工事を全面的に一時中止している期間　   工事を全面的に一時中止している期間　   工事を全面的に一時中止している期間　   工事を全面的に一時中止している期間　   工事を全面的に一時中止している期間　   工事を全面的に一時中止している期間　   工事を全面的に一時中止している期間

（3）橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター、発電機・配電盤等の電機品等の工（3）橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター、発電機・配電盤等の電機品等の工（3）橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター、発電機・配電盤等の電機品等の工（3）橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター、発電機・配電盤等の電機品等の工（3）橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター、発電機・配電盤等の電機品等の工（3）橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター、発電機・配電盤等の電機品等の工（3）橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター、発電機・配電盤等の電機品等の工

　元請の監理技術者等の専任を要しない期間は、以下のとおりである。ただし、　元請の監理技術者等の専任を要しない期間は、以下のとおりである。ただし、　元請の監理技術者等の専任を要しない期間は、以下のとおりである。ただし、　元請の監理技術者等の専任を要しない期間は、以下のとおりである。ただし、　元請の監理技術者等の専任を要しない期間は、以下のとおりである。ただし、　元請の監理技術者等の専任を要しない期間は、以下のとおりである。ただし、　元請の監理技術者等の専任を要しない期間は、以下のとおりである。ただし、

当該期間に専任しない場合は、具体的な期間について、予め特記仕様書等に明記当該期間に専任しない場合は、具体的な期間について、予め特記仕様書等に明記当該期間に専任しない場合は、具体的な期間について、予め特記仕様書等に明記当該期間に専任しない場合は、具体的な期間について、予め特記仕様書等に明記当該期間に専任しない場合は、具体的な期間について、予め特記仕様書等に明記当該期間に専任しない場合は、具体的な期間について、予め特記仕様書等に明記当該期間に専任しない場合は、具体的な期間について、予め特記仕様書等に明記

されている場合を除き、請負契約締結後、監督員との打合せにて工事打合せ簿にされている場合を除き、請負契約締結後、監督員との打合せにて工事打合せ簿にされている場合を除き、請負契約締結後、監督員との打合せにて工事打合せ簿にされている場合を除き、請負契約締結後、監督員との打合せにて工事打合せ簿にされている場合を除き、請負契約締結後、監督員との打合せにて工事打合せ簿にされている場合を除き、請負契約締結後、監督員との打合せにて工事打合せ簿にされている場合を除き、請負契約締結後、監督員との打合せにて工事打合せ簿に

定めること。定めること。定めること。定めること。定めること。定めること。定めること。

　　 場製作を含む工事全般について、工場製作のみが行われている期間　　 場製作を含む工事全般について、工場製作のみが行われている期間　　 場製作を含む工事全般について、工場製作のみが行われている期間　　 場製作を含む工事全般について、工場製作のみが行われている期間　　 場製作を含む工事全般について、工場製作のみが行われている期間　　 場製作を含む工事全般について、工場製作のみが行われている期間　　 場製作を含む工事全般について、工場製作のみが行われている期間

（4）工事完成後、検査が終了し、事務手続、後片付け等のみが残っている期間（4）工事完成後、検査が終了し、事務手続、後片付け等のみが残っている期間（4）工事完成後、検査が終了し、事務手続、後片付け等のみが残っている期間（4）工事完成後、検査が終了し、事務手続、後片付け等のみが残っている期間（4）工事完成後、検査が終了し、事務手続、後片付け等のみが残っている期間（4）工事完成後、検査が終了し、事務手続、後片付け等のみが残っている期間（4）工事完成後、検査が終了し、事務手続、後片付け等のみが残っている期間

　　　（なお、発注者の都合により検査が遅延した場合は、その期間（検査日を　　　（なお、発注者の都合により検査が遅延した場合は、その期間（検査日を　　　（なお、発注者の都合により検査が遅延した場合は、その期間（検査日を　　　（なお、発注者の都合により検査が遅延した場合は、その期間（検査日を　　　（なお、発注者の都合により検査が遅延した場合は、その期間（検査日を　　　（なお、発注者の都合により検査が遅延した場合は、その期間（検査日を　　　（なお、発注者の都合により検査が遅延した場合は、その期間（検査日を

４４４４４４４ 途中交代について途中交代について途中交代について途中交代について途中交代について途中交代について途中交代について 　監理技術者等の途中交代は、以下にあてはまる場合等で発注者がやむを得ない　監理技術者等の途中交代は、以下にあてはまる場合等で発注者がやむを得ない　監理技術者等の途中交代は、以下にあてはまる場合等で発注者がやむを得ない　監理技術者等の途中交代は、以下にあてはまる場合等で発注者がやむを得ない　監理技術者等の途中交代は、以下にあてはまる場合等で発注者がやむを得ない　監理技術者等の途中交代は、以下にあてはまる場合等で発注者がやむを得ない　監理技術者等の途中交代は、以下にあてはまる場合等で発注者がやむを得ない

と認め、同等以上の技術力を有する技術者との交代により、適正な工事に支障がと認め、同等以上の技術力を有する技術者との交代により、適正な工事に支障がと認め、同等以上の技術力を有する技術者との交代により、適正な工事に支障がと認め、同等以上の技術力を有する技術者との交代により、適正な工事に支障がと認め、同等以上の技術力を有する技術者との交代により、適正な工事に支障がと認め、同等以上の技術力を有する技術者との交代により、適正な工事に支障がと認め、同等以上の技術力を有する技術者との交代により、適正な工事に支障が

ないと判断した場合のほかは認めない。ないと判断した場合のほかは認めない。ないと判断した場合のほかは認めない。ないと判断した場合のほかは認めない。ないと判断した場合のほかは認めない。ないと判断した場合のほかは認めない。ないと判断した場合のほかは認めない。

（1）技術者の死亡、傷病、被災、出産、育児、介護又は退職等の場合（1）技術者の死亡、傷病、被災、出産、育児、介護又は退職等の場合（1）技術者の死亡、傷病、被災、出産、育児、介護又は退職等の場合（1）技術者の死亡、傷病、被災、出産、育児、介護又は退職等の場合（1）技術者の死亡、傷病、被災、出産、育児、介護又は退職等の場合（1）技術者の死亡、傷病、被災、出産、育児、介護又は退職等の場合（1）技術者の死亡、傷病、被災、出産、育児、介護又は退職等の場合

（2）受注者の責によらない契約事項の変更に伴う場合（2）受注者の責によらない契約事項の変更に伴う場合（2）受注者の責によらない契約事項の変更に伴う場合（2）受注者の責によらない契約事項の変更に伴う場合（2）受注者の責によらない契約事項の変更に伴う場合（2）受注者の責によらない契約事項の変更に伴う場合（2）受注者の責によらない契約事項の変更に伴う場合

（3）工場から現地へ工事の現場が移行する場合（3）工場から現地へ工事の現場が移行する場合（3）工場から現地へ工事の現場が移行する場合（3）工場から現地へ工事の現場が移行する場合（3）工場から現地へ工事の現場が移行する場合（3）工場から現地へ工事の現場が移行する場合（3）工場から現地へ工事の現場が移行する場合

（4）工事工程上技術者の交代が合理的な場合（4）工事工程上技術者の交代が合理的な場合（4）工事工程上技術者の交代が合理的な場合（4）工事工程上技術者の交代が合理的な場合（4）工事工程上技術者の交代が合理的な場合（4）工事工程上技術者の交代が合理的な場合（4）工事工程上技術者の交代が合理的な場合

５５５５５５５ 専任を要しない専任を要しない専任を要しない専任を要しない専任を要しない専任を要しない専任を要しない

期 間 の 指 定期 間 の 指 定期 間 の 指 定期 間 の 指 定期 間 の 指 定期 間 の 指 定期 間 の 指 定

技 術 者 の 専 任技 術 者 の 専 任技 術 者 の 専 任技 術 者 の 専 任技 術 者 の 専 任技 術 者 の 専 任技 術 者 の 専 任

に つ い てに つ い てに つ い てに つ い てに つ い てに つ い てに つ い て

専任の技術者の専任の技術者の専任の技術者の専任の技術者の専任の技術者の専任の技術者の専任の技術者の

兼 務 に つ い て兼 務 に つ い て兼 務 に つ い て兼 務 に つ い て兼 務 に つ い て兼 務 に つ い て兼 務 に つ い て

期 間 に つ い て期 間 に つ い て期 間 に つ い て期 間 に つ い て期 間 に つ い て期 間 に つ い て期 間 に つ い て

　　　から(キ)の事項について書類等により発注者の確認を受けること。　　　から(キ)の事項について書類等により発注者の確認を受けること。　　　から(キ)の事項について書類等により発注者の確認を受けること。　　　から(キ)の事項について書類等により発注者の確認を受けること。　　　から(キ)の事項について書類等により発注者の確認を受けること。　　　から(キ)の事項について書類等により発注者の確認を受けること。　　　から(キ)の事項について書類等により発注者の確認を受けること。

　　　　ては入札の執行日、随意契約にあっては見積書の提出日）以前に所属建　　　　ては入札の執行日、随意契約にあっては見積書の提出日）以前に所属建　　　　ては入札の執行日、随意契約にあっては見積書の提出日）以前に所属建　　　　ては入札の執行日、随意契約にあっては見積書の提出日）以前に所属建　　　　ては入札の執行日、随意契約にあっては見積書の提出日）以前に所属建　　　　ては入札の執行日、随意契約にあっては見積書の提出日）以前に所属建　　　　ては入札の執行日、随意契約にあっては見積書の提出日）以前に所属建

　　　　設業者と３か月以上の雇用関係を有すること。　　　　設業者と３か月以上の雇用関係を有すること。　　　　設業者と３か月以上の雇用関係を有すること。　　　　設業者と３か月以上の雇用関係を有すること。　　　　設業者と３か月以上の雇用関係を有すること。　　　　設業者と３か月以上の雇用関係を有すること。　　　　設業者と３か月以上の雇用関係を有すること。

　イ　本工事の監理技術者が兼務することとなる場合、前項(ア)から(ク)の事項　イ　本工事の監理技術者が兼務することとなる場合、前項(ア)から(ク)の事項　イ　本工事の監理技術者が兼務することとなる場合、前項(ア)から(ク)の事項　イ　本工事の監理技術者が兼務することとなる場合、前項(ア)から(ク)の事項　イ　本工事の監理技術者が兼務することとなる場合、前項(ア)から(ク)の事項　イ　本工事の監理技術者が兼務することとなる場合、前項(ア)から(ク)の事項　イ　本工事の監理技術者が兼務することとなる場合、前項(ア)から(ク)の事項

　　　について書類等により発注者の確認を受けること。　　　について書類等により発注者の確認を受けること。　　　について書類等により発注者の確認を受けること。　　　について書類等により発注者の確認を受けること。　　　について書類等により発注者の確認を受けること。　　　について書類等により発注者の確認を受けること。　　　について書類等により発注者の確認を受けること。

が当該複数工事全体を管理することができる。が当該複数工事全体を管理することができる。が当該複数工事全体を管理することができる。が当該複数工事全体を管理することができる。が当該複数工事全体を管理することができる。が当該複数工事全体を管理することができる。が当該複数工事全体を管理することができる。

   主任技術者、監理技術者及び監理技術者補佐（以下、監理技術者等という。）   主任技術者、監理技術者及び監理技術者補佐（以下、監理技術者等という。）   主任技術者、監理技術者及び監理技術者補佐（以下、監理技術者等という。）   主任技術者、監理技術者及び監理技術者補佐（以下、監理技術者等という。）   主任技術者、監理技術者及び監理技術者補佐（以下、監理技術者等という。）   主任技術者、監理技術者及び監理技術者補佐（以下、監理技術者等という。）   主任技術者、監理技術者及び監理技術者補佐（以下、監理技術者等という。）

　　 含む）も専任を要しない。）　　 含む）も専任を要しない。）　　 含む）も専任を要しない。）　　 含む）も専任を要しない。）　　 含む）も専任を要しない。）　　 含む）も専任を要しない。）　　 含む）も専任を要しない。）

（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/eizen/20240214enkaku.html）（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/eizen/20240214enkaku.html）（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/eizen/20240214enkaku.html）（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/eizen/20240214enkaku.html）（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/eizen/20240214enkaku.html）（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/eizen/20240214enkaku.html）（https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/eizen/20240214enkaku.html）

・　あらかじめ明記する場合の上記３の期間は、以下のとおりとする。・　あらかじめ明記する場合の上記３の期間は、以下のとおりとする。・　あらかじめ明記する場合の上記３の期間は、以下のとおりとする。・　あらかじめ明記する場合の上記３の期間は、以下のとおりとする。・　あらかじめ明記する場合の上記３の期間は、以下のとおりとする。・　あらかじめ明記する場合の上記３の期間は、以下のとおりとする。・　あらかじめ明記する場合の上記３の期間は、以下のとおりとする。
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第4章　 配管・保温仕様（機器内配管は除く）

第1章　一般事項

1-1 設置条件

周囲条件（1） 非防爆エリア

周囲温度（2） -5～40℃

相対湿度（3） 85％以下

場　　所（4） 1F

（5）耐震条件 水平震度：1.0 G 垂直震度：0.5 G

1-2 適用法規及び規格

ガス事業法

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

（6）

（7）

日本産業規格（ＪＩＳ）

（8）

電気学会電気規格調査会規格（ＪＥＣ）

（9）

日本電機工業会規格（ＪＥＭ）

（10）

（11）

第2章　基本事項

コージェネレーション設備概要2-1

本設備はガスエンジン発電設備、排熱回収設備、および関連機器で構成される

都市ガス（13Ａ）専焼の常用コージェネレーション設備とする.

排熱は蒸気及び温水として回収し、空調用及び給湯用として供給する。

（1）本設備は電主熱従設備とし、電力負荷により設備運転、停止制御、及び

負荷制御を行うものとする。

（2）本設備は常時商用電源と系統連系運転を行うものとする。（3φ,6600V）

（3）ガスエンジンの起動、停止はスケジュールタイマーで、運転監視は遠方監視
　　にて行うものとし、各関連補機の運転、停止は自動で行うことが可能とする。

（4）温水負荷（熱利用）が減少した場合、排熱温水を放熱してガスエンジン
　　を運転できるものとする。

（5）放熱設備が故障した場合、本設備は重故障停止する。

（6）エンジンで発生する窒素酸化物（ＮＯｘ）は希薄燃焼にて

（7）エンジンの始動方式は電気式とする。

コージェネレーション設備主要事項2-2

発電設備主要事項2-2-1

（1）発電出力 420 kW × 1 基

（2）電圧-周波数-相数 6600V-50Hz-3相

（3）系統連系運転 有り

（4）適用 常用機（停電運用有り）

（5）原動機 ガス専焼エンジン

（6）操作方式 盤面（自動、手動）

（7）使用燃料 都市ガス　13A

第3章　その他特記事項

工事関係一般

機器据付用ボルトはダブルナット締めとし、溶融亜鉛めっき仕上げとすること。（1）

機器の取合点、振動機器との取合点及び熱伸縮の予想される配管には（2）
必要な箇所に伸縮管を設け膨張及び振動を防止する.

各配管ラインの必要な箇所には、ブロー用ノズルを設け、排水溝まで（3）

配管を行うこと.但し、直接下水放流不可の排水については、末端バ
ルブ及びキャップ、またはブラインドフランジ止めとする.

（4） 各配管ラインの必要な箇所には、自動エア抜き弁、同元弁および手動
エア抜き弁を取付け、排水溝まで配管を行う.

全機器及び配管の各バルブには開閉札を設ける.（5）

各機器には名称を、各配管には矢印、液体識別を表示する.（6）

（7） 機器、バルブ操作、点検及びメンテナンス上必要な箇所には操作架台

（8）

を設ける.

通路に配管等を設置する場合には鋼製歩廊、階段等を設け、通行及び

（9）

器具の運搬に支障がないようにする.

（10）

（11）

高温水系統に使用するポンプは、メカニカルシールとする.

異種金属配管の接続部には、絶縁継手を使用する.

（12）

耐圧、気密試験の際は、機器との取合フランジを外すか、または遮断
板を取付け、機器に影響を及ぼさないように行う.

必要な箇所にはＰＬ法に基ずく表示ラベルを貼付する.

分散型電源系統連系技術指針

日本ガス協会安全技術指針

電気事業法－電気設備の技術基準、発電用火力設備の技術基準

建築基準法

大気汚染防止法

その他関係法令

消防法

（13） 耐震施工は、建築設備耐震設計施工指針２０１４年度版による。

（8）商用電源が停電した場合、保安用負荷へ電源供給するものとする。

有り（8）停電時運用

（9）商用電源が停電した場合、ブラックアウトスタートが可能とする。

（金属製可とう電線管用）
コネクター

機器接続部 金属製可とう電線管

ノーマルベンド

屋内露出部
電線・ケーブル保護

名称又は用途

電線・ケーブル保護
屋外露出部

ケーブルラック

ケーブルラック

鋼製電線管

ノーマルベンド

鋼製電線管

ビニール被膜２種可とう管

ビニール２種可とう管用
２種可とう電線管

メラミン樹脂焼付塗装

メラミン樹脂焼付塗装

２種可とう電線管

種  類

薄鋼電線管

薄鋼ノーマルベンド

厚鋼電線管

厚鋼ノーマルベンド

第5章　 配線・配線管仕様（機器内配線は除く）

  　低減するものとする。

接地線

制御用ケーブル

低圧電力ケーブル

高圧電力ケーブル

ビニールシースケーブル

６００Ｖ
ビニール絶縁電線 IV

CVV
KPEVS

架橋ポリエチレン絶縁
ビニールシースケーブル

ビニールシースケーブル
架橋ポリエチレン絶縁

制御用ビニール絶縁電線

名称又は用途 種  類

6.6 kV CVT
6.6 kV CV

600V CVT

CVVS

600V CV

材  料

SGP（黒）

SGP（黒）

SGP-VB

排ガス 322℃

燃料ガス

補給水 常温

オイルミスト

ガス放出管

常温

設計温度用　　途

88.0℃熱源水

冷却水

保温材・被覆

グラスウール（20・25mm）

ロックウール（75mm）

カラー鉄板

アルミガラスクロス

SGP（白）

SGP（白）

SGP（白）ドレン系統

38.2℃

32.0℃

SGP（黒）

SGP（白）

常温

常温

常温

グラスウール（20mm）
アルミガラスクロス

SGP（黒）
蒸気放出管

180℃

SUS304ボイラー給水 60℃

SGP（黒）飽和蒸気 180℃ グラスウール（20・25mm）
アルミガラスクロス

グラスウール（20mm）
アルミガラスクロス

ボイラー安全弁管

SGP（黒）ボイラーブロー 100℃

図面番号

区分

図面内容

縮尺

特記

県立新発田病院 コージェネレーション設備他更新工事
電気設備図N.S
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図面番号

区分

図面内容

縮尺

特記

県立新発田病院 コージェネレーション設備他更新工事
電気設備図N.S

008コージェネレーション設備　機器表

※1. 機器仕様、寸法、質量等はメーカー標準につき参考値とする。

機器番号 機器名称 機器仕様
電力kW相 電圧V

電気
起動 台数 設置場所 備  考

都市ガス 13A 40,630 kJ／m3N燃　　料

排気ガス量

排気温度

負荷投入率

回 転 数

定格出力

給気ファン

騒    音

形　　式

流    量

冷却水量

始動電動機

潤滑油消費率

定格出力

相・電圧

形　　式

形　　式

形　　式

35.0 m3／h

トロコイド式

ラインポンプ

3

3

200

200

直入

直入

0.75

3.7

420 kW（429 kVA） 50Hz

35.0 m3／h

9.0 m3／h

75 dB（A）以下

3φ× 6600V

三相交流同期発電機

0.8 g／kW・h 以下

有圧換気扇

鋼板製 屋外仕様

m3N／h

エンジン出口

1,500 min

433 kW

アフタークーラー

DC24V-8kW×1

2,012

ジャケット

0 →30 ％

322 ℃

-1

3 200 直入2.98

形　　式

発電電力

パッケージ形常用発電機GE-1 ガスエンジン発電機 形　　式：

定格出力：

（連続）

４サイクル水冷火花点火式

420 kW （429 kVA） 耐震 水平：1.0G、垂直：0.5G

形　  式

9.0 m3／h流    量

ラインポンプ形　　式 2.22003 直入

運転質量：14,700 kg

2.4～120.7

超音波式ガスエンジン管理用 形　　式

ガス流量計 m3N／h

110.0 m3N／h

0.059 MPa（G）

オイルフリー式 水冷式

0.450 MPa（G）

吸入圧力

吐出圧力

流    量

2003 15 Y－Δ

流    量

形　　式 メタル担体酸化触媒 パッケージ内、口径：250A

（0.059～0.294MPa）

11方向エネルギー平均

演算式熱量計熱量計 形　　式 10 MJ／P

電動三方弁温度調節三方弁 形　　式

65A口　　径

連絡遮断器盤

形　　式

屋内鋼板製閉鎖自立形形　　式

屋内鋼板製閉鎖自立形

1

1補機変圧器盤

32.0 ℃-37.6 ℃

37.6 ℃－33.0 ℃

48.4 kW交換熱量

二次側

一次側

36.0 m3／h

9.0 m3／h

ブレージング式形　  式

機器番号 機器名称 機器仕様
電力kW相 電圧V

電気
起動 台数 設置場所 備  考

1 階

（ガスエンジン）

（発電機）

（酸化触媒）

（パッケージ）

（ジャケット冷却水ポンプ）

（潤滑油プライミングポンプ）

（ジャケット用膨張タンク）

（潤滑油補給タンク）

形式・容量 鋼板溶接丸形　40 L

形式・容量 鋼板溶接角形 450L

（クーラー用熱交換器）

（ガス圧縮機）

（クーラー冷却水ポンプ）

0.1m3N/h

過冷却防止用1 階

1 階

1 階

形　　式 膨張式（排気消音器） パッケージ内、口径：250A

87.4 m3N／h+5％

共通補機盤 形　　式 屋内鋼板製閉鎖自立形 1

1 200

DC 24

耐震

制御用直流電源盤 形　　式 屋内鋼板製閉鎖自立形 1

防振：スプリング防振（2.3Hz）

1 階

1 階

1 階

1 階

演算部、感温部、体積流量計構 成 品

1

1

1

1

1

1

1

1

1

冷却塔

3

形　　式

付 属 品

温度・流量

冷却能力

メーカー標準品、ガード付梯子、手摺、ヒータ、

32.0 ℃－38.2 ℃

261.3 kW（W.B 29℃）

36m3／h

3

直入

200

200

1

15.5

超低騒音　密閉式　角形　不凍液仕様

飛散防止板、給水用電磁弁、薬注装置、

2.2 散水ポンプ

ファン

ヒータ

運転質量：4,070 kg

3 200 4.0 1

直入

1 階

防振装置（2.3Hz）

耐震 水平：2.0G、垂直：1.0G

CT-1

流    量

形　　式

9.0 m3／h

ラインポンプ 3 200 直入2.2（クーラー冷却水ポンプ） 1

（クーラー用膨張タンク） 形式・容量 鋼板溶接角形　11 L

（潤滑油循環タンク） 形式・容量 鋼板溶接角形 270L

補機ユニット

多管式貫流ボイラー形　　式

運転質量：3,610 kg

二次側

交換熱量

一次側 90.0 ℃－84.8 ℃

37.6 ℃-38.2 ℃

212.9 kW

35.0 m3／h

36.0 m3／h

ブレージング式

83.0 ℃-88.0 ℃

212.9 kW

90.0 ℃－84.8 ℃

回収熱量

一次側

二次側

ブレージング式

35.0 m3／h

形　  式

形　  式

裕度　-5%

HR-1

（排ガス蒸気ボイラー）

（熱回収用熱交換器）

（余剰熱放熱用熱交換器）

36.6 m3／h

1 階1

（始動用バッテリー） 形　　式

バッテリ

制御弁式鉛蓄電池

UP300-12A

真空遮断器（7.2kV-600A-12.5kA）

DC24V 200Ah/10h

（補機盤） 鋼板製閉鎖自立形（発電装置ユニット内搭載）

補機制御回路（発電装置ユニット内補機制御用）、

形　　式

収納機器

端末ユニット

（高圧盤） 鋼板製閉鎖自立形（発電装置ユニット内搭載）形　　式

収納機器

計器用変圧器、変流器

鋼板製閉鎖自立形（発電装置ユニット内搭載）形　　式（システム操作ユニット）

発電機コントローラ、システムコントローラ収納機器

電圧・容量

2400Ah・セル/10h

（100Ah×6セル×2直列×2並列）

35.0 m3／h流    量

ラインポンプ形　　式 3.72003 直入（ジャケット冷却水ポンプ） 1

（冷却水自動温度調節弁） 形式・口径 ジャケット用：電動三方弁 65A

クーラー用：電動三方弁 50A

（外部補機盤） 形式・容量 鋼板製閉鎖自立形

質量：900 kg

質量：800 kg

質量：700 kg

質量：1,350 kg

60 ℃（軟水）

125.2 kW

179.0 kg／h（0.78MPaG）

回収熱量

給水温度

実際蒸発量

排ガス温度

付 属 品

出口：154 ℃

薬注装置、給水流量計、ボイラー給水ポンプ

排ガスバイパスダンパ

形　　式

流    量

冷却塔冷却水ポンプ 200

36.0 m3／h

3 直入 111.0渦巻式ポンプ

形　　式

流    量

温水循環ポンプ 200

36.6 m3／h 

3 直入 1渦巻式ポンプ 11.0

形　　式温水膨張タンク 1密閉式

容    量 300L

※ 温水ポンプ定格出力は実施に当たって、既設熱源と照らし合わせ、配管長、揚程等により決定すること.



インターフェース表 ※破線のケーブルは電気工事とする。

（0.1Nm  ／P ）

（kg／P ）

発電電力 （4～20mA ）

電   圧

ガス流量

発電電力量

電   流

蒸気流量

（10kWh／P ）

3

（4～20mA ）

（4～20mA ）

名   称 共通補機盤 ケーブル
（電気工事）

（1kWh／P ）補機電力量

熱回収温水流量 （100L／P ）

ボイラー給水流量 （L／P ）

ボイラー給水温度（4～20mA ）

蒸気圧力 （4～20mA ）

発電電力一定制御

受電電力
一定制御 一定制御

受電電力

負
荷
電
力
（
kW

）

CGS
始動指令

発電電力一定制御

CGS出力

受電電力一定制御

総負荷電力

受電電力

CGS
停止指令

C G S 制 御

（52EG ）

（52CG ）

主回路

発電機遮断器信号

U

W

V

接地 EA,ED

3φ 6600V

52EG

52CG

52B1母線側VT

受電保護リレー動作による

（52G1 ）

（52B2 ）

（52B4 ）

（52B3 ）

受電遮断器信号

母線連絡遮断器信号

停 電 信 号

（52R ）

（52B1 ）

（27R ）

名   称

3φ AC110VVT

52G1

52B3

52B4

52B2

共通補機盤 ケーブル
（電気工事）

電気室（受変電盤）

52R

52B1

27R

名   称 共通補機盤 ケーブル
（電気工事）

中   央

中   央

1. 共通補機盤～電気室（受変電盤）

3. 共通補機盤～中央

4. 共通補機盤～中央（計測）

5. 共通補機盤～冷却塔開閉器盤

（電気工事）
ケーブル名   称 共通補機盤 冷却塔開閉器盤

冷却塔膨脹タンク水位検出

冷却塔ヒータ過熱防止サーモ

冷却塔ファン発停用温度SW

薬注装置故障

冷却塔ヒータ発停用温度SW

ローカル

52B1投入指令

受電KW読込
KW-TD 4～20mA

52B1同期開始指令

A系

B系

高速停電検出動作

運転

52CG入

始動準備完了

電圧確立

52CG同期渋滞

発電機軽故障一括

発電機重故障一括

温水循環ポンプ運転

コージェネ室火災

コージェネ室消火ガス放出 （防災盤）

（防災盤）

名   称

コージェネ室ガス漏れ

システム運転／停止指令

非常停止

（電気工事）
ケーブル共通補機盤

運転

停止

中   央

（防災盤）

2. 共通補機盤～中央

操作場所中央

システム運転

52B1同期中

共通重故障一括

共通軽故障一括

52B1同期渋滞

52GE

（52GE ）
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保護装置一覧表

故障
区分

No 故障名称
機関
停止

52G
断

遠隔
監視

警報 表示

重
故
障

1 潤滑油圧力低下 ○ ○ ○ ○ ○

2 潤滑油温度上昇 ○ ○ ○ ○ ○

3 潤滑油油面上昇 ○ ○ ○ ○ ○

4 ジャケット冷却水圧力低下 ○ ○ ○ ○ ○

5 ジャケット冷却水温度上昇 ○ ○ ○ ○ ○

6

ガスコン圧力上昇

○ ○ ○ ○ ○

7

ガスコン圧力低下

○ ○ ○ ○ ○

8 ○ ○ ○ ○ ○

9 ガスコン出口燃料温度上昇 ○ ○ ○ ○ ○

10 主室ガス圧力上昇 ○ ○ ○ ○ ○

11 過負荷 ○ ○ ○ ○ ○

12 過回転（過速度） ○ ○ ○ ○ ○

13 回転速度低下 ○ ○ ○ ○ ○

14 始動渋滞 ○ ○ ○ ○ ○

15 同期渋滞 ○ ○ ○ ○ ○

16 遮断器投入失敗 ○ ○ ○ ○ ○

17 固定子温度上昇 ○ ○ ○ ○ ○

18 軸受温度上昇 ○ ○ ○ ○ ○

19 排気触媒出口温度上昇 ○ ○ ○ ○ ○

20 非常停止 ○ ○ ○ ○ ○

21 エンジン制御重故障一括 ○ ○ ○ ○ ○

22 エンジン制御電源断 ○ ○ ○ ○ ○

23 端末制御電源断 ○ ○ ○ ○ ○

24 通信異常 ○ ○ ○ ○ ○

25 ○ ○ ○ ○ ○

26 ○ ○ ○ ○ ○

27

コントローラ停止

○ ○ ○ ○ ○

28 ○ ○ ○ ○ ○

29

AVR-CPU異常

○ ○ ○ ○ ○

30 不足電圧 ○ ○ ○ ○ ○

31

パッケージ内漏液

○ ○ ○ ○ ○

32

パッケージ内火災

○ ○ ○ ○ ○

33

パッケージ内ガス漏れ

○ ○ ○ ○ ○

34

35 ○ ○ ○ ○ ○

36

37 NOx異常 ○ ○ ○ ○ ○

38 受電異常 ○ ○ ○ ○ ○

軽
故
障

1 － － ○ ○ ○

2 － － ○ ○ ○

3

潤滑油圧力低下

－ － ○ ○ ○

4

潤滑油温度上昇

－ － ○ ○ ○

5

潤滑油油面低下

－ － ○ ○ ○

6

潤滑油コシ器差圧異常

－ － ○ ○ ○

7

ジャケット冷却水温度上昇

－ － ○ ○ ○

8

ジャケット膨張タンク水位低下

－ － ○ ○ ○

9

クーラ膨張タンク水位低下

－ － ○ ○ ○

10

クーラ冷却水温度上昇

－ － ○ ○ ○

11 排気触媒出口温度上昇 － － ○ ○ ○

12 エンジン制御軽故障一括 － － ○ ○ ○

13

14 充電器異常 － － ○ ○ ○

15 給気高温予知 － － ○ ○ ○

16 レートダウン制御中 － － ○ ○ ○

17 発電機出力ハンチング － － ○ ○ ○

18 電力追従異常 － － ○ ○ ○

19 交流制御電源異常 － － ○ ○ ○

20 補機故障 － － ○ ○ ○

21 － － ○ ○ ○

22

号機間通信異常

－ － ○ ○ ○

23

24 主ガス電動弁故障 － － ○ ○ ○

25 過電流 － － ○ ○ ○

26 地絡過電圧 － － ○ ○ ○

27 励磁異常 － － ○ ○ ○

28 パッケージ内火災 － － ○ ○ ○

29 パッケージ内ガス漏れ － － ○ ○ ○

30

31 NOx異常 － － ○ ○ ○

故障
区分

No 故障名称
機関
停止

52G
断

遠隔
監視

警報 表示

○ ○ ○ ○ ○

電磁弁確認警報 － － ○ ○ ○

39

40

41

42

43

44

45

46

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

発電機室内消火設備動作

発電機室内ガス漏れ

発電機室内火災

外部機器故障

外部補機故障

外部重故障

共通重故障

構内事故

逆電力

地絡過電圧

過電圧

過電流

電磁弁確認警報

ガス供給圧力低下

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

固定子温度上昇

ガス供給圧力低下

AVR異常

発電機室内火災

発電機室内ガス漏れ

外部機器故障

外部補機故障

外部軽故障

共通軽故障

受電異常

脱硝装置異常

瞬低検出

受電電力信号異常

逆パラ同期渋滞

－ － ○ ○ ○

－ － ○ ○ ○

－ － ○ ○ ○

－ － ○ ○ ○

－ － ○ ○ ○

－ － ○ ○ ○

－ － ○ ○ ○

－ － ○ ○ ○

－ － ○ ○ ○

－ － ○ ○ ○

－ － ○ ○ ○※1 ※2

※2

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

N.S

※運用の変更に伴って受変電の改造が必要になる場合は別途協議とする。

図面番号

区分

図面内容

縮尺

特記

県立新発田病院 コージェネレーション設備他更新工事
電気設備図

※1の項目は故障区分（重／軽）の選択が可能である。

※2の項目は使用／不使用の選択が可能である。

各項目の選択変更は諸関連図書、承認図、施工図による。
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単線結線図-1 単線結線図-2（補機盤：パッケージ内収納）
※補機容量は参考値とする。

単線結線図-3（共通補機盤）
※補機容量は参考値とする。

（※a1）

MCCB

負
荷

名
称

潤
滑

油
プ

ラ
イ

ミ
ン

グ
ポ

ン
プ

電
気

方
式

3φ
 2

00
V

定
格

出
力

0.
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ELCB

30AH
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ELCB ELCB
MCCB MCCB
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（※b1）

1φ
 2

00
V

30
0 

W

受電設備へ

6600V/210V12.5 kA
7.2 kV 600V

ZCT 3

PF

52CGF
VCB

PF

I   >

ZPD

U <f <

VTT

VT×2

CTT

VTT

Tr

補機変圧器盤 制御用直流電源盤

CT×2

VT×2

MCCB

CT×2

I >

CP

CP

MM

CP

51N

EB

MCCB MCCB

GE-1

88 88

LBS
89T

（N.C）

MM

V,Hz

（ELR付）

停電時
放電防止用

MM

電流計切替SW

電圧計切替SW

電力量計

電流計

AS

A

VS

W

凡例

電圧計V

周波数計F

力率計PF

不足電圧継電器

過電圧継電器

過電流継電器51G

27G

59G

逆電力継電器67GG

ガスエンジンGE

変圧器

試験用端子(電圧回路)

試験用端子(電流回路)

ヒューズ

VTT

CTT

F

永久磁石発電機PMG

CT 整流器

零相変流器

負荷開閉器

計器用変圧器

ZCT

LBS

T

VT

配線用遮断器

自動電圧調整装置

電圧設定器90D

MCCB

AVR

交流同期発電機

交流励磁機

SG

ACEX

記 号 器 具 名 称

64G 地絡過電圧継電器

ZPD 零相分圧器

ZPC 零相蓄電器

MM マルチメータ

AVR

GE SG

DR

EX PMG

・自動制御機能（発電）

・故障検出機能（発電）
・同期投入機能

同期選択回路
（リレー回路）

（発電機端末）

U

I

P

U U

VCB

7.2kV 600A
12.5kA

・計測演算機能（発電）

商用側
発電機側

商用側
発電機側

発電機連絡遮断器（52BG）
VT2次

母線連絡遮断器（52B）
VT2次

OCR OVR UVR

RPR OVGR

2CT
75:5A
40VA

2VT
6600:110V

50VA4FUSE

41G

DCCT

・発電機保護機能
WhHz

受電 W

・表示機能（計測/状態/故障）
・操作機能（機関/遮断器）

タッチパネル

A WV var

・自動制御機能（補機）

・計測演算機能（温度・圧力）
・制御シーケンス機能

（ロジック端末）

・故障検出機能（機関・補機）

CAN通信

RESS

RS422
h

コントローラユニット

VT
6600:110V

50VA2FUSE

52CG1

ZPD

CP VTT

CP VTT

CTT

受変電設備

GE-1

発電機盤

DC100V

共通補機盤より 共通補機盤より

機関端子箱

エンジン盤

GE-1
補機盤へ

150kVA

CGS制御回路
（PLC、タッチパネル）

U
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P

U
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h

電力計

時間計

漏電遮断器ELCB

蓄電池電圧補償装置整流器
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（1φ 2W 200V）

連絡遮断器盤

420kW  6600V 50Hz 37.5A
3φ 3W 4P 1500min-1
0.98PF

MDF

共通補機盤

cosφ

補機盤

※b1
※a1

※b1 ※a1
共通補機盤へ

※c1

MODEM88
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順次投入用
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※1
（単線結線図-3参照）

RESSより

※c1
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※補機定格出力は参考とし、実施に当たっては、設計図書、配線長、配線ルート等により決定すること。

※ 温水ポンプ定格出力は実施に当たって、既設熱源と照らし合わせ、配管長、揚程等により決定すること.
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単線結線図
（１）補機電源

６.支給電源

３φＡＣ／ＧＣ ２００Ｖ

（２）照明電源 １φＡＣ／ＧＣ １００Ｖ

約 １０.０ｋＷ

約 １５.０Ａ

---

---

ｌ）

１０７６ｋＷ

１台

－１

Ａ重油（セタン指数４５以上）

セルモ－タ－による電気式

１５００ｍｉｎ 

強制潤滑方式

ラジエ－タ冷却方式

数量

出力

形式

ａ）

ｃ）

ｂ）

（１）ディ－ゼル機関

２.主要機器

回転数

冷却方式

始動方式

潤滑方式

燃料

ｄ）

ｆ）

ｅ）

ｇ）

ｈ）

８秒以内速度整定時間ｊ）

ｋ）

燃料消費量ｉ）

立形直列水冷４サイクルディ－ゼル機関

１台

４Ｐ

０.８（遅れ）

５０Ｈｚ

３相３線

６６００Ｖ

１２５０ｋＶＡ

数量ａ）

形式ｂ）

（２）発電機

電圧ｄ）

ｅ）周波数

極数ｇ）

力率ｈ）

相数ｆ）

容量ｃ）

１５５（Ｆ）

連続

瞬時－３０％以内

整定±２.５％以内

１５％

ブラシレス

ｋ）

ｊ）励磁方式

耐熱クラス

定格ｌ）

ｍ）

ｏ）

ｐ）過回転耐力

ｑ）逆相分電流

ｉ）回転数 １５００ｍｉｎ －１

２６９.６Ｌ／ｈｒ（裕度＋５％）

＋５％以内整定回転速度変化率

ｎ）

総合電圧変動率

最大電圧降下率

横軸回転界磁形同期発電機

１１０％（３０分間）

１２０％（２分間）

過電流耐力 １５０％（３０秒間）

手動運転は自動始動発電機盤の盤面にて行う。

遮断器の開放及びエンジンの停止を行う。

始動及び遮断器の投入を行い、復電により

自動運転中は商用電源の停電によりエンジンの

１面

屋内鋼板製自立閉鎖形

真空遮断器（ＶＣＢ）

静止形

数量ａ）

形式ｂ）

ｃ）使用遮断器

保護継電器ｄ）

メ－カ－標準予備品

（３）蓄電池関係

ａ） １式

メ－カ－標準工具

メ－カ－標準予備品

メ－カ－標準予備品

（１）ディ－ゼル関係

８.予備品・付属品

（２）盤関係

ａ）

ｂ）

ａ）

１式

１式

１式

制御用直流電源盤の製作・据付工事

試運転調整

配線工事（発電機及び補機～自動始動発電機盤、始動・制御用直流電源盤）

発電装置及び補機類の搬入工事

燃料配管工事（機関～燃料小出槽）

防音パッケ－ジの製作・据付工事

自動始動発電機盤の製作・据付工事

ディ－ゼル発電装置の製作・据付工事

ｆ）

ｇ）

ａ）

ｃ）

ｂ）

ｄ）

ｅ）

ｈ）

ｉ）

（１）本工事範囲

ｉ）

過回転耐力 １１０％ １分間 （無負荷運転）

（２）排気消音器

鋼板製溶接構造 搭載形

膨張吸収式

1基

ｃ）構造

ｂ）

ａ）

形式

数量

４.消音器、燃料小出槽及び付属機器

（１）自動始動発電機盤

３.配電盤

７.発電設備工事範囲

（６）騒音・振動

（５）耐震施工

ｂ）停止

ｄ）

ｃ）

運転条件

遮断器

（４）運転制御方式

ａ）起動

自動及び手動

自動及び手動 投入

自動及び手動

１２５０ｋＶＡ 非常用発電設備特記仕様書

（１）適用規格及び仕様書

日本産業規格（ＪＩＳ）

電気規格調査会標準規格（ＪＥＣ）

日本電機工業会標準規格（ＪＥＭ）

電気設備に関する技術基準

ｂ）

ｅ）

ｇ）

ｆ）

ｄ）

ｃ）

電気事業法

建築基準法

消防法

１.一般事項

ａ）

ｈ）

ｅ）

ｄ）

標高

湿度

（２）設計条件

ｂ）

ｃ）

ａ）

設置場所

周囲温度

用途

８５％以下

-５℃～４０℃

1F　コージェネ保安自家発室

非常用電源（長時間型）

完全に充電された始動装置により３回以上

ｃ）許容負荷投入率 ５０％（抵抗負荷）

（３）主要特性

ａ）

ｂ）

始動時間

始動回数

４０秒以内

ｆ）

ｇ）

防音パッケ－ジ形ディ－ゼル発電装置

１台台数

形式

３００ｍ以下

１.０Ｇ設計水平震度ａ）

ゴム防振防振装置ｂ）

発電装置ａ） 機側１ｍで約７５ｄＢ（Ａ）以下（４方向平均値）

機側１ｍで約７５ｄＢ（Ａ）以下（４方向平均値）

数量

形式

ａ）

ｂ）

性能ｄ）

構造ｃ）

１基

吸音遮蔽式

屋内鋼板製溶接構造

（１）防音パッケ－ジ

建築設備耐震設計、施工指針（２０１４年版）

５.保護装置及び外部出力

 　ＡＶＲ

ＣＴＴ

ＣＴ×２
Ｉ ＞

×２

ＦＨ

ＶＣＢ
５２Ｇ Ｕ　＞

ＺＰＤ

Ｗｈ

Ｕ ＜ Ｕ ＞ Ｕ

ＰＴＴ

ＡＷ ＣＯＳφ

ＦＬ

Ｈｚ ｈ

Ｖ

１２５０ｋＶＡ－４Ｐ－６６００Ｖ－５０Ｈｚ

ＤＥ Ｇ

初期励磁装置

１２，１３，１４

ＡＣ
ＥＸ ＴＧ

制御回路

ＭＣＣＢ

補機回路

ＭＣＣＢ

３φ ＡＣ／ＧＣ ２００Ｖ
制御電源
ＤＣ１００Ｖ

補機電源

負荷

１φ ＡＣ／ＧＣ１００Ｖ
照明電源

ＭＣＣＢ

ＡＸＴ

ｎ） 黒煙抑制式電子ガバナ調速機

排気消音器（搭載）及び排気管の製作・組付工事

Ｖ ＷＡ ＣＯＳφＨｚ

（社）日本内燃力発電設備協会「自家発電設備に関する認定技術基準」

重 

故 

障

緊急停止

不足電圧

過電流

過回転

補機故障

冷却水温度上昇 赤色

燃料小出槽油面低下 橙色

直流電源異常

橙色

軽 

故 

障

橙色

中央監視

赤色

赤色

表示灯ベ　ル

機　関

開　放停　止

遮断器

始動渋滞

潤滑油油圧低下

故　　　　　　障
警　報　装　置

ブザ－

一括
赤色

赤色

赤色

赤色

地絡過電圧 橙色

橙色回収タンク油面上昇

一括

地下燃料タンク漏油 橙色

地下燃料タンク油面低下 橙色

（３）給油口ＢＯＸ電源 ３φＡＣ／ＧＣ ２００Ｖ 約 ３.０ｋＷ---

ｅ）

ｆ）ベ－ス 溶融亜鉛メッキ

メーカー標準塗装

制御用直流電源盤より

屋内鋼板製自立閉鎖形

（２）始動用直流電源盤

セル数ｅ）

形式ｂ）

公称電圧

蓄電池

ｄ）

ｃ）

ａ）数量

ＤＣ２４Ｖ ＭＳＥ３００Ａｈ

１２

２Ｖ（１セル当り）

１面

（３）燃料小出槽

１５００L（A重油）

屋内 角形

1基

ｃ）容量

ｂ）

ａ）

形式

数量

ｅ）

ｆ）付属品 架台・フロートスイッチ・液面計・ウイングポンプ

鋼板製溶接構造構造

別置きインターホン

屋内鋼板製自立閉鎖形

ＤＣ１００Ｖ ＭＳＥ４０Ａｈ

（２）制御用直流電源盤

セル数ｅ）

形式ｂ）

公称電圧

蓄電池

ｄ）

ｃ）

ａ）数量

１２

２Ｖ（１セル当り）

１面

ｄ）

011防災用自家発電設備　特記仕様書

ディ－ゼル発電装置 自動始動
主回路 AC6600V

ア－ス（EA）

CVT-60sq

IV-14sq

発電機スペ－スヒ－タ（0.2kW） CV3.5sq-2c

励磁回路（J・K） CV3.5sq-2c

タコジェネ CVVS2.0sq-2c

停止ソレノイド CV3.5sq-2c

CV3.5sq-3cスタ－タスイッチ

電子ガバナ CV2.0sq-4c

潤滑油プライミングポンプ（0.75kW） CV3.5sq-3c

冷却水保温ヒ-タ-（2.0kW×2） CV3.5sq-3c×2条

機関制御・警報用 CVV2.0sq-14c

始動用直流電源盤

充電電源（１kVA） CV5.5sq-2c

故障信号 CVV2.0sq-4c

ア－ス IV-5.5sq

始動回路（セルモ－タ－用）

CV150sq-1c×2

電子ガバナ制御 VCT2.0sq-2c

照明電源 CV2.0sq-2c

停止ソレノイド電源 CV3.5sq-2c

電子ガバナ電源 VCT3.5sq-2c

燃料移送ポンプ運転、停止信号、油面上昇・低下警報用
フロ－トスイッチ1

燃料小出槽 CVV2.0sq-8c

発電機アナログ信号（4-20mA） CVVS2sq-10C

自動始動盤　遠方操作、状態信号、故障信号 CVV2sq-30C

IV-14sq

IV-8sq

IV-38sq

FP2sq-8C

FP22sq-3C

6kV FPT-60sq

FP5.5sq-2C

接地 EA

接地 EB

接地 ED

停電信号、復電信号

補機電源　AC／GC 3φ、200V

高圧主回路(発電機電源　3φ、6600V)

照明、コンセント電源　1φ、200V

パルス信号 CVVS2sq-2C

受変電設備

中央監視設備

給気ファン電源（AC／GC 200V）
5.5kW×3
給気ファン CV＊＊sq-4c×3

給油口ボックス電源（AC／GC 200V）
給油口ボックス

CV3.5sq-2c

燃料返油ポンプ運転、停止信号、最低油量
フロ－トスイッチ2

燃料小出槽 CVV2.0sq-6Ｃ

インタ－ホン親機

地下タンク油面計

地下燃料タンク
油面発信機

地下燃料タンク
漏油検知

CVV2.0sq-2c

CVVS2.0sq-3c

CVV2.0sq-4c故障信号（地下タンク漏油、油面低下）

インターホン子機
（発電機室内）

AE-1.2sq-2C

接地極
（ED）

インターホン

地下タンク油面信号

地下タンク漏油信号

ローリーアース IV5.5sq

返油ポンプ電源（AC／GC 200V） CV3.5sq-4c×2
0.4kW×2
移送ポンプ

発電機盤

CVV2sq-20C自動始動盤　状態信号（遮断器インターロック等）

発電機補機盤　状態信号、故障信号 CVV2sq-30C

（1250kVA）

返油ポンプ電源（AC／GC 200V） CV3.5sq-4c×2
0.75kW×2
返油ポンプ

G2-C01

G2-C02

G2-C03

G2-C04

G2-C05

G2-C06

G2-C07

G2-C08

G2-C09

G2-C10

G2-C11

G2-C12

G2-C13

G2-C14

G2-C15

G2-C16

G2-C17

G2-C18

G2-C19

G2-C24

G2-C25

G2-C26

G2-C27

G2-C28

G2-C29

G2-C30

G2-C31

G2-C32

G2-C33

G2-C34

G2-C50

G2-C51

G2-C52

G2-C53

G2-C54

G2-C55

G2-C56

G2-C57

G2-C58

G2-C59

G2-C60

G2-C61

備 考

※配線の種類及びサイズは、参考用とする。

制御用直流電源盤

充電電源（１kVA） CV5.5sq-2c

故障信号 CVV2.0sq-4c

G2-C21

G2-C22

制御電源 CV5.5sq-2cG2-C20

ア－ス IV-5.5sqG2-C23

N.S

※運用の変更に伴って受変電の改造が必要になる場合は別途協議とする。

図面番号

区分

図面内容

縮尺

特記

県立新発田病院 コージェネレーション設備他更新工事
電気設備図









1. 単線結線図
3φ 3W 6.6kV 50Hz

52R
VCB

DS

VCT

CH

非常用発電設備
3φ 3W 6.6kV 50Hz
1000kW

SG

VCB
52B1 52B2

VCB
52B3
VCB

52B4
VCB

52GE
VCB

52CGF
VCB

常用発電設備
3φ 3W 6.6kV 50Hz
420 kW

DEGE SG

52F2
VCB
52F1

VCB

Tr Tr

VCB
52F4 52F5

VCB
52F6
VCB

Tr Tr Tr

一般電灯（1）

［AC系］ ［AC/GC系］
52G2
VCB

2-2  CGS停止中停電発生

Tr Tr Tr Tr Tr Tr Tr Tr Tr Tr

VCB
52F7

一般電灯（2） 一般電灯（3） 一般動力（1） 放射線（1）一般動力（2） 放射線（2） 非常動力（1） 非常動力（2） 保安動力（1） 保安動力（2） 保安動力（3） 保安電灯（1） 保安電灯（2） 保安電灯（3） 防災動力 防災電灯 非常電灯

Tr

CH

PAS

52F4
95LB,27HB 動作

2-1 系統連系中停電発生

2  運転フロー図（常用発電機（CGS）運転時）

負荷遮断
YRPR

N

動作していたか 52F4 選択負荷順次投入
52B1 開

52B2 開

開52B1
単独運転検出（受動）

CGS停止 95LB,27HB

N

Y Y
27R　動作

52F4 開

N

52B1 開

常用 52CG  閉

負荷投入
52F4

2-3  商用復電時

復  電 電力会社へ確認 52R 投入 52F1～F3　投入 52B1 同期投入

RPR

27HB

95LBWTD-B2

WTD-B1

検出装置
単独運転

52F3
VCB

放射線（3）

Tr

Tr

MCCB

動作 停電運転

スイッチ操作
復電確認

単独運転検出（能動）

系統連系中

OVGR動作

DSR動作

UFR動作

OFR動作

UVR動作

OVR動作

52EG
VCB

52B3 開

52F5～F6

3-1 停電発生

負荷遮断 52F5～F6 選択負荷順次投入52B3 開

3-2  商用復電時

52B3 開

52G2 開 52B3 投入 52F5～F6　投入

非発起動 52G2 投入

3  運転フロー図（非常用発電機運転時）

52CG
VCB

停電運転
Ｎ

火災発生

開 防災運転

Y

27R 動作

52CGF 閉 52GE  閉

015（更新後）運転フロー図

N.S

※運用の変更に伴って受変電の改造が必要になる場合は別途協議とする。

図面番号

区分

図面内容

縮尺

特記

県立新発田病院 コージェネレーション設備他更新工事
電気設備図

※既存同様

非発機関停止

復  電 電力会社へ確認 52R 投入 52F1～F3　投入 52B1 同期投入
スイッチ操作
復電確認 52B3 投入 52F5～F6　投入

52G2 開

27R

発電機始動

常用発電機

通常運転

52F5～F6













CH

(6%)

No.1一般系高圧饋電盤

3

MLM F8

CH

) )

)

1

高圧受電盤

)

CH

CH

)

)

CH

CH

)

(A1-DD2722)

一般動力変圧器盤(1)へ

<一般動力饋電><PET/CT動力饋電> <非常動力饋電>

<仮設発電機連絡>

<母線連絡1>

<受電>

-ZPD B

<放射線動力饋電>

114A

3φ 300kVA x1

3φ 500kVA x2

(A1-DD2723)

放射線動力変圧器盤(1)へ

No.2一般系高圧饋電盤

4

CH

)

131A

(A1-DD2724)

3φ 500kVA x3

保安動力変圧器盤(1)へ

<保安動力饋電>

CH

)

3φ 500kVA x3

131A

3φ 300kVA x1

3φ 200kVA x1

43A

)

(A1-DD2722)

非常動力変圧器盤(1)へ

2

高圧コンデンサ盤

PET/CT動力饋電盤へ

(A1-DJ3430)

3φ 200kVA

((

3P

R89

12.5kA

400A

7.2kV

DS

-CTT F5-

-CTT F3-

-CTT F4-

-CTT R-

-CTT F2--CTT F8-

Rc

PF G20A

40kA

x

6.9kV

150/5A

CT

F2

2x x

6.9kV

150/5A

CT 2x

x

6.9kV

150/5A

CT

F3

2x

x

6.9kV

30/5A

CT 2x x

6.9kV

50/5A

CT

F4

2x

I >

F551

I >

R51

I >

F251

I >

F851

I >

F451

I >

F351

Rc

電動バネ操作

(( F352

100V

電動バネ操作

12.5kA

600A

7.2kV

VCB

Rc

電動バネ操作

(( F252

100V

電動バネ操作

12.5kA

600A

7.2kV

VCB

-VTT R- x

5A

F

R

2x

x

6.9kV

250/5A

CT

R

2x

-
- CSR

6.38kvar

243V

3φ

DR付

3φ

-- CSC

放電抵抗内蔵

106kvar

7.02kV

3φ

U<

27 R

ZCTT F8-

>I

電流ﾄﾘｯﾌﾟの場合、
VCB用ﾄﾘｯﾌﾟ電源

接続必要 67 F8
F8

ZCT

6.9kV

CH

MLM F1

)

一般電灯変圧器盤(1)へ

(A1-DD2721)

1φ 500kVA x3

131A

<一般電灯饋電>

-CTT F1-x

6.9kV

150/5A

CT 2x

I >

F151

Rc

電動バネ操作

(( F152

100V

電動バネ操作

12.5kA

600A

7.2kV

VCB

ZCTT F1-

>I

電流ﾄﾘｯﾌﾟの場合、
VCB用ﾄﾘｯﾌﾟ電源

接続必要 67 F1
F1

ZCT

6.9kV

MLM F2

MLM F3

MLM R

6.6kV 1000kW x1

仮設発電機

G
E

52

MLM F4

ZCTT F2-

>I

電流ﾄﾘｯﾌﾟの場合、
VCB用ﾄﾘｯﾌﾟ電源

接続必要 67 F2
F2

ZCT

6.9kV

ZCTT F3-

>I

電流ﾄﾘｯﾌﾟの場合、
VCB用ﾄﾘｯﾌﾟ電源

接続必要 67 F3
F3

ZCT

6.9kV

6

母線連絡盤

発電機連絡盤

6.6kV/110V

3kVA

OP.T

して下さい。（操作回路図）

LBSトリップ回路を作図

STC

( C89

200A

7.2/3.6kV

LBS

ZCTT F4-

>I

電流ﾄﾘｯﾌﾟの場合、
VCB用ﾄﾘｯﾌﾟ電源

接続必要 67 F4
F4

ZCT

6.9kV

ZCTT F5-

>I

電流ﾄﾘｯﾌﾟの場合、
VCB用ﾄﾘｯﾌﾟ電源

接続必要 67 F5
F5

ZCT

6.9kV

MLM F5

No.1保安系高圧饋電盤

8

CH

)

<保安電灯饋電> <防災動力饋電>

CH

)

-CTT F7--CTT F6- x

6.9kV

50/5A

40VA

CT 2xx

6.9kV

100/5A

CT

F6

2x

I >

F751

I >

F651
MLM F6

ZCTT F6-

>I

電流ﾄﾘｯﾌﾟの場合、
VCB用ﾄﾘｯﾌﾟ電源

接続必要 67 F6
F6

ZCT

6.9kV

ZCTT F7-

>I

電流ﾄﾘｯﾌﾟの場合、
VCB用ﾄﾘｯﾌﾟ電源

接続必要 67 F7
F7

ZCT

6.9kV

MLM F7

No.2保安系高圧饋電盤

9

(A1-DD2725)

1φ 300kVA x3

保安電灯変圧器盤(1)へ

79A

(A1-DD2724)

3φ 500kVA x1

43A

防災動力変圧器盤へ

操作用変圧器

PF

Rc

GB2

40kA

T1A

2x

GB2

VT

50VA

6600/110V

2x

R

VT

50VA

6600/110V

-ZPD GB2

PF

Rc

B

40kA

T1A

2x

B

VT

50VA

6600/110V

E A

E A

3φ3w  6600V        Hz6600V 50Hz3φ3w

PF

Rc

GR

40kA

T1A

1x

GR

VT

50VA

6600/110V

)

<母線連絡2>

PF

Rc

GB1

40kA

T1A

2x

GB1

VT

50VA

6600/110V

CH

)

<母線連絡3>

-ZPD GB1

E A

CH

非常系高圧饋電盤

7

母線連絡盤 母線連絡盤

※１ ※１

9

No.2保安系高圧饋電盤・母線連絡盤

8

No.1保安系高圧饋電盤

7

非常系高圧饋電盤・母線連絡盤

6

発電機連絡・母線連絡盤

4

No.2一般系高圧饋電盤

3

No.1一般系高圧饋電盤

2

高圧コンデンサ盤

1

高圧受電盤

1NP

1F
1F

90040

2NP

2F

2F

900

3NP

3F

3F

900

4NP

4F

4F

900

5NP

5F

5F

900

6NP

6F

6F

900

7NP

7F

7F

900

8NP

8F

8F

900 40

50
23

65
10
0

25
15

8180

810040 40

8180

盤名称

盤番号

正面図

R

側面図

2420

40 2120 40

2200

50
22

75
10
0

24
25

6kV EM-CET 100sq

6kV EM-CET 38sq 6kV EM-CET 150sq

6kV EM-CET 100sq

6kV EM-CET 38sq

6kV EM-CET 38sq

6kV EM-CET 38sq

6kV FPT 100sq

6kV EM-CET150sq

CH

)

受電盤へ

<受電饋電>

No.3一般系高圧饋電盤

5

-CTT F4-x

6.9kV

250/5A

CT

F4

2x

I >

F451

Rc

電動バネ操作

(( F452

100V

電動バネ操作

12.5kA

600A

7.2kV

VCB

MLM F2

ZCTT F2-

>I

電流ﾄﾘｯﾌﾟの場合、
VCB用ﾄﾘｯﾌﾟ電源

接続必要 67 F4
F4

ZCT

6.9kV

6kV EM-CET 150sq

5

No.3一般系高圧饋電盤

4NP

4F

4F

900

CH

)

-CTT F3-x

6.9kV

150/5A

CT

F3

2x

I >

F351
MLM F3

ZCTT F3-

>I

電流ﾄﾘｯﾌﾟの場合、
VCB用ﾄﾘｯﾌﾟ電源

接続必要 67 F3
F3

ZCT

6.9kV

6kV EM-CET 150sq

GC系常用発電機連絡盤へ

<発電機系饋電>

( R52

100V

電動バネ操作

12.5kA

600A

7.2kV

VCB

Rc

電動バネ操作

( t

( F1052

100V

電動バネ操作

12.5kA

600A

7.2kV

VCB

Rc

電動バネ操作

(

( F552

100V

電動バネ操作

12.5kA

600A

7.2kV

VCB

Rc

電動バネ操作

(

( B552

100V

電動バネ操作

12.5kA

600A

7.2kV

VCB

Rc

電動バネ操作

(

( EG52

100V

電動バネ操作

12.5kA

600A

7.2kV

VCB

Rc

電動バネ操作

(

( B652

100V

電動バネ操作

12.5kA

600A

7.2kV

VCB

Rc

電動バネ操作

(

( F652

100V

電動バネ操作

12.5kA

600A

7.2kV

VCB

Rc

電動バネ操作

( ( F752

100V

電動バネ操作

12.5kA

600A

7.2kV

VCB

Rc

電動バネ操作

(

( F852

100V

電動バネ操作

12.5kA

600A

7.2kV

VCB

Rc

電動バネ操作

(

( B752

100V

電動バネ操作

12.5kA

600A

7.2kV

VCB

Rc

電動バネ操作

(

( F952

100V

電動バネ操作

12.5kA

600A

7.2kV

VCB

Rc

電動バネ操作

(

図面番号

区分

図面内容

縮尺

特記

県立新発田病院 コージェネレーション設備他更新工事
電気設備図

仮設受配電設備単線結線図・機器姿図

N.S

024







図面番号

区分

図面内容

縮尺

特記

県立新発田病院 コージェネレーション設備他更新工事
電気設備図

内を撤去とする。

注記）

032保安用自家発電設備図(1)(撤去)

A1:1/100 A3:1/200

：転回 数 （出力軸）

源用 電商

遠方操作

関

器

圧
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（2）エンジン制御箱

（1）共通台床

            14）エンジン付帯機器

1．主  要  機  器  仕  様

コ－ジェネレ－ション設備特記仕様書（撤去）

      12）接  続  方  式        3相3線式

1-3  排ガス蒸気ボイラー  (C-B-1,2)

      15）付    属    品        固定子ダイヤル温度計（警報接点付）

      14）励  磁  方  式        ブラシレス方式

      13）絶  縁  種  別        Ｆ  種

                                    軸  受ダイヤル温度計（警報接点付）

        1）形          式        三相交流回転界磁形同期発電機

      11）回    転    数        1,500 min

        6）電          流        65.6 A

        5）電          圧        6,600 V

      10）発 電 機 効 率        94 %以上（力率：80%）

        9）力          率        80 %（遅れ）

        8）周    波    数        50 Hz

        7）極          数        4  極

        4）容          量        600 kW（750kVA）

        3）台          数        2  台

        2）冷  却  方  式        自己通風冷却

1-2  発  電  機  (C-GE-1,2)

（0.784MPa 飽和蒸気、給水温度 60℃ において）

        4）付    属    品        排ガスダンパ－、薬注装置、連続ブロー装置、制御盤,

        3）材          質        SS  製

        2）台          数        2  台

        1）形          式        鋼板製円筒形

1-5  ミストドレン分離器

        4）性          能        75dB（A）以下（出口1mにて）

        3）材          質        SS  製

        2）台          数        2  台

        1）形          式        鋼板製縦形自立円筒形

1-4  排気消音器  (C-S-1,2)

        3）計画蒸気発生量        416.6 kg／h 以上（291.6 kW 以上）

        2）台          数        2  台

        1）形          式        貫  流  式

                                   80A  2 台（クーラー系）

        2）台          数        100A  2 台（ジャケット系）

        1）形          式        フラッパ－式

1-18  検  水  器

        4）材          質        SS 製

        3）容          量        100 L

        2）台          数        1  台

1-22  膨張タンク（ク－ラ－冷却水系）  (C-CET-1)

        1）形          式        ワックス弁

        3）流 量 × 揚 程        35.0m／h × 20m

1-11  ク－ラ－冷却水ポンプ  (C-CWP-1,2)

        2）台          数        2  台

        1）形          式        ラインポンプ

1-10  ジャケット冷却水ポンプ  (C-JWP-1,2)

1-20  自動温調弁

                      （1）燃料ガス消費量      160.1 Nm ／h+5% （定格負荷時）以下

        1）形          名        希薄燃焼式単動4サイクル火花点火ガス機関

        7）過    給    機        空気冷却器付排気ガスタービン過給方式

            12）防  振  対  策        空気バネ防振装置付とする

            11）冷  却  方  式        強制循環水冷式（2系統冷却方式）

      10）潤  滑  方  式        ギヤーポンプによる強制潤滑

        9）停  止  方  式        燃料ガス遮断方式

        8）起  動  方  式        セルモ－タ始動方式

･100%→0%負荷遮断  0%→25%負荷投入にて

                                                整定回転変動率        8 %

                                                瞬時回転変動率      15 %

                      （4）過負荷耐力          110%  30 分間

                      （3）過速度耐力          110%   1 分間

                      （2）潤滑油消費率        1.08 ｇ／kW･h以下

        5）回    転    数        1,500 min

        3）連続定格出力          647 kW  以上

            13）ガスエンジン性能

                      （5）速度特性

        6）調  速  装  置        電  気  式

        4）気    筒    数        12

        2）台          数        2  台

1-1  ガスエンジン  (C-GE-1,2)

3

                                                整  定  時  間      15  秒

                                  二次側  77.0 ℃ → 87.0 ℃

        2）台          数        2  台

        3）材          質        プレート  SUS  製

        4）交  換  熱  量        約  336.2 kW

        5）温          度        一次側  88.0 ℃ → 81.6 ℃

1-7  熱回収用熱交換器  (C-HHEX-1,2)

        1）形          式        プレート式

        3）流 量 × 揚 程        45.0m／h × 23m

        4）モ  －  タ  －        3φ AC210V 5.5 kW

3

        2）台          数        2  台

        1）形          式        ラインポンプ

        1）形          式        電動式三方弁

1-19  自動温調弁

        3）口          径        100 A×2台、125A×1台

        2）台          数        3  台

        1）形          式        電磁流量計

1-15  水流量計（ジャケット系・熱回収系）

        3）口          径        40 A

1-16  蒸気流量計

        1）形          式        渦流量計

        2）台          数        2  台

          5）高 圧 遮 断 器        VCB： 7.2 kV-600A-12.5kA

          4）指  示  計  器        LCD形（メーカー標準仕様、デジタル表示）

                  マイクロコントロ－ラー          1  式

                  同期制御装置                    1  式

                  ・無効電力（力率）制御

                  ・周波数制御

                  ・負荷分担制御

                  ・電力一定制御

                  ・電圧制御

          1）形          式        屋内自立閉鎖形

          6）盤内収納機器

          7）制  御  項  目  

                  ・自動同期制御

          2）盤    面    数        2  面

          3）材          質        鋼板製

1-25  発電機盤  (C-G-1,2)

1-21  膨張タンク（ジャケット系）  (C-JET-1)

        3）容          量        300 L

        2）台          数        1  台

        4）材          質        SS 製

        1）形          式        角形架台付

        1）形          式        角形架台付

1-6  ミスト消音器

        1）形          式        鋼板製円筒形

        2）台          数        2  台

        3）材          質        SS  製

-1

-1

1-8  余剰熱放熱用熱交換器  (C-JHEX-1,2)

                                  二次側  35.0 ℃ → 43.6 ℃

        5）温          度        一次側  88.0 ℃ → 81.3 ℃

        4）交  換  熱  量        約  350.2 kW

        3）材          質        プレート  SUS  製

        1）形          式        プレート式

        2）台          数        2  台

1-9  クーラー放熱用熱交換器  (C-CHEX-1,2)

                                  二次側  32.0 ℃ → 35.0 ℃

        1）形          式        プレート式

        3）材          質        プレート  SUS  製

        4）交  換  熱  量        約  121.8 kW

        5）温          度        一次側  38.0 ℃ → 35.0 ℃

        2）台          数        2  台

3

        4）モ  －  タ  －        3φ AC210V 3.7 kW

        4）モ  －  タ  －        3φ AC210V 11 kW

        3）流 量 × 揚 程        35.0m／h × 48m

        2）台          数        2  台

1-12  冷却塔冷却水ポンプ  (C-CDP-1,2)

        1）形          式        渦巻式ポンプ

3

給水流量計、給水温度計、ボイラー給水ポンプ（1.5kW、別置）

        2）台          数        100A  2 台（ジャケット系）

        2）台          数        100A  2 台（ジャケット系）

                                   80A  2 台（クーラー系）

（3）防音パッケージ（機側1m、地上1.2m にて75dB（A））

（4）ガス配管供給ユニット

        4）材          質        SS 製

        3）容          量        1450 L

        1）形          式        角形架台付

        2）台          数        1  台

1-24  潤滑油タンク  (C-LOT-1)

        4）モ  －  タ  －        3φ AC210V 7.5 kW

        3）流 量 × 揚 程        28.9m／h × 37m

        2）台          数        2  台

        1）形          式        渦巻式ポンプ

1-13  温水循環ポンプ  (C-HWP-1,2)

3

        5）付    属    品        防振装置

        5）付    属    品        防振装置

        2）台          数        2  台

        1）形          式        タービンメーター

        3）口          径        40 A

1-17  ガス流量計

                                   80A  2 台（冷却塔系）

（6）空気バネ制御箱

（7）空気圧縮機（0.75 kW×2台、空気バネ及びダンパ制御用、防振装置付）

        1）形          式        超低騒音型密閉式

        2）台          数        2  台

        3）交  換  熱  量        472.1 kW

1-14  冷却塔  (CT-1-1,2)

        4）温          度        32.0 ℃ → 43.6 ℃

        5）付    属    品        薬注装置、膨張タンク、給水用電磁弁、

温水ヒーター、防振装置、上部手摺

　　　　　3）材　　　　　質　　　　SS 製

　　　　　2）盤　　面　　数　　　　2　面

　　　　　1）形　　　　　式　　　　屋内自立閉鎖形

　　　　　5）電　　　　　源　　　　DC 24V

　　　　　2）盤　　面　　数　　　　2　面

　　　　　3）材　　　　　質　　　　SS 製

　　　　　4）容　　　　　量　　　　400 A

　　　　　1）形　　　　　式　　　　屋内自立閉鎖形

　　　　　2）盤　　面　　数　　　　2　面

　　　　　3）材　　　　　質　　　　鋼板製

　　　　　1）形　　　　　式　　　　屋内自立閉鎖形

　　　　　4）高 圧 遮 断 器        VCB： 7.2 kV-600A-12.5kA

　　　　　1）形　　　　　式　　　　屋内自立閉鎖形

　　　　　4）容　　　　　量　　　　40 A

　　　　　5）電　　　　　源　　　　DC 100V

　　　　　2）盤　　面　　数　　　　1　面

　　　　　3）材　　　　　質　　　　SS 製

1-30　連絡遮断器盤  (C-GB-1,2)

1-29　直流電源盤（始動用）  (C-DC-1,2)

1-28　直流電源盤（制御用）  (C-DC-3)

1-27　補機盤  (C-AM-1,2)

        5）監　視　項　目　　　　メーカー標準仕様による

・計測点、計測データ、来歴等の表示機能

・システムの常時監視による故障予知機能

        3）構　  成 　 品　　　　パネルコンピュータ、データー収集ユニット

        1）形　　　　　式　　　　盤組込式パネルコンピュータ

        2）数　　　　　量　　　　1　式

1-31　故障予知監視装置

        4）機　　　　　能

・予知異常、警報等来歴保存機能

・中央への一括接点通報機能

　　　　　1）形　　　　　式　　　　屋内自立閉鎖形

　　　　　2）盤　　面　　数　　　　1　面

　　　　　3）材　　　　　質　　　　SS 製

1-26　共通補機盤  (C-AM-3)

        4）材          質        SS 製

        2）台          数        1  台

        1）形          式        密閉式

        3）容          量        300 L

1-23  膨張タンク（熱回収系）  (C-HET-1)

（5）ガス圧縮機（吐出圧力：0.25MPa、 1.5kW）

（8）温水保温用循環ポンプ（ラインポンプ、0.25kW）

（9）温水保温ヒータ（10kW）

図面番号

区分

図面内容

縮尺

特記

県立新発田病院 コージェネレーション設備他更新工事
電気設備図

コージェネレーション設備

N.S.

034
特記仕様書(撤去)

              ａ）主回路配線                高圧架橋ポリエチレン絶縁耐燃性ポリエチレンシースケーブル（EM-CET）

              ｂ）補機動力配線              600V 耐熱性ポリエチレンシースケーブル（EM-CE）

              ｃ）制御及び信号配線工事      制御用ポリエチレン絶縁耐燃性ポリエチレンシースケーブル（EM-CEE）及び

              ｄ）接地線                    600V 耐燃性ポリエチレン絶縁電線（EM-IE）

      （３）配線材料

ｅ）排気配管

ｄ）蒸気配管

ロックウール保温筒 75mm ＋ カラー亜鉛鉄板

グラスウール保温筒 30mm ＋ アルミガラスクロス

              ｃ）ボイラー給水管            配管用ステンレス鋼鋼管（SUS 304）

              ｊ）雑配管                    配管用炭素鋼鋼管（SGP（黒））又は配管用炭素鋼鋼管（SGP（白））

              ｆ）膨張タンク給水管          水道用硬質塩化ビニルライニング鋼管（SGP-VA）

              ｈ）ミスト管・各種安全弁配管  配管用炭素鋼鋼管（SGP（黒））

              ｇ）排気配管                  配管用炭素鋼鋼管（SGP（黒））

              ｅ）冷却水配管                配管用炭素鋼鋼管（SGP（白））又は配管用炭素鋼鋼管（SGP（黒））

              ａ）ガス配管                  新発田ガス株式会社指定品

              ｂ）温水配管                  配管用炭素鋼鋼管（SGP（黒））

              ｄ）蒸気配管                  圧力配管用炭素鋼鋼管（STPG 370 Sch40） 

      （２）配管保温仕様

ｃ）ボイラー給水管

ｂ）温水熱配管

ａ）ジャケット冷却水配管

2-1  工  事  材  料

      （１）配管材料

グラスウール保温筒 20mm ＋ アルミガラスクロス

グラスウール保温筒 20mm ＋ アルミガラスクロス 又は、

グラスウール保温筒 25mm ＋ アルミガラスクロス

グラスウール保温筒 25mm ＋ アルミガラスクロス

              ｉ）空気管                    圧力配管用炭素鋼鋼管（STPG 370 Sch40）又は

銅合金継目無鋼管（Cut）

制御用架橋ポリエチレン絶縁耐燃性ポリエチレンシースケーブル（EM-CCE）



図面番号

区分

図面内容

縮尺

特記

県立新発田病院 コージェネレーション設備他更新工事
電気設備図

は配管取合点を示す。

１）工事区分は本図及び特記仕様書による。

２）

Ｍ

Ｍ

M

M

暖房用熱交換器

※7

8
0A

 
S
GP

（
黒

）

80A　SGP（黒）

300A SGP（黒）

ドレン（ボイラーブロー水）

玉形弁

仕切弁（閉）

仕切弁（開）

バタフライ弁

電動弁

逆止弁

玉形弁

安全弁

二方弁（空気式）

Ｙ形ストレーナー

電動三方弁

ワックス式温調弁

流量計

検水器

測温抵抗体

排気管伸縮継手

ベロ－ズ式フレキ

玉形ゴムフレキ

ＰＩＤ制御

レジュ－サ

ポンプ

Ｍ

Ｆ

A

Ｍ

M

空気管　φ12x1.6t Cut

※11

中圧（0.098～0.147MPa）

都市ガス 13A

燃料消費量：160.1m N／h+5%x2台

記 号

記 号 凡 例

名　称

区分バルブ
3

ガス配管供給ユニット

ドレン缶

ミストドレン分離器

ガス配管供給ユニット

  ガス流量計  

HT

補機盤へ

Ｆ

ドレン缶

ミストドレン分離器

ガスエンジン発電機

No.1

88.0℃

検水器

ドレン（雑排水）

排水設備へ

排水孔

ホッパ

排水設備へ

排水孔

ホッパ

P P ※4

流量計

Ｆ
検水器

P P ※2

35.0℃

38.0℃

81.6℃

M

88.0℃

81.6℃
P P

流量計

80A SGP（白）38.0℃

35.0℃

※6

100A SGP（黒）

補機盤へ
補機盤へ

Ｆ
81.6℃

88.0℃

発電機
600 kW

（Ｃ－Ｓ－１）

75dB（A）

2
5
A

Ｍ

28.9m／h

温水循環ポンプ

熱回収用熱交換器

（Ｃ－ＨＨＥＸ－１）

81.6℃

88.0℃

（77.0℃）

（87.0℃）

3

80A SGP（黒）

P P

補機盤へ

薬注装置

500A SGP（黒）

25A SUS304

125A SGP（黒）

8
0A

-
SG

P
（

黒
）

3
5
.0

m
／

h
3

※3

大気開放

※9

40A SGP（黒）
※8

コ・ジェネ室

大気開放

32A SGP（白）

LS

給油口

（Ｃ－ＬＯＴ－１）
1450L

※2※1

25A

（ジャケット系）

300L

膨張タンク

50A

　煙突

（建築工事）

※4

（クーラー系）

25A

100L

50A

膨張タンク

※8

補機盤へ

蒸気流量計

F 補機盤へF

40A STPG370 S/40

25A VLP-VA
給水

833.2 kg／h

（416.6 kg／h×2　at 60℃）

0.784 MPa

蒸気

25A

125A

P P

検水器

32.0℃

43.6℃

コージェネ設備

冷温水発生機

60℃

32
.0
℃

43
.6
℃

屋上へ放流

冷却塔（ＣＴ－４－１）

40A

40A

薬注装置

Ｍ

472.1 kW

350A SGP（黒）

冷水（還）

13A

冷水（往）

S

給水

冷水（還）

冷水（往）
コージェネ設備

大気開放

コージェネ設備

コ・ジェネ設備

コージェネ設備

発電機
600 kW

2
5
A

Ｍ

薬注装置

※9

35
0A

 S
GP

（
黒

）

※7

補機盤へ

補機盤へ

補機盤へ

補機盤へ
補機盤へ

補機盤へ

Ｆ

流量計

補機盤へ

流量計

Ｆ

補機盤へ

補機盤へ

空気圧縮機

COMPM

PI

空気圧縮機

PI

COMPM

32.0℃

35.0℃

35.0℃

43.6℃

1
25

A

温水（往）

温水（還）

43
.6
℃

32
.0
℃

3
5
.0

m
／

h
3

H

※5

（87.0℃）

（77.0℃）

注　記

薬注装置

40A

40A

H

S

Ｍ

貯湯槽

返湯

給湯

ホットウェルタンク（空調設備）
60℃

60℃

給水

冷温水発生機

ジャケット

ＬＯクーラ

エアークーラ

エアークーラ

ＬＯクーラ

ジャケット

20A

40A

ガス圧縮機

20A
20A SGP（黒）

大気開放

20A SGP（黒）

ガス圧縮機

20A

※11

※6

20A

40A

40A

  ガス流量計  

Ｆ

補機盤へ

336.2 kW121.8 kW

121.8 kW 336.2 kW

排気ガス蒸気ボイラー

（Ｃ－Ｂ－１）

（406.0 Mcal/h）

25A

冷却塔置場

空調熱源機械室

ボイラー給水ポンプ

（Ｃ－ＷＢＰ－１、Ｃ－ＷＢＰ－２）

57.8m/h
3

500A

ドレン缶

ミスト消音器

ドレン缶

ミスト消音器

３） はコ・ジェネ発電機室壁を示す。

コージェネ設備 ＊＊＊設備

※10

※12 0.93→0.49MPa

※10

※12

※13

No.1 防音パッケージ  75dB（A）

No.2 防音パッケージ  75dB（A）

HT

80A SGP（黒）

補機盤へ

流量計

補機盤へ

Ｆ

補機盤へ

膨脹タンク膨脹タンク

（406.0 Mcal/h）

472.1 kW

冷却塔（ＣＴ－４－２）

35
0A

 S
TP

Y

排熱利用設備

排熱利用設備

ＣＴ

ＣＴ

（空調設備）

排熱利用設備コージェネ設備

コージェネ設備 コージェネ設備

（空調設備）

（衛生設備）

（衛生設備） （衛生設備）

50A

50A

5
0A

5
0A

100A

40A

P

密閉式膨張タンク

（温水用）

（Ｃ－ＨＥＴ－１）

300L

減圧式逆流防止弁

3
2
A

2
5
A

※5

（Ｃ－ＧＣ－１）

潤滑油タンク

（Ｃ－ＣＥＴ－１）（Ｃ－ＪＥＴ－１）

（Ｃ－ＨＷＰ－１）

（Ｃ－ＣＤＰ－２）

35.0m／h

冷却塔冷却水ポンプ

3

（Ｃ－ＨＷＰ－２）

28.9m／h

温水循環ポンプ

3

291.6 kW

291.6 kW

（Ｃ－Ｂ－２）

排気ガス蒸気ボイラー

（Ｃ－ＧＥ－１）

（Ｃ－ＧＥ－２）

ガスエンジン発電機

No.2

排気消音器

（Ｃ－Ｓ－２）

75dB（A）

排気消音器

（Ｃ－ＣＷＰ－２）

クーラー冷却水ポンプ

35.0m／h
3

（Ｃ－ＪＷＰ－２）

ジャケット冷却水ポンプ

45.0m／h3

336.2 kW

336.2 kW

（Ｃ－ＨＨＥＸ－２）

熱回収用熱交換器

余剰熱放熱用熱交換器

（Ｃ－ＪＨＥＸ－２）

350.2 kW

（Ｃ－ＣＨＥＸ－２）

121.8 kW

クーラー用熱交換器

（Ｃ－ＧＣ－２）

（Ｃ－ＡＣ－１）

（Ｃ－ＡＣ－２）

100A 80

100

B

A

C
100

100A

65
T

50 50

50 50
T

80T

T

T

検水器

P P ※3

検水器

P P ※１

35.0℃

38.0℃

81.6℃

M

88.0℃

検水器

32.0℃

35.0℃

35.0℃

43.6℃

（Ｃ－ＣＷＰ－１）

クーラー冷却水ポンプ

35.0m／h
3

（Ｃ－ＪＷＰ－１）

ジャケット冷却水ポンプ

45.0m／h3

余剰熱放熱用熱交換器

（Ｃ－ＪＨＥＸ－１）

350.2 kW

（Ｃ－ＣＨＥＸ－１）

121.8 kW

クーラー用熱交換器

100A
80

100

B

A

C
100

100A

80
A 

SG
P（

黒
）

65
T

50 50

50 50
T

80T

T

T

P P

（Ｃ－ＣＤＰ－１）

35.0m／h

冷却塔冷却水ポンプ

3

熱交換器ユニット

熱交換器ユニット

T

T

T

T

B

C

A

B

C

A

80

80

RW 75mm+ｶﾗｰ亜鉛鉄板

RW 75mm+ｶﾗｰ亜鉛鉄板

80A SGP（黒）

GW 20mm+AG

GW 25mm+AG

GW 25mm+AG

80A SGP（黒）

25A SUS304

80A SGP（黒）

GW 25mm+AG

100A SGP（黒）GW 25mm+AG

80A SGP（白）

GW 20mm+AG

GW 25mm+AG

GW 25mm+AG

80A SGP（黒）

80A SGP（黒）

80A SGP（黒）

80A SGP（黒）

80
A 

SG
P（

黒
）

100A SGP（黒）GW 25mm+AG88.0℃

81.6℃

38.0℃

35.0℃

80A SGP（白）

80A SGP（白）

100A SGP（黒）GW 25mm+AG

RW 75mm+ｶﾗｰ亜鉛鉄板 300A SGP（黒）

350A SGP（黒）

RW 75mm+ｶﾗｰ亜鉛鉄板

RW
 7

5m
m+

ｶﾗ
ｰ亜

鉛
鉄

板

80A　SGP（黒）

40A SGP（黒）

80
A
 S

G
P（

黒
）

40A STPG370 S/40

GW 30mm+AG

RW

GW

AG

ロックウール

グラスウール

アルミガラスクロス

コージェネ設備 （空調設備）

80A SGP（黒）

8
0A

-
SG

P
（

黒
）

8
0A

-
SG

P
（

黒
）

8
0A

-
SG

P
（

黒
）

25
A 

SG
P（

黒
）

25
A 

SG
P（

黒
）

25
A 

SG
P（

白
）

25
A 

SG
P（

白
）

25
A 

SG
P（

黒
）

RW 75mm+ｶﾗｰ亜鉛鉄板

25A SUS304

25A SUS304

※13

空気管　φ12x1.6t Cut

φ12x1.6t Cut

0.93→0.49MPa

0.93→0.49MPa
φ12x1.6t Cut

0.93→0.49MPa

補機盤へ

蒸気圧力計

P 補機盤へP

ばい煙測定口

１００Ａ

ばい煙測定口

１００Ａ

屋上へ放流

内を撤去とする。

注記）

035
コージェネレーション設備

システムフロー図(撤去)

N.S.



図面番号

区分

図面内容

縮尺

特記

県立新発田病院 コージェネレーション設備他更新工事
電気設備図

64
00

64
00

Y3

Y2

Y1

X1

8500 8000 8000

X2 X3 X4

35
00

コ･ジェネ発電機室

UP

消火ポンプ室

霊安室 2

配管ピット

23

23

22

1

3

11

18

19

21

20

12

13

3

2

7

15

14

2

４００kW

保安用発電装置

8

燃料小出槽

１５００Ｌ

DP-3-1

8

B

B

A A

10

9

5

4

コージェネ用煙突

ボイラー+冷温水発生機用煙突

保安用発電装置用煙突

No.1

No.2

No.2

18

19

No.1

No.1

21

No.1

No.2

ホットウェルタンク

No.２

700

10
0

潤滑油タンク

１４５０Ｌ

10

9

5

4

16 16

26

27

17

17

6

27

6

備　　　　　考

75dB（A）

600kW、75dB（A）

密閉式、別置

同期装置内蔵

2排気消音器3

2ガス圧縮機16

冷却塔開閉器盤

発電機盤

空気圧縮機

連絡遮断器盤

共通補機盤

始動用直流電源盤

制御用直流電源盤

ガスエンジン制御箱24

25

23

21

22

20

補機盤

18

19

17

2

1

2

2

1

1

2

2

2

温水循環ポンプ

ジャケット冷却水ポンプ

熱回収用熱交換器

クーラー冷却水ポンプ

冷却塔冷却水ポンプ

潤滑油タンク

膨張タンク（ジャケット用）

余剰熱放熱用熱交換器

クーラー放熱用熱交換器

膨張タンク（クーラー用）

膨張タンク（温水用）

13

15

14

12

10

11 冷却塔

8

9

7

5

6

4

100L1

1

1

1450L

300L

1

2

2

300L

2

2

2

2

2

2

コージェネレーション設備撤去機器表

排ガス蒸気ボイラー

名　　　　　称

ガスエンジン発電機

番号

2

1

数量

2

2

パッケージ収納

ボイラー給水ポンプ26 2

※2）　　：ボイラーブロー用排水管（φ50×2）

※1）　　：雑排水用排水管（φ150×6）

空気バネ制御箱27 2

ばい煙測定口

１００Ａ

ばい煙測定口

１００Ａ

DP-3-2 （空調工事）

（電気工事）

（電気工事）

熱源機械室

（空調工事）

撤去機器表の機器を撤去とする。

注記）

036

A1:1/50 A3:1/100

1階コジェネ発電機室
配置平面図(撤去)



Y6

Y5

X7

Y6

Y5

64
00

64
00

ＥＶ機械室

ハト小屋

CT-2

冷却塔（吸収冷凍機用）

CT-4-1

冷却塔（ｺ-ｼﾞｪﾈ用） 冷却塔（ｺ-ｼﾞｪﾈ用）

CT-4-2

CT-3

冷却塔（WPAC熱源水用）

動力盤（自立型）
□

□

11350 11350

（空調工事)

X6 X8

ＰＨ階冷却塔配置図　Ｓ＝１／５０

ＡＣ－Ｓ－１１０１

２０００

薬注タンク２００Ｌ
ポンプ×２台　
ＣＴ－３用薬注ポンプ

ＣＴ－４用薬注ポンプ

薬注タンク２００Ｌ
ポンプ×２台　

１１３５０

Ｘ７ Ｘ８

ＡＣ－Ｓ－９０１

Ｃ６Ｂ

ＷＰ－１－１ ＷＰ－１－２ ＨＥＸ－２ ＥＴ－３

補助散水栓

２６６０

Ｙ４

ＡＣ－Ｓ－１００２

Ｙ５

１１階機械室１１０１配置図　Ｓ＝１／５０

（空調工事)

（空調工事）

（空調工事) （空調工事) （空調工事) （空調工事) （空調工事) （空調工事)
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中央監視設備 更新仕様(1)

更新特記仕様書

１ 中央監視装置更新  特記仕様書

1.  シス テ ム概要

　 　 （1）統合的、 効率的な 管理、 監視、 制御を 行い、 省エ ネル ギ ー、 省力化、 安全性の確保、 快適環境の 実現等を 目的と する 。

　 　 （2）本シ ス テ ム は 、 シ ス テ ム の オ ー プ ン 化に よ る 情報の 共有化に 対応し た 統合監視シ ス テ ム と し 、 各装置間で 必要な 情報を 自立的に 授受し 、 信頼性・ 利便性の 高い 環境づ く り を サ ポ ー ト す る も の で あ る 。 ま た 、 基幹ネ ッ ト ワ ー ク
　 　 　 　    に BACnet通信規格を 用い る も の と す る 。

　 　 （3）本シス テ ムはマ ルチ ベン ダ ーシス テ ムを 指向し た BACnet通信と 自律分散制御対応のシス テ ムと し 、 監視・ 制御、 入出力の分散処理を 行い、 一部のコ ン ト ロ ーラ が万一ダ ウ ン し た 場合でも 局所のダ ウ ン に 抑え 、 シス テ ム全体
　 　 　 　    へ の 影響を 最小限に 抑え る 信頼性の 高い シ ス テ ムと す る 。

      (1)本作業は、 中央監視装置を 更新対象と す る 。

2.  更新範囲

　 　   (2)RS盤筐体は既存流用と す る 。

　 　   (3)RS伝送幹線ケ ーブ ル及び RS二次側信号ケ ーブ ル は既存ケ ー ブ ル を 流用と す る 。

      (4)ICT盤筐体及びOAデス ク 、 プ リ ン タ 台は既存流用と する 。

      (1)切替に つ いては、 運用中の建物である た め、 安全性を 重視し 作業を 実施する も のと する 。 切替作業及び確認試験作業は、 施設の運営に支障がないよ う に 行う も のと する 。

３ .切 替 時 の  注 意 事 項

      (2)既設シ ス テ ム か ら 新シ ス テ ム に 切替中に お い て 、 新シ ス テ ム が 既設シ ス テ ム に 影響を 与え る こ と なく 、 新シ ス テ ム 及び 既設シ ス テ ム の 安定稼働を 図る も の と す る 。

      (3)既設シ ス テ ム の デ ー タ に つ い て は、 流用可能なも の は極力流用す る 。

      (4)切替時の無監視状態を 極力短縮し 、 施設運用に 影響ないよ う 実施する も の と する 。

      (5)切替期間中に 新シス テ ムでの運用が開始さ れる 場合は、 新シス テ ムのオ ペレ ータ 教育を 事前に 十分実施する も のと する 。 ま た 、 新旧シス テ ムが平行稼働中の運用に つ いて は、 切替の都度、 運用説明を 実施する も のと し 、 施設
　 　 　 　   運用に 影響ないも のす る 。

      (6)切替期間中の新旧シス テ ム 平行運用を する 場合、 切替作業が指定の 試験時間内に 出来ない 際に は、 既存シ ス テ ムに 瞬時に 戻す 事が 可能な 構成と し 、 施設運営に 影響を 及ぼ す 事が ない も の す る 。

      (7)更新作業では、 受変電設備を はじ め各設備の状況に注意する も のと する 。 ま た 、 全体を 包括し て 工程管理を 進める も のと する 。

　 　 本中央監視設備の 更新に 当た っ て は 以下安全対策を 実施する も のと す る 。

４．安全対策

　 　 (1)切替前事前打合せ  
　 　 　 　 切替期間前に 切替要綱書に よ り 「 切替該当機器」 、 「 作業日時」 、 「 作業内容」 及び「 切替試験時チェ ッ ク シート 」 の確認打合せを 電気主任技術者を 含め綿密に行う 。

　 　 (2)切替前作業 
　 　 　 　 切替前に 電気主任技術者に て 、 遮断器を 遠方モ ード から 手元モ ード へ切替を 実施頂き 、 停電事故の 防止を 行う 。  

　 　 (3)切替作業/試験調整時
　 　 　 　   事前作成し た 切替要綱書に よ り 、 切替作業/試験調整を 行う 。 尚、 切替/試験時は、 適切な 養生を 行い短絡事故の防止を 行う 。

５. 基本事項

　 　 （1）BA-LANは電気設備学会BACnetシス テ ムイ ン タ ーオ ペラ ビ リ テ ィ ガ イ ド ラ イ ン を 使用する 。

項　 　 目 仕　 　 様

ア プ リ ケ ー シ ョ ン 層 サポ ー ト す る サ ー ビ ス と オ ブ ジ ェ ク ト はIEIEJ/Pに 準拠

ネッ ト ワ ーク 層 Local   BACnet：Versi on（1固定）と Control （0又は 4）    のみ使用

仮想リ ン ク 層 Ori gi nal -Uni cast-NPDUと Or i gi nal -Broadcast -NPDU  の み使用

IPア ド レ ス ク ラ スC  プラ イ ベート アド レ ス

UDPポー ト No. 47808（0× BAC0）/udp

10Mbps/100Mbps

100BASE-TX

ベ ー ス バ ン ド 方式

CSMA/CD

伝送速度

伝送媒体

伝送方式

MAC方式

物 

理 

層 

　 　 機器類の 制作、 作業、 試験等で本図書に 特記の ない 事項は 、 下記に 従う 。 優先順位に 意義が ある 場合は速やか に 係員に 資料を 提出し て 協議を 行い結論を 下す こ と 。

６.  適用規格・ 基準類

　 （1）国土交通大臣官房長営繕部監修  電気設備工事共通仕様書（平成31年版）及び 関係する 標準図など 。

  （2）（社）電気設備会BACnetシス テ ムイ ン タ ーオ ペラ ビ リ テ ィ ガ イ ド ラ イ ン

  （3）国内規格：JIS、 JEC、 JEM、 電気設備技術基準、 等

　 　 シ ス テ ム の 承諾前に 、 ア フ タ ー サ ー ビ ス 及び 保守契約に 関す る 資料を 作成し 、 係員と の 協議を 行い 、 詳細に 関す る 事項を 明確に す る こ と 。  

７.  ア フ タ ー サ ー ビ ス に 関す る 資料提示

　 　 （1）定期点検要領及び中長期保全計画書 

　 　 （2）シ ス テ ム ト ラ ブ ル に 対す る 体制　 サ ー ビ ス 内容と サ ー ビ ス レ ベ ル に 応じ た 保守契約コ ス ト

　 　 （3）各主要基板等、 性能部品に 関す る 常備方法・ 供給体制・ 故障や 障害復旧に 要す る と 想定さ れる 時間等

　 　 （4）障害発生時の原因解析、 再発防止等の 検討体制、 発注者側への 通知内容やサポ ート 体制

８. 更新対象機器

　 　  (1)既存機器　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

項 名　 　   称 数量 備　 　 考

ヒ ュ ー マ ン イ ン タ ー フ ェ ー ス 装置（HIM）1 2台 更新対象機器

フ ァ シ リ テ ィ ワ ー ク ス テ ーシ ョ ン （FWS）2 1台

3 イ ン テ リ ジェ ン ト コ ン ト ロ ー ラ （Icont）

4

1台

17イ ン チ LCD（キーボード ・ マ ウ ス 含む）

5

3台

SW-HUB 1台

更新対象機器

更新対象機器

更新対象機器

更新対象機器

メ ッ セ ー ジ プ リ ン タ （PR）6 1台

7 カ ラ ー レ ー ザ プ リ ン タ （PR）

8

1台

UPS(5kVA)

9

1台

RS装置

撤去対象機器

更新対象機器

更新対象機器

更新対象機器6面

　 　  (2)更新後機器　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

項 名　 　   称 数量 備　 　 考

オ ペレ ーショ ン ワ ーク ス テ ーショ ン 装置（B-OWS）1 2台 既存OAデス ク 下に 設置

フ ァ シ リ テ ィ ワ ー ク ス テ ーシ ョ ン （FWS）2 1台

3 ビ ル デ ィ ン グ コ ン ト ロ ー ラ （B-BC）

4

2台

23.8イ ン チ LCD（キーボ ード ・ マ ウ ス 含む）

5

2台

SW-HUB 1台

既存OAデス ク 下に 設置

既存ICT盤内に 設置

既存OAデス ク 上に 設置

既存ICT盤内に 設置

カ ラ ー レ ー ザ プ リ ン タ （PR）6 1台

7 UPS(5kVA) 1台

既存プ リ ン タ 台に 設置

監視室内設置

8 RS装置 6面 既存RS盤内に 設置

10 SMS 1台 更新対象機器

DSS11 1台

12 SCS

13

４台

シス テ ム制御盤内PC

14

1式

17イ ン チ LCD（キ ーボード ・ マ ウ ス 含む）シス テ ム 制御盤用

撤去対象機器

更新対象機器

更新対象機器

更新対象機器6面

15 シ ス テ ム 制御盤用UPS(2KVA) 更新対象機器6面

9 バッ ク ネ ッ ト ゲー ト ウ ェ イ （BACnetGW） 既存ICT盤内に 設置

10 統合コ ン ト ロ ー ラ （SVC） 1台 既存ｼｽﾃﾑ制御盤内に 設置

NC-busイ ン タ フ ェ ー ス （NIF）11 4台

シス テ ム制御盤内PC13

23.8イ ン チ LCD（キ ーボード ・ マ ウ ス 含む）シ ス テ ム制御用14

1式

シ ス テ ム 制御盤用UPS(2KVA)

既存ｼｽﾃﾑ制御盤内に 設置

既存ｼｽﾃﾑ制御盤内に 設置

既存ｼｽﾃﾑ制御盤内に 設置

既存ｼｽﾃﾑ制御盤内に 設置15

1台

1台

1台





図面番号

区分

図面内容

縮尺

特記

県立新発田病院 コージェネレーション設備他更新工事
電気設備図

068

N.S

中央監視設備 更新仕様(3)

RS/IF条件図・外観参考図

5 RS/IF条件図 6 外観参考図

項目No. 伝送装置 接続ケ ーブ ル 現場盤 特記事項

発停

OC24V

OFF

ON

X2

X1

警報

状態

入力信号

ON/OFF出力信号

:無電圧連続接点

:瞬時接点（約1秒）

計測 入力信号
:4～20mA変圧器

計量

積算接点

項目No. 伝送装置 接続ケ ーブ ル 現場盤 特記事項

入力信号

接点開閉時間

:無電圧接点

: そ れぞ れ50ms以上

温度計側
温 

度 

検 

出 

端

0～100℃

接続距離
:最大350m

CPEV0. 9

監視
警報

状態

入力信号
:無電圧接点

（状態+警報）

状態

入力信号
:無電圧接点

警報

（状態 or 警報）

ー+

CPEV0. 9

CPEV0. 9

CPEV0. 9

CPEV0. 9

CPEVS0.9

CPEVS0.9

CPEV-S

中央監視操作卓

ICT盤（筐体流用）

カ ラ ー ペ ー ジ プ リ ン タ

RS盤（筐体流用）

⑥ ⑤

③
④

③

①

①

②

⑤

④

⑦ ⑧

12001000 1000 1000

70
0

① B-OWS（オ ペレ ータ ワ ーク ス テ ーショ ン ）

項 名   称

② FWS（フ ァ シリ テ ィ ワ ーク ス テ ー ショ ン ）

③ キーボ ード

④ マ ウ ス

⑤ 23.8’ LCD

⑥ 業務用PC（別途）

⑦ 防犯用PC（別途）

⑧ 防災用PC (別途)

449

※プ リ ン タ 台既存流用

21
50

700 450

21
00

600

50

370
30

※OAデ ス ク 既存流用

シ ス テ ム 制御盤（既存流用） 

10
00

5
12

5
25

700 700 700

2100

2
00
0

40

630
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中央監視設備 更新仕様(4)

設備監視制御系機能

7 設備監視制御系機能

（7）パル ス 上限監視
指定時間当たり の積算値が、 設定し た 上限値を 逸脱し た 場合、 警報音を 鳴動さ せ、 ディ ス プ レ イ およ びプ リ ン タ へ出

力す る 。
・ 監視周期
・ 積算時間
・ グ ループ 数

：10分周期
：0～90分、 10分単位
：900グ ル ー プ 以上

（8）セ ン サ異常監視
計測値が計測範囲を 逸脱し た 場合、 ま た は、 状態・ 警報監視用の入力接点がチ ャ タ リ ン グ し た 場合、 警報音を 鳴動

さ せ 、 デ ィ ス プ レ イ お よ び プ リ ン タ へ 出力す る 。
・ 管理ポイ ン ト
・ チ ャ タ リ ン グ 処理

：計測（4-20mA）・ 状態・ 警報点
：1分間の 立ち 上が り 検出60回

2. 表示操作機能
（1）グ ラ フ ィ ッ ク 画面表示
状態・ 警報・ 計測・ 計量値を 平面図や系統図上に 可変シン ボルを 用いて ディ ス プ レ イ に 表示する 。 なお、 複数画面に

同一ポ イ ン ト を 表示可能と す る 。 ま た 、 倍率指定操作に よ り 、 容易に 拡大・ 縮小で き る 。
・ 画面数 ：42画面
・ 可変シ ン ボ ル 数
・ 拡大/縮小率
・ 同時表示画面数

：500シ ン ボ ル ／画面以上
：10%～1000%
：10画面以上

（2）各種表示
①シ ス テ ム ス テ ー タ ス 表示
シ ス テ ム で 管理し て い る 重要な 状態を シ ス テ ム ス テ ー タ ス エ リ ア に 常時表示し ､表示ボ タ ン 操作に よ り 関連
画面を 表示する 。

「 設備警報」 ：発生中警報、 未確認警報
「 火災」
「 停電」

「 ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ」

：火災の 有無
：停電状態の 有無
：電力ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ警報の 有無を 表示

②メ ッ セージウ ィ ン ド ウ 表示
各種メ ッ セ ー ジ （種別で 色分け ）を ウ ィ ン ド ウ 表示す る 。

・ 表示ﾒｯｾｰｼﾞ数 ：5ﾒｯｾｰｼﾞ以上（1～5行の 間で 任意変更可能）
・ ﾒｯｾｰｼﾞﾋｽﾄﾘ表示 ：表示ﾎﾞﾀﾝの ｸﾘｯｸで 、 最新100件の 表示が 可能

③警報発生一覧表示
現在発生中の 警報を 一覧形式で 発生時刻順に 表示する 。

・ 表示件数 ：2,000件/B-OWS

④未確認警報発生一覧表示
発生し た 警報の内、 確認操作が 行わ れて い な い 未確認警報を 一覧形式で 表示す る 。 な お 、 表示中に 発生し た 警報

は 、 最終行に 即時追加表示す る 。
・ 表示件数 ：2,000件/B-OWS

⑤サブ ウ ィ ン ド ウ 表示
特定の 重要ポ イ ン ト （状態、 計測値等）数点を 常時監視が で き る よ う に 、 シ ス テ ム ス テ ー タ ス 表示エ リ ア に サ ブ ウ ィ ン

ド ウ で常時表示する 。

⑥引継情報表示
連絡事項が あ る 場合に 、 メ モ 入力す る こ と で 、 引継者へ の 伝言が で き る 。 ま た 、 伝言レ ベ ル を フ リ ッ カ ー や 色別表示等

で 指定で き る 。
・ 引継情報件数 ：1,000件/シス テ ム

（3）画面予約
日常、 頻繁に 表示する 画面を オ ペレ ータ 管理で登録さ れている ロ グ イ ン ユーザ毎に 登録し 、 登録済画面を ワ ン タ ッ チ 操

作で表示す る こ と が でき る 。
・ 登録画面枚数 ：30画面/ロ グ イ ン ユーザ

  （5）バ ー チ ャ ルプ リ ン タ 及びメ ッ セ ー ジ検索
各種メ ッ セ ー ジ を 仮想的（メ ッ セ ー ジ プ リ ン タ に 印字し て い る よ う ）に 、 表示す る 。 なお 、 仮想印刷音の 鳴動設定を 可

能と す る 。 蓄積さ れ た メ ッ セ ー ジ デ ー タ の 検索､印刷及び CSV出力を 可能と す る 。 な お 、 メ ッ セ ー ジ に コ メ ン ト 入力が 可能
なこ と 。

・ 保存件数
・ 保存期間

：10,000メ ッ セ ー ジ /日
：10年以上

（3）カ ラ ー ハ ー ド コ ピ ー 記録
ディ ス プ レ イ 上の表示内容を そ の ま ま のイ メ ージ でハ ード コ ピ ー記録す る 。

（4）日報記録
設定し た ポイ ン ト の瞬時値及び積算値を 毎正時に 収集し 、 毎日指定時刻に 帳票形式で プ リ ン タ へ 出力し 、 外部媒

体へも 自動保存可能と する 。 なお、 操作に よ り 、 帳票を 指定先へ保存でき 、 再生表示や印字も 可能と する 。
・ データ 保存期間 ：2年間/主B-OWSの SSD内
・ 対象ポイ ン ト ：最大120点以上/帳票

3.  記録機能
（1）監視記録
設備機器の 状態変化や警報発生／復旧時に 、 そ の 内容を プ リ ン タ に 印字記録す る 。

（2）操作記録
設備機器に 対し て 、 個別発停操作や 個別押釦操作など の 操作を 行っ た 場合、 そ の内容を プ リ ン タ へ印字記録す る 。

本機能は、 以下に あげる 様々な監視制御プ ロ グ ラ ムに よ り 、 電気設備を 監視室に おいて 一元的に 管理する も のである 。
尚、 ソ フ ト ウ ェ ア は 専用ソ フ ト と す る 。

1.   監視機能
（1）状態監視
状態・ 計測値・ 計量値を 監視し 、 デ ィ ス プ レ イ お よ び プ リ ン タ へ の 出力設定を 可能と す る

・ 管理ポイ ン ト ：3,000(積算点 1,000)点以上/自社B-BC
：6,000点以上/シ ス テ ム

（2）警報監視
警報点及びシス テ ム機器の警報発生・ 復旧状態を 常時監視し 、 ディ ス プ レ イ 及びプ リ ン タ への出力設定を 可能と する 。

な お 、 警報発生時に は 、 警報音を 鳴動し 、 関連画面を 自動表示す る 。
・ 警報音 ：30種
・ 警報レ ベ ル
・ 管理ポイ ン ト

：4レ ベ ル （緊急/重/中/軽警報）
：3,000点以上/自社B-BC
：6,000点以上/シ ス テ ム

（3）ソ フ ト ウ ェ ア ポ イ ン ト 監視
管理ポ イ ン ト を 選定し て 各種演算を 行い 、 演算結果を ポ イ ン ト と し て 監視可能と す る 。 演算結果ポ イ ン ト は ､ソ フ ト ウ ェ

ア ポ イ ン ト と し て ､各種機能で 使用可能と す る 。
・ ソ フ ト ウ ェ ア ポイ ン ト ：530(計測点 30)ポ イ ン ト 以上/シ ス テ ム

（4）状態不一致監視
個別発停操作や 各機能か ら 設備機器に 対し て 発停制御を 行っ た 後、 一定時間経過し て も 設備機器の 状態が 制

御通り に な ら な か っ た 場合（制御異常）、 ま た は 、 設備機器の 状態が 発停制御以外で 勝手に 変化し た 場合（状態
異常）に 状態不一致と し て 、 デ ィ ス プ レ イ 及び プ リ ン タ へ の 出力設定を 可能と す る 。

・ 制御異常監視時間 ：管理ポ イ ン ト 毎に 選定（999秒以上）
・ 管理ポイ ン ト ：1,500点以上

（5）ア ナ ロ グ 上下限監視
選定し た 計測値を 一定時間間隔で監視し 、 設定さ れた 上下限値を 逸脱し た 場合、 警報音を 鳴動さ せ、 デ ィ ス プ レ イ

およ びプ リ ン タ へ出力する 。
・ 監視周期
・ 警報監視継続時間
・ 監視遅延時間
・ 関連機器
・ 設定グ ル ー プ 数

：1分周期/自社B-BC
：0～90分、 5分間隔
：0～90分、 5分間隔
：5点（AND、 OR）/グ ル ー プ
：900グ ル ー プ 以上

（6）ア ナ ロ グ 偏差監視
選定し た 計測値と 設定値と の偏差を 監視し 、 設定さ れた 上限／下限偏差値を 逸脱し た 場合、 警報音を 鳴動さ せ、

デ ィ ス プ レ イ お よ び プ リ ン タ へ 出力す る 。
・ 監視周期
・ 監視遅延時間
・ 監視中断時間
・ 関連機器
・ 設定グ ル ー プ 数

：1分周期/自社B-BC
：0～90分、 5分間隔
：0～90分、 5分間隔
：5点（AND、 OR）/グ ル ー プ
：900グ ル ー プ 以上

（4）画面セ ーブ
オ ペ レ ー タ 操作に よ り 、 デ ィ ス プ レ イ に 表示中の 画面を そ の ま ま のイ メ ージ でフ ァ イ ル に 保存でき る 。 なお、 保存さ れた 画

面は、 再生表示でき る 。
・ 保存形式 ：JPEG形式、 ま た は 、 PNG形式

（5）画面ロ ーテ ーショ ン
オ ペ レ ー タ の 起動操作に よ り 、 選定し た グ ラ フ ィ ッ ク 画面を 一定間隔で 順次表示で き る 。

・ グ ループ 数 ：10グ ル ー プ /B-OWS
・ 登録画面枚数 ：30画面以上/B-OWS

（6）画面ヒ ス ト リ
過去に 表示し た 画面を 記録し て おき 、 容易に 再表示ができ る 。

・ 履歴枚数 ：30画面/B-OWS

（7）ガ イ ダ ン ス 表示
①警報ガ イ ダ ン ス
警報発生時に 、 設定さ れた ガ イ ダ ン ス メ ッ セ ージ を オ ペ レ ータ 操作に よ り 表示す る 。

・ ガ イ ダ ン ス 数 ：200種/シ ス テ ム
②吹き 出し 表示
グ ラ フ ィ ッ ク 画面内のシ ン ボル上に マ ウ ス ポイ ン タ ーを 移動さ せる こ と で、 簡易情報を ダ イ ア ロ グ ボ ッ ク ス 表示する 。

③ヘルプ 表示シス テ ムを 操作する 上で必要な取扱説明を ウ ィ ン ド ウ 表示でき る 。

（8）作業予約
頻繁に 行う 作業を 予め 登録し て おき 、 指定時刻に 自動起動する 。

「 個別発停操作」 ：発停制御を 行う 。
「 個別設定操作」
「 自動画面表示」
「 グ ル ー プ 発停」

「 グ ル ー プ 設定」
「 札掛け 操作」

：設定値制御を 行う 。
：登録し た 設定画面・ 機能画面の 自動表示を 行う 。
：登録し た グ ループ に 発停制御を 行う 。

：登録し た グ ループ に 設定値制御を 行う 。
：機器へ の札掛け 操作を 行う 。

（9）ポ イ ン ト 検索
検索条件に 従っ て 全ポ イ ン ト を 検索し 、 結果を リ ス ト 形式で 表示す る 。
（各検索キー の AND/OR検索指定が可能）

＜検索キ ー＞
①運用区分②警報レ ベル ③装置番号④RS番号⑤ポ イ ン ト タ グ
⑥ポイ ン ト 名称⑦ポイ ン ト 状態⑧マ ルチ モ ード 状態
⑨ポ イ ン ト タ イ プ ⑩札掛け

（10）札掛け 表示
ポ イ ン ト 毎に 点検中や 常時開など の 札を 掛け 、 オ ペ レ ー タ に 注意を 促す 。 マ ウ ス ポ イ タ ー を シ ン ボ ル 上に 移動す る こ と で 、

札内容を 表示す る 。
・ 札の種類 ：2種類（表示モ ード 、 制御モ ー ド ）
・ 表示モ ード
・ 制御モ ード

：10種類（任意設定変更可能）
：3種類（操作禁止、 制御禁止、 点検中）

8.  シ ス テ ム 運用管理／支援機能
4.  制御機能

（1）個別発停操作
操作に よ り 、 発停ポイ ン ト に 対し て 、 ON/OFF制御する ｡なお 、 複数選択し て 、 同時に ON/OFF制御が 可能なこ と 。

（2）グ ル ープ 発停操作
操作に よ り 、 グ ループ 設定の複数の発停ポ イ ン ト に 対し て 、 ON/OFF制御す る 。

・ 登録ポイ ン ト ：200ポイ ン ト 以上/グ ループ
・ 登録グ ル ープ ：200グ ル ー プ 以上/B-OWS

（3）ス ケ ジュ ー ル 発停制御
グ ループ 毎に 選定さ れた 発停ポイ ン ト を 、 年間カ レ ン ダ ー設定及び週間運転ス ケ ジュ ール設定に 沿っ て 、 ON/OFF制

御す る 。 なお 、 １つ の 発停ポ イ ン ト の 複数グ ル ー プ 設定を 可能と す る 。 運転ス ケ ジ ュ ー ル 設定は、 バ ー グ ラ フ 及び 時刻で
表示を 行い、 マ ウ ス 操作で容易に時刻の変更やス ケ ジュ ール時刻の追加、 削除を 可能と する 。 機器の登録は、 リ ス ト 画
面から マ ウ ス によ る ド ラ ッ グ＆ド ロ ッ プ 登録を 可能と する 。

・ カ レン ダ ー ：当月か ら 2年分（平日,休日,特別日(4種類））
・ ス ケ ジュ ー ル発停
・ カ レ ン ダ ー数
・ グ ループ 数
・ 対象ポイ ン ト

：12回/日(ON/OFFを 1回）
：100セ ッ ト 以上
：900グ ル ー プ
：800点

（4）ス ケ ジ ュ ー ル 登録機器表示
ス ケ ジ ュ ー ル 運転を 行っ て い る 発停ポ イ ン ト を 容易に 確認で き る よ う に 、 次の 表示を 行う 。
①ス ケジュ ール発停ポイ ン ト 一覧表示
現在時刻以降に ス ケ ジ ュ ール 発停が 予定さ れて い る 発停ポイ ン ト を 一覧表示する ｡なお 、 時間帯､制御内容での絞り

込み表示を 可能と する 。

②ス ケ ジュ ールグ ループ 番号表示
ス ケ ジ ュ ー ル に 登録さ れて い る 発停ポ イ ン ト は、 ポ イ ン ト 詳細画面で 所属す る ス ケ ジ ュ ー ル グ ル ー プ 番号を 全て 表示す る 。

（5）ス ケ ジ ュ ー ル変更機能
平面図や系統図上に 表示さ れる 監視対象発停ポイ ン ト のシン ボルから 運転ス ケジュ ールを 表示し 、 変更可能と する 。

（6）個別設定値操作
操作に よ り 、 設定ポイ ン ト に 対し て 、 設定値制御する 。 なお、 複数選択し て 、 同時に設定値制御が可能なこ と 。

（7）グ ル ー プ 設定値操作
操作によ り 、 グループ 設定の複数の設定ポイ ン ト に対し て 、 設定値制御する 。

・ 登録ポイ ン ト

・ 保存期間

（1）ト レ ン ド 管理
計測値や積算値およ び状態を 定期的に収集し 、 そ の収集値を ディ ス プ レ イ に グ ラ フ 形式・ 一覧形式で表示し 、 プ リ ン タ

に 一覧形式で出力する 。 なお、 グ ラ フ の 内容を ＣＳＶ形式で出力可能と する 。
・ 対象ポイ ン ト ：1分 3, 000ポ イ ン ト 以上/B-BC

：5分 3, 000ポ イ ン ト 以上/B-BC

・ ト レン ド グ ラ フ ：1分 100ｸﾞﾙｰﾌﾟ以上/B-OWS
：5分 100ｸﾞﾙｰﾌﾟ以上/B-OWS
：集計 100ｸﾞﾙｰﾌﾟ以上/B-OWS

：1分デ ータ  2ヶ 月以上/シス テ ム
：5分デ ータ  2ヶ 月以上/シス テ ム
：1時間集計デ ー タ  2年以上/シ ス テ ム
：日集計デー タ  10年以上/シ ス テ ム
：月集計デー タ  10年以上/シ ス テ ム

  （3）ポイ ン ト データ 登録機能
各機能へ の ポ イ ン ト 登録操作は、 リ ス ト 画面内の 該当ポ イ ン ト を 機能画面内の ポ イ ン ト 登録位置へ ド ラ ッ ク ＆ド ロ ッ プ

す る こ と で 、 容易に 登録操作が 行え る 。

（4）メ ッ セージデータ 管理
メ ッ セー ジ表示エ リ ア に 表示さ れる メ ッ セー ジを 蓄積し 、 畜積し た メ ッ セー ジを 条件指定に よ り 検索し 、 デ ィ ス プ レ イ 及び プ

リ ン タ へ一覧形式で出力する 。

（5）警報履歴管理
メ ッ セ ー ジ 表示エ リ ア に 表示さ れる 警報発生／復旧メ ッ セ ー ジ を 蓄積し 、 蓄積し た メ ッ セ ー ジ を 条件指定に よ り 検索し 、

デ ィ ス プ レ イ 及びプ リ ン タ へ 一覧形式で 出力す る 。

（6）運用区分管理
複数の B-OWSで 構成さ れる シ ス テ ム に おい て ､設定さ れた 運用区分に し た が っ て B-OWSで 管理す る ポ イ ン ト や グ ラ

：200ポイ ン ト /グループ
・ 登録グ ルー プ ：200グ ル ー プ /B-OWS

（8）プ ロ テ ク ト 機能
重要な発停ポ イ ン ト に つ い て は、 不用意に 発停さ れない よ う に 操作プ ロ テ ク ト を か け る 。

（9）イ ベン ト 制御
各ポイ ン ト の状態変化や警報発生／復旧、 ア ナ ロ グ 上下限警報発生／復旧時に 、 選定ポイ ン ト に 対し て 、

ON/OFF制御や 設定値制御を 行う 。
・ 入力ポイ ン ト
・ イ ン タ ー ロ ッ ク 条件
・ 出力ポイ ン ト
・ 制御イ ン タ ーバ ル
・ グループ 数

5.  電力設備機能

（1）電力デ マ ン ド 監視
使用電力の 契約電力超過を 防ぐ た め に 、 一定周期で 使用電力を 監視し 、 使用電力が 契約電力を 超過す る と 予測

さ れる 場合に 、 警報音を 鳴動さ せ 、 デ ィ ス プ レ イ およ び プ リ ン タ へ 出力する 。 ま た 、 操作に よ り 、 電力使用傾向グ ラ フ を 表
示す る 。

・ グループ 数 ：最大9グ ループ /シス テ ム
：2レ ベル

（2）電力デ マ ン ド 履歴表示
電力デマ ン ド 警報発生時に 、 超過量に 見合っ た 設備機器に 対し て カ ッ ト 制御を 行う 。 ま た 、 電力デマ ン ド 警報復旧時

に 、 解除量に 見合っ た 設備機器を 再投入す る 。

・ レ ベル数 ：15レ ベル/グ ループ
・ 機器数 ：20機器/レ ベル

（3）電力ピ ーク カ ッ ト 制御
電力デマ ン ド 監視の監視結果を 蓄積し 、 過去の目標値及びデマ ン ド 値を 履歴と し て グ ラ フ 表示する 。

・ 日デ ー タ ：2年間以上（選択日の 30分デ マ ン ド 値）
・ 月デ ー タ
・ 年デ ー タ

：10年間以上（選択月の 最大デ マ ン ド 値）
：10年間以上（選択年の 最大デ マ ン ド 値）

（5）停電／復電制御
停電・ 瞬停・ 復電発生時に、 受変電設備の 状態を 監視し 、 設定順序に従っ て機器の投入(ON)/遮断(OFF)制御

を 行う 。 ま た 、 瞬停・ 復電発生時に は 、 ス ケ ジ ュ ー ル 運転機器の 状態を そ の 時刻の 運転ス ケ ジ ュ ー ル に 合わ せ る 。

7.  防災管理機能

（1）火災制御
火災発生時に 、 設定し た 発停ポイ ン ト に 対し て ON/OFF制御を 行う 。 ま た 、 火災復旧時の火災復旧操作に よ り 、 ス

ケ ジ ュ ー ル 運転ポ イ ン ト の 状態を そ の 時刻の 運転ス ケ ジ ュ ー ル に 合わ せ る 。
・ 入力ポイ ン ト ：5ポ イ ン ト 以上/グ ル ー プ
・ 出力ポイ ン ト
・ グループ 数

：20ポイ ン ト 以上/グ ループ
：900グ ル ー プ 以上

：5ポイ ン ト /グ ル ープ
：5ポイ ン ト /グ ル ープ
：20ポ イ ン ト /グ ル ー プ
：0～300秒の 間で 設定可能
：900グ ループ /シス テ ム

8. ユー ザ ー カ ス タ マ イ ズ 機能
（1）ポ イ ン ト 情報変更操作
操作に よ り 、 各ポ イ ン ト の タ グ 、 名称、 運用区分、 ア ラ ー ム レ ベ ル 、 印字指定、 そ の 他の 詳細設定が 変更で き る ｡

（2）グ ラ フ ィ ッ ク 画面変更操作
操作に よ り 、 グ ラ フ ィ ッ ク 画面上の平面図の間仕切り やテ ナン ト 名称等の変更、 およ び可変シン ボルの位置変更や対

応ポ イ ン ト ア ド レ ス 等の 変更が 行え る 。

9.そ の他
（1）音声メ ッ セ ー ジ 出力
警報発生時に音声メ ッ セージを 鳴動さ せる 。 なお、 警報が重複し た 場合は、 警報レ ベルに 従い、 鳴動音を 切換え て

出力する 。
・ 音声メ ッ セージ ：255種以上/シ ス テ ム

（2）外部警報
警報発生時、 そ の内容に 応じ て あら かじ め設定さ れた 出力先に 外部出力を 行う 。

10.  RAS接続
（1）I／O監視
プ リ ン タ 装置な ど の 周辺機器の 状態を 常時監視し 、 異常が あ っ た 場合、 警報音を 鳴動さ せ 、 デ ィ ス プ レ イ お よ び プ リ ン タ

へ 出力す る 。

（2）RS監視
自社B-BCから のRS通信回線の状態を 常時監視し 、 異常が あっ た 場合、 警報音を 鳴動さ せ、 ディ ス プ レ イ およ びプ リ

ン タ へ 出力する 。

フ ィ ッ ク 画面、 機能など の 運用状態を 限定化する 。 ま た 、 いず れかの B-OWSが 万が一停止し た 場合に は、 他のB-
OWSで自動的に バッ ク ア ッ プ を 行う 。

・ 運用区分数 ：32区分以上/シ ス テ ム

（7）シ ス テ ム構成機器管理
シス テ ムの構成機器の稼動状態を 常時監視し 、 異常を 検出し た場合は、 警報音を 鳴動さ せ、 ディ ス プ レ イ およ びプ リ

ン タ へ出力する 。

（8）オ ペ レ ー タ 管理
オ ペ レ ー タ ご と の 操作を 制限す る た め に 、 パ ス ワ ー ド に よ り 操作内容を 段階的に 制限す る 。 操作モ ー ド はオ ペ レ ー タ 単位

に 設定でき 、 パ ス ワ ー ド 設定も 可能と す る 。 ま た 、 操作を 行っ た オ ペ レ ータ 名称を 操作メ ッ セ ージ と し て 出力す る 。

・ オ ペレ ータ 登録数 ：300名以上/シ ス テ ム

・ 帳票枚数 ：1枚

：日…２年 　  月…10年 　  年…10年
・ 警報レ ベル
・ 履歴

・ グループ 数 ：最大9グ ループ /シス テ ム

6.  空調制御機能

（1）季節切替制御
自動ま たは、 オ ペレ ータ 操作に よ り 、 季節毎に 運転モ ード を 切り 替え る 必要がある 設備機器に対し て制御出力を 行う 。

・ グループ 数
：50グ ル ー プ /B-BC
：150グ ループ /シス テ ム

11.  FWS機能
（1）帳票管理

（2）ワ ン ポイ ン ト ト レ ン ド
グ ラ フ ィ ッ ク 画面の計測値を 選択す る こ と で 、 該当ポ イ ン ト の ト レ ン ド グ ラ フ を 表示す る 。 ま た 、 上下限の 警報値を 設定

し て いる 場合、 グ ラ フ 上に そ の値を 表示す る 。

・ 原単位計算

・ 可変グ ラ フ ィ ッ ク 操作

（11）エ ネ ル ギ ー 使用量簡易可視化ツ ー ル
収集す る 電力量等の 数値を 元と し 、 CO2排出量や 料金換算な ど を 自動で 行う 。

・ 料金計算

・ CO2排出量計算

：収集し た 電力使用量か ら 自動で 各種設備単位の料金換算、
表示を 行う 。 管理者に て 単価修正も 可能と する 。

：収集し た 電力使用量か ら 自動で CO2排出量の 計算、 表示を
行う 。 管理者に て 排出係数の修正も 可能と する 。

：収集し た 電力使用量から 自動で 平米当た り エ ネ ル ギ ー使用量
量の 計算、 表示を 行う 。 管理者に て 排出係数の 修正も 可能と
す る 。

：管理者のマ ウ ス 操作に て グ ラ フ 等のデータ 表示を 時系列毎、 フ
ロ ア 毎、 設備毎等に 動的に 変更可能と する 。

あ ら か じ め 設定さ れた ポ イ ン ト 、 デ ー タ 種別、 収集期間に て デ ー タ 収集を 行い 、 EXCELフ ァ イ ル に デ ー タ を 出力す る 。
データ の集計処理等を 容易に する 。


